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凡   例 

 

1 本書は主として、令和６年度（年）の数値を記載したものである。 

また「時」のおさえ方は、暦年については１月１日～12 月 31 日、年度は４月１日から翌年３月 31 日を示すも

のである。 

2 統計表中の一般的な記号の用途は次のとおりである。 

「－」 皆無または該当数字なし   「…」 不詳または資料なし   「０」 掲載単位に満たないもの 

「×」 該当数字はあるが発表をさしひかえたもの        「△」  減少 

「・」  計数のありえないもの 
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１ 倉敷市の概況 

２ 保健所の概要 

３ 予算及び決算 

４ 令和６年度 組織目標 
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第一  概況 

１ 倉敷市の概況 

(1) 地勢 

本市は、岡山県の南部、備中平野のほぼ中央に位置している。 

高梁川が市の中央を南北に貫流し、広大なデルタ地帯が形成され、古くから農業・水産業・繊維業等の産業が

栄えた。昭和30年代には、石油コンビナートが水島地区に形成され、高度経済成長による産業の飛躍的な発展

に伴い、人口が急激に増加した。 

 

市役所（本庁舎）の位置 面  積 距  離 

東経133°46′19″ 

北緯 34°35′06″ 
356.07ｋ㎡ 

東西最長 25.60ｋｍ 

南北最長 27.90ｋｍ 

 

 

 

 

 

井原鉄道 

 真備保健福祉課 
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(2) 人口 

① 地区別、性別人口・世帯数          令和７年３月末現在 

区分 全 市 

地   区 

倉 敷 児 島 玉 島 水 島 船 穂 真 備 

 
構成比 

（％） 
 

構成比 

（％） 
 

構成比 

（％） 
 

構成比

（％） 
 

構成比 

（％） 
 

構成比 

（％） 

世帯数 221,699 106,784 48.2 31,173 14.1 28,710 12.9 42,759 19.3 3,435 1.5 8,838 4.0 

男 229,968 110,931 48.2 30,697 13.3 30,032 13.1 44,512 19.4 3,977 1.7 9,819 4.3 

女 242,017 120,111 49.6 32,863 13.6 32,021 13.2 42,501 17.6 4,212 1.7 10,309 4.3 

計 471,985 231,042 49.0 63,560 13.5 62,053 13.1 87,013 18.4 8,189 1.7 20,128 4.3 

※ 住民基本台帳人口による。 

 

② 年齢３区分別人口及び構成比の推移          各年10月１日現在 

 人  口 構成比（％） 

総  数 
年少 
人口 

（0～14歳） 

生産年齢 
人口 

（15～64歳） 

老年 
人口 

（65歳以上） 

年少 
人口 

生産年齢 
人口 

老年 
人口 

昭和55年 
倉敷市 403,785 102,807 264,997 35,969 25.5 65.6 8.9 

岡山県 1,871,023 424,254 1,223,235 223,306 22.7 65.4 11.9 

昭和60年 
倉敷市 413,632 96,094 276,445 41,027 23.2 66.8 9.9 

岡山県 1,916,906 409,216 1,257,858 249,555 21.3 65.6 13.0 

平成 2年 
倉敷市 414,693 80,069 286,885 47,699 19.3 69.2 11.5 

岡山県 1,925,877 353,191 1,286,221 285,764 18.3 66.8 14.8 

平成 7年 
倉敷市 422,836 70,943 293,837 57,372 16.8 69.5 13.6 

岡山県 1,950,750 315,902 1,294,239 339,313 16.2 66.3 17.4 

平成12年 
倉敷市 430,291 67,451 292,205 70,116 15.7 67.9 16.3 

岡山県 1,950,828 291,346 1,265,122 393,658 14.9 64.9 20.2 

平成17年 
倉敷市 469,377 70,703 305,772 89,304 15.1  65.1  19.0  

岡山県 1,957,264 275,743 1,236,318 438,054 14.1  63.2  22.4  

平成22年 
倉敷市 474,203 70,448 293,651 106,165 14.9 61.9 22.4 

岡山県 1,945,276 264,853 1,178,493 484,718 13.6 60.6 24.9 

平成27年 
倉敷市 477,118 64,463 270,529 122,037 13.5 56.7 25.6 

岡山県 1,921,525 247,890 1,098,140 540,876 12.9 57.1 28.1 

令和 2年 
倉敷市 474,592 58,486 249,921 125,532 13.5 57.6 28.9 

岡山県 1,888,432 229,352 1,032,394 557,991 12.6 56.7 30.7 

令和 3年 
倉敷市 473,157 58,129 248,291 126,084 13.4 57.4 29.2 

岡山県 1,875,759 225,961 1,021,715 559,388 12.5 56.5 31.0 

令和 4年 
倉敷市 471,459 57,485 247,317 126,004 13.3 57.4 29.2 

岡山県 1,862,012 221,886 1,013,491 557,940 12.4 56.5 31.1 

令和 5年 
倉敷市 469,201 56,466 246,454 125,628 13.2 57.5 29.3 

岡山県 1,846,525 217,042 1,005,207 555,581 12.2 56.5 31.3 

令和 6年 
倉敷市 466,741 55,554 245,499 125,035 13.0 57.6 29.3 

岡山県 1,830,621 211,919 996,465 553,542 12.0 56.6 31.4 

※  昭和５５年～令和２年は国勢調査、令和３年～令和６年は流動人口調査による。なお、人口総数は外国人の年齢

を調査していない等の理由により、年少・生産年齢・老年人口の総数と合致しないことがある。 
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③ 年齢５歳階級、性別地区別人口         令和７年３月末現在 

性、地区 

 

年齢区分 

全  市 地   区 

総数 男 女 倉敷 児島 玉島 水島 船穂 真備 

0～4 17,375 8,990 8,385 9,399 1,646 2,102 3,306 417 505 

5～9 20,284 10,310 9,974 10,694 2,194 2,515 3,712 470 699 

10～14 22,577 11,602 10,975 11,847 2,551 2,879 3,978 423 899 

年 少 人 口 60,236 30,902 29,334 31,940 6,391 7,496 10,996 1,310 2,103 

構 成 比 (％) 12.8 13.4 12.1 13.8 10.1 12.1 12.6 16.0 10.4 

15～19 23,044 11,876 11,168 11,834 2,714 2,887 4,192 369 1,048 

20～24 24,672 12,617 12,055 12,648 2,877 3,047 4,863 315 922 

25～29 25,278 13,109 12,169 12,843 2,944 3,153 5,119 386 833 

30～34 24,853 12,835 12,018 12,860 2,825 3,092 4,829 518 729 

35～39 26,192 13,355 12,837 13,300 3,069 3,248 5,130 586 859 

40～44 28,592 14,479 14,113 14,868 3,351 3,463 5,317 491 1,102 

45～49 32,245 16,124 16,121 16,335 4,076 4,103 5,813 511 1,407 

50～54 38,396 19,345 19,051 19,066 5,224 5,057 6,936 526 1,587 

55～59 30,189 15,064 15,125 14,708 4,336 4,191 5,300 431 1,223 

60～64 25,778 12,637 13,141 12,184 3,928 3,625 4,561 448 1,032 

生産年齢人口 279,239 141,441 137,798 140,646 35,344 35,866 52,060 4,581 10,742 

構成比 （％） 59.2 61.5 56.9 60.9 55.6 57.8 59.8 55.9 53.4 

65～69 25,157 12,136 13,021 11,705 3,749 3,410 4,639 425 1,229 

70～74 27,968 13,259 14,709 12,312 4,522 3,527 5,524 514 1,569 

75～79 31,392 14,011 17,381 13,569 5,458 4,201 5,780 484 1,900 

80～84 23,874 10,100 13,774 10,249 3,964 3,668 4,111 437 1,445 

85～89 14,306 5,451 8,855 6,238 2,440 2,283 2,403 259 683 

90～94 7,420 2,175 5,245 3,361 1,256 1,186 1154 134 329 

95～99 2,074 455 1,619 893 373 369 290 41 108 

100歳以上 319 38 281 129 63 47 56 4 20 

老 年 人 口 132,510 57,625 74,885 58,456 21,825 18,691 23,957 2,298 7,283 

構成比 （％） 28.1 25.1 30.9 25.3 34.3 30.1 27.5 28.1 36.2 

総 数 471,985 229,968 242,017 231,042 63,560 62,053 87,013 8,189 20,128 

世帯数 221,699     106,784 31,173 28,710 42,759 3,435 8,838 

平均世帯人数 2.13     2.16 2.04 2.16 2.03 2.38 2.28 

※ 住民基本台帳人口による。  
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２ 保健所の概要 

(1) 沿革 

① 倉敷市保健所の沿革 

平成 8年 

 

 

 

平成 9年 

 

 

 

 

3月 

 

 

 

2月 

9月 

11月 

12月 

 

26日 

 

 

 

 

25日 

21日 

 

 

総合保健福祉センター（仮称）基本構想等策定委員会より、市長に倉敷市総合保

健福祉センター（仮称）基本構想報告書を提出 

同報告書の主な課題として、「第一に保健所の問題がある」として取りあげられ、倉

敷市が保健所を設置することになった場合のあり方についての提言がなされた。 

定例市議会において、保健所政令市移行について市長表明 

倉敷市保健所設置懇談会を設置(会長：青山英康岡山大学医学部教授） 

青山会長より「倉敷市保健所設置に向けての提言」書を倉敷市長に提出 

12月定例市議会において、（仮称）総合保健福祉センターと保健所を併設する旨

市長表明 

平成10年 

 

 

2月 

 

3月 

 

 

10日 

2月定例市議会において、平成13年度の「保健所政令市」への移行を目指して保

健所を建設する旨市長表明 

基本設計（平成10年7月15日完了） 

 

 

 

4月 

8～     

8月 

10月 

 

9月 

21日 

27日 

岡山県と保健所政令市移行に係る課題について協議（平成12年度まで） 

岡山県より、保健所業務に係る移管業務の概要説明 

実施設計（平成11年2月28日完了） 

造成工事（平成11年7月30日完了） 

平成11年  3月   8日 厚生省へ倉敷市保健所の体制整備計画書を提出 

 

 

 

 

 

 

 

4月 

6月 

 

 

7月 

 

7月 

7月 

8月 

9日 

25日 

 

 

6日 

 

14日 

16日 

 

厚生省へ岡山県知事と連名で、保健所政令市への指定依頼書を提出 

地域保健法施行令の改正（公布） 

地域保健法施行令第1条第3号に規定する「保健所を設置する市」として、倉敷市 

が指定され、平成13年4月1日施行されることとなった。 

厚生省より保健所設置の承認（平成11年6月25日厚生省へ倉敷市保健所建設の

ための申請書を提出） 

厚生省より保健所建設に係る国庫補助内示 

建設工事着工 

職員の実務研修・派遣研修（平成13年3月まで） 

平成12年 

 

4月 

12月 

 

28日 

倉敷市保健所業務執行体制の確立準備へ 

建設工事完了 

平成13年 4月 1日 保健所政令市へ移行、倉敷市保健所の開設 

平成14年 4月 1日 中核市へ移行 

平成17年 8月 1日 真備町・船穂町と合併 
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② 倉敷市保健所設立以前 

本市保健所設立以前は、岡山県倉敷保健所の管轄区域であり、対人保健サービスを提供する地域保健

福祉センターが設置され、児島地区は倉敷南地域保健福祉センター、玉島地区は倉敷西地域保健福祉セ

ンターの所管区域であった。 

年 月 日 岡山県倉敷保健所 
倉 敷 南 地 域 

保健福祉センター 

倉 敷 西 地 域 

保健福祉センター 

昭和19年 

 

倉敷市、都窪郡を所管す

る岡山県倉敷保健所が開

所 

児島郡一円を所管する岡

山県味野保健所が開所 

浅口郡一円を所管する岡

山県玉島保健所が開所 

昭和23年10月 5日  児島保健所に改称  

昭和42年 2月 1日 倉敷東保健所に改称 倉敷南保健所に改称 倉敷西保健所に改称 

昭和56年 4月 1日 ＜ 機 構 改 革 ＞ 

 倉敷環境保健所に改称 倉敷南地域保健所に改称 倉敷西地域保健所に改称 

平成 6年 4月 1日 ＜倉 敷 地方振興局 と統 合 ＞ 

 倉敷保健所に改称 

 

倉敷南地域保健福祉セン

ターを併設 

倉敷西地域保健福祉セン

ターを併設 

平成 9年 4月 1日 ＜ 県 下 保 健 所 再 編 ＞ 

  

 

倉敷南地域保健福祉セン

ターに改称 

倉敷西地域保健福祉セン

ターに改称 

平成13年 3月31日 

 

＜倉敷市の保健所政令市移行により倉敷市内の保健所業務は倉敷市に移譲＞ 

 廃   止 

※ 岡山県備中県民局健康福祉部・岡山県備中保健所の事業概要報告書による。 
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(2) 組織 

令和７年４月１日現在 

保健福祉局 保健福祉推進課 

 

  指導監査課 

 

 社会福祉部 

 

子ども未来部 

 

 健康福祉部 

 

  児島保健福祉センター 福祉課 

 国保介護課 

    児島保健推進室 

 

  玉島保健福祉センター 福祉課 

 国保介護課 

玉島保健推進室 

 真備保健福祉課 

  真備保健推進室 

 

  水島保健福祉センター 福祉課 

 国保介護課 

    水島保健推進室 

 

 倉敷市保健所 保健課 総務係 

                                                感染症係 

精神保健係 

                                                保健医療係 

休日夜間急患センター 

 

                           健康づくり課             健康増進係 

                                                母子保健係 

けんしん係 

                                        倉敷保健推進室 

 

  生活衛生課 環境薬務係 

   食品衛生係 

   食品監視係 

   動物管理係 

 

  衛生検査課 理化学検査係 

   微生物検査係 

 

※ 太字が保健所業務執行部署  
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(3) 職員配置 

令和７年４月１日現在 

区 分 

総 

 

数 

保  健  所 児
島
保
健
推
進
室 

玉
島
保
健
推
進
室 

水
島
保
健
推
進
室 

真
備
保
健
推
進
室 

保
健
課 

健
康
づ
く
り
課 

生
活
衛
生
課 

衛
生
検
査
課 

小 
 
計 

総 数 182 50 56 23 9 138 13 13 14 4 

職
位
別
内
訳 

局長級 2 2    2     

部長級 -     -     

次長級 7 3 1   4 1 1 1  

課長級 14 4 5 1 1 11 1 1 1  

課長補佐級 28 9 9 4 1 23 2 1 1 1 

係長級 35 11 9 5 3 28 1 2 2 2 

一般職 96 21 32 13 4 70 8 8 9 1 

職  
種  
別  
内  
訳 

医 師 2 2    2     

保健師 92 22 33   55 11 11 12 3 

看護師 1 1    1     

管理栄養士 19  9 8 2 19     

薬剤師 7 1  5 1 7     

獣医師 8 1  7  8     

理化学技術者 8   3 5 8     

放射線技師 1 1    1     

臨床検査技師 1    1 1     

歯科衛生士 2  2   2     

精神保健福祉士 2 2    2     

事 務 39 20 12   32 2 2 2 1 

※ 所長、参与（事務）、副参事（医師）は、保健課に含む。 

※ 各保健福祉センター所長(児島・玉島・水島)は、各保健推進室に含む。 

※ 保健師の分散配置（人事課、生活福祉課、子ども相談センター、福祉支援連携室、健康長寿課、国民健

康保険課、地域防災推進課）は含まない。 
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３ 予算及び決算 

(1) 当初予算の比較 

科 目 
当初予算（千円） 

増減率（％） 
令和 7年度 令和 6年度 増減額 

一般会計 211,984,355 203,939,887 8,044,468 3.9 

款 

衛生費 19,687,362 29,775,323 △10,087,961 △33.9 

項  

保健衛生費（保健所関係分） 6,471,085 5,587,598 883,487 15.8 

目 

保健所費 775,178 765,518 9,660 1.3 

保健活動費 222,773 233,051 △10,278 △4.4 

感染症対策費 2,613,532 1,913,853 699,679 36.6 

生活衛生費 39,863 38,869 994 2.6 

衛生検査費 28,744 33,714 △4,970 △14.7 

緊急医療対策費 203,111 200,009 3,102 1.6 

母子衛生対策費 966,616 940,418 26,198 2.8 

保健事業対策費 1,621,268 1,462,166 159,102 10.9 

(2) 歳入（保健所関係分） 

款 項 目 節 

決 算（円） 予 算 （千円） 

令和 5年度 
令和 6年度 令和 7年度 

最 終 当 初 

使
用
料
及
び
手
数
料 

使
用
料 

衛
生
使
用
料 

衛生総務使用料 8,904 11 11 

保健所使用料 48,468 46 46 

休日夜間急患センター使用料 149,553,392 115,000 131,000 

くらしき健康福祉プラザ使用料 1,676,528 1,674 1,687 

小 計 151,287,292 116,731 132,744 

手
数
料 

衛
生
手
数
料 

狂犬病予防手数料 15,387,730 16,110 16,165 

保健所手数料 272,800 263 1,251 

生活衛生手数料 21,895,700 22,678 19,063 

感染症検査手数料 10,200 11 11 

休日夜間急患センター手数料 35,750 12 12 

小 計 37,602,180 39,074 36,502 

計 188,889,472 155,805 169,246 

国
庫
支
出
金 

国
庫
負
担
金 

衛
生
費 

国
庫
負
担
金 

保健活動費負担金 103,613,665 95,888 87,821 

感染症対策費負担金 1,046,212,607 229,087 205,253 

衛生検査費負担金 1,230,000 1,966 268 

小 計 1,151,056,272 326,941 293,342 
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款 項 目 節 

決 算（円） 予 算 （千円） 

令和 5年度 
令和 6年度 令和 7年度 

最 終 当 初 

国
庫
支
出
金 
 

国
庫
補
助
金 

衛
生
費
国
庫
補
助
金 

保健所費補助金 403,000 436 678 

母子衛生対策費補助金 402,501,560 308,126 439,672 

保健事業対策費補助金 1,413,000 7,299 1,402 

保健活動費補助金 1,786,000 2,453 2,583 

感染症対策費補助金 1,177,372,200 45,247 7,057 

小 計 1,583,475,760 363,561 451,392 

委 
託 
金 

衛
生
費 

国
庫
委
託
金 

保健所費委託金 7,986,742 6,858 8,204 

保健事業対策費委託金 316,600 3,359 1,856 

小 計 8,303,342 10,217 10,060 

計 2,742,835,374 700,719 754,794 

県
支
出
金 

県
負
担
金 

衛
生
費
県
負
担
金 

予防接種費負担金 2,962,702 - - 

保健活動費負担金 6,376,137 7,250 6,950 

保健事業対策費負担金 19,613,000 - - 

保健所費負担金 14,574,000 17,990 19,053 

小 計 43,525,839 25,240 26,003 

県
補
助
金 

衛
生
費
県
補
助
金 

保健活動費補助金 4,971,000 8,661 9,340 

感染症対策費県補助金 67,610,000 3,453 3,543 

衛生検査費補助金 20,020,000 9,350 6,500 

緊急医療対策費補助金 7,630,000 7,664 7,682 

母子衛生対策費補助金 89,843,446 71,276 20,532 

保健事業対策費補助金 - 23,375 26,454 

生活衛生費補助金 1,063,872 1,613 1,890 

小 計 191,138,318 125,392 75,941 

委
託
金 

衛
生
費
県
委
託
金 

保健衛生費委託金 2,611,800 2,603 2,611 

保健活動費委託金 17,832 21 21 

母子衛生対策費委託金 142,356 - - 

生活衛生費委託金 13,000 13 13 

小 計 2,784,988 2,637 2,645 

計 237,449,145 153,269 104,589 

繰

越

金 

繰
越
金 

繰
越
金 

繰越明許費繰越金（衛生費） 43,823,100 5,559 7,864 

小 計 43,823,100 5,559 7,864 

計 43,823,100 5,559 7,864 
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款 項 目 節 

決 算（円） 予 算 （千円） 

令和 5年度 
令和 6年度 令和 7年度 

最 終 当 初 

諸
収
入 

受
託
事
業 

収
入 

衛
生
費 

受
託
事
業
収
入 

石綿健康被害救済受託事業収入 - 3 3 

緊急医療対策費受託事業収入 17,455,543 17,300 17,326 

小 計 17,455,543 17,303 17,329 

雑 
 
入 

衛
生
費
雑
入 

保健医療センター雑入 138,509 60 60 

保健所費雑入 2,951,988 1,881 761 

感染症対策費雑入 1,876,321 682,618 2 

保健事業対策費雑入 235,178 348 292 

保健活動費雑入 5,431,200 6,000 6,000 

雑入 1,436,420 - 40,260 

小 計 12,069,616 690,907 47,375 

計 29,525,159 708,210 64,704 

歳入計 3,242,522,250 1,723,562 1,101,197 

 

(3) 歳出（保健所関係分） 

款 項 目 事業 

決 算（円） 予 算 （千円） 

令和 5年度 
令和 6年度 令和 7年度 

最 終 当 初 

衛
生
費 

保
健
衛
生
費 

保
健
所
費 

保健行政職員能力開発事業 1,193,998 1,308 1,073 

保健所運営管理事業 12,095,167 11,900 9,338 

医療機関等指導事業 105,004 162 217 

厚生統計調査事業 2,231,542 1,787 3,019 

職員給与費 662,923,542 659,446 677,231 

保健医療センター支援事業 43,024,278 54,128 54,822 

保健医療団体支援事業 32,173,000 29,815 29,478 

小 計 753,746,531 758,546 775,178 

保
健
活
動
費 

精神保健総合対策事業 1,398,523 2,004 2,274 

精神手帳・医療支援事業 1,644,267 1,883 2,237 

精神保健相談・訪問指導事業 389,215 428 426 

難病患者家族支援事業 977,850 1,205 1,141 

指定難病医療支援事業 10,139,806 13,771 15,159 

未熟児養育医療給付事業 31,738,893 37,054 31,547 

原爆被爆者援護事業 119,534 135 169 

小児慢性特定疾病医療支援事業 157,764,161 173,402 150,087 

自立支援医療(育成医療)給付事業 2,753,549 3,929 2,333 
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款 項 目 事業 

決 算（円） 予 算 （千円） 

令和 5年度 
令和 6年度 令和 7年度 

最 終 当 初 

衛
生
費 

保
健
衛
生
費 

保
健
活
動
費 

自殺対策事業 10,258,287 14,423 16,083 

骨髄バンク推進事業 811,712 1,513 1,303 

健康づくり促進事業 6,600 14 14 

小 計 218,002,397 249,761 222,773 

感
染
症
対
策
費 

予防接種事故対策事業 5,000,862 107,642 198,763 

予防接種事業 1,158,324,637 1,311,203 1,127,879 

エイズ対策事業 7,768,340 10,618 - 

エイズ・肝炎等対策事業 - - 10,647 

感染症対策事業 402,594,895 19,300 10,867 

結核対策事業 7,997,188 11,009 9,031 

結核医療費対策事業 6,312,246 14,866 9,569 

結核健康診断等助成事業 4,144,055 4,970 4,746 

高齢者インフルエンザ等予防接種 359,864,615 1,522,900 - 

高齢者等予防接種事業 - - 1,232,929 

風しん対策事業 83,332,465 39,545 9,101 

新型コロナウイルスワクチン接種事業 1,963,617,181 560,948 - 

小 計 3,998,956,484 3,603,001 2,613,532 

生
活
衛
生
費 

公衆浴場設備改善補助事業 2,127,746 3,227  3,780 

生活衛生営業等指導事業 687,222 1,058  853 

食品衛生等指導事業 9,677,510 10,614  10,662 

動物管理指導等対策事業 4,989,163 5,420 6,386 

狂犬病予防事業 17,032,689 19,013 17,970 

食の安全安心推進事業 186,420 212  212 

小 計 34,700,750 39,544   39,863 

衛
生
検
査
費 

衛生検査事業 11,093,785 15,395 9,623 

残留農薬・動物用医薬品検査事業 26,788,861 18,319 19,121 

小 計 37,882,646 33,714 28,744 

緊
急
医
療
対
策
費 

休日夜間急患センター運営事業 102,806,634 96,033 96,771 

病院群輪番制病院運営事業 48,576,445 48,687 49,016 

休日夜間在宅当番医等運営事業 57,057,305 57,063 56,924 

地域医療普及啓発事業 345,000 400 400 

小 計 208,785,384 202,183 203,111 
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款 項 目 事業 

決 算（円） 予 算 （千円） 

令和 5年度 
令和 6年度 令和 7年度 

最 終 当 初 

衛
生
費 

保
健
衛
生
費 

母
子
衛
生
対
策
費 

幼児健康診査事業 30,100,663 33,406 33,072 

妊産婦乳児健康診査事業 435,353,249 448,227 452,916 

産後ケア事業 5,667,680 16,096 15,482 

幼児むし歯予防対策事業 1,158,880 1,196 - 

こどもの食とお口の健康づくり事業 - - 1,621 

地域母子保健事業 776,248 1,039 624 

特定不妊治療助成事業 200,756 - - 

新生児聴覚検査事業 9,389,304 10,290 9,303 

子育て世代包括支援センター運営事業 39,519,404 54,539 - 

妊婦・子育て相談ステーションすくすく運営事業 - - 52,689 

妊婦歯科健康診査事業 7,077,671 7,714 7,377 

不育症検査助成事業 521,084 - - 

不育症検査・治療助成事業 - 3,002 3,002 

出産・子育て応援事業 498,603,922 399,367 - 

妊婦のための支援給付事業 - - 390,530 

小 計 1,028,368,861 974,876 966,616 

保
健
事
業
対
策
費 

保健事業管理関係経費 31,555,393 45,432 42,170 

地域保健活動団体育成事業 12,285,294 13,620 14,904 

健康増進事業 759,296,431 750,210 839,266 

女性の健康づくり推進事業 10,787,378 11,094 12,037 

職員給与費 594,292,423 627,180 658,957 

お口の健康アップ事業 8,267,133 9,054 9,053 

国民健康・栄養調査事業 580,362 3,359 1,856 

栄養指導推進事業 417,783 620 559 

健康づくり事業 23,540,301 24,448 25,520 

「健康くらしき２１」推進事業 2,874,657 - - 

健康増進・食育推進計画推進事業 - 1,446 243 

栄養管理指導事業 43,666 71 33 

食育推進事業 1,356,043 1,473 1,414 

健康診査受診率向上推進事業 5,031,072 5,671 5,942 

「運動で健康づくり」推進事業 369,715 643 541 

みんなでつくろう！元気な倉敷ヘルスアップ事業 250,224 - - 

みんなでつくる！元気なくらしき事業 - 337 320 

くらしき健康応援事業 1,601,774 819 484 

くらしき健康ポイント事業 5,419,460 17,187 2,262 

受動喫煙対策事業 4,193 80 86 

がん患者のウィッグ等購入費助成事業 - 5,586 5,528 

保健行政職員能力開発事業 - 118 93 

小 計 1,457,973,302 1,518,448 1,621,268 

計 7,738,416,355 7,380,073 6,471,085 

歳出計 7,738,416,355 7,380,073 6,471,085 
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４ 令和６年度 組織目標 

(1) 保健所全体 組織目標 

・重層的支援体制整備事業への移行に向けて、新たな仕組みづくりに取り組む。 

・妊娠期からの切れ目ない支援を行い、安全・安心な出産、子育てができる環境づくりに努める。 

・健康寿命の延伸を図りつつ、高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らしていけるよう取り組む。 

・科学的根拠に基づいた健康危機管理体制の強化を図るとともに、市民の健康づくりを推進する。 

 

(2) 保健課・健康づくり課 重点目標 

  

 中長期目標 令和６年度の到達目標 

①健康危機管理体制の

強化 

災害、感染症など健康危機対応

の経験を活かし、今後起こる災害

や新たな感染症への対応、複合

的に発生した場合への対応がで

きる体制を構築する。 

（期間：2021～2030 年度まで） 

・健康危機（自然災害・感染症）に備え、地域住

民の自助力・互助力の向上につながる取り組

みができる。 

・健康危機（自然災害・感染症）に備え、保健所

体制・保健推進室体制を整備するとともに、庁

内外の関係機関等との連携体制の構築がは

かれる。 

②誰もが身近で気軽に

健康づくりに取り組める

環境づくり 

健康寿命の延伸に向けて、胎児

期から高齢期に至る健康づくり

や、自然に健康になれる環境づく

りに他部署との連携を図りながら

取り組む。 

（期間：2024～2035 年度まで） 

・自然に健康になれる環境づくりに取り組み、健

康無関心層を含め幅広い世代を対象とした予

防・健康づくりを推進することができる。 

・生活習慣病発症予防・重症化予防、生活習慣

病以外（やせ・フレイル等）の予防やこころの不

調への対処法について、健康教育の充実（啓

発内容・回数等）を図ることができる。 

・健康診査受診率の向上 

国保特定健診受診率目標 31.5％ 

国保特定保健指導実施率目標 14％ 

③安心して出産・子育て

できる環境整備 

妊娠期から子育て期における不

安や悩みの軽減を図るための情

報提供や、相談体制を充実し、

切れ目のない子育て支援環境を

整える。 

（期間：2021～2025 年度まで） 

・妊産婦や子育て世代のニーズに応じた情報

提供や、関係機関との連携の下、妊娠期から

ワンストップかつ切れ目のない支援を行うこと

ができる。 

④支えあいの地域づくり 

 

地域の中に理解者を増やし、支

援を必要とする人誰もが、その人

らしく生活できる地域づくりをすす

める。地域組織と健康づくりや地

域づくりを協働で進めるために、

組織育成・組織支援のあり方を検

討していく。 

（期間：2016～2025 年度まで） 

・誰もが住みやすい地域にするために、支援を

必要とする人への理解者を増やすことができ

る。 

・地域づくりのために、地区組織・団体の活動は

どうあるべきかについての方針を明らかにす

る。 
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(3) 生活衛生課 重点目標 

 中長期目標 令和６年度の到達目標 

①生活衛生対策 旅館業、興行場、公衆浴場、理容所、美

容所などの生活衛生営業施設等につい

て、公衆衛生の向上に努める。 

・関係法令に基づき、許可、届出の受

理及び監視指導を行う。 

②薬事関係対策 安全な医薬品等の提供と適正な使用を

図るとともに、毒物及び劇物に起因する

保健衛生上の危害を防止する。 

・薬局、医薬品販売業者及び医療機

器販売業者等に対し、監視指導を行

う。また、毒物劇物販売業及び毒物劇

物業務上取扱者等に対し、監視指導

を行う。 

③食品衛生対策 食中毒や法令違反等の食品衛生上の危

害の発生を未然に防止し、市民の食の安

全を確保する。 

・倉敷市食品衛生監視指導計画に基

づき、監視・指導を行う。 

④動物の適正飼育の推進 犬の登録・狂犬病予防注射の啓発を行う

とともに、野犬の捕獲を行う。また犬猫の

適正な飼育の推進及び動物取扱業の監

視を行う。 

・収容した犬猫の返還・譲渡を推進す

る。また、立入計画に基づき第一種動

物取扱業施設の監視・指導を行う。 

 

(4) 衛生検査課 重点目標 

 中長期目標 令和６年度の到達目標 

食品等の検査 

 

 

市民の「食」や「身近な生活衛生」の安全

を確保するために、迅速で正確な検査体

制を整備する。 

・食品衛生検査や食中毒・感染症に

伴う検査を行う。検査体制の維持・強

化のため、検査技術等を確実に継承

するとともに、新たな技術等の習得を

行う。イベント等を通じて食品の検査

や安全性に関する啓発活動を行う。 

 中長期目標 令和６年度の到達目標 

⑤個別支援からの体制整

備 

支援が必要とされる人が、取りこぼされず、

地域で安心・安全に生活できるよう、関係

機関と連携し、個別支援を通じた支援体制

整備を行う。 

（期間：2016～2025 年度まで） 

・個別支援から地域課題を明らかに

し、支援体制整備を行う。 
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第二 人口動態 

「１人口動態総覧」「２出生」「３死亡」は、厚生労働省の人口動態統計調査の調査票情報及び独自集計による。 

諸率の算出基礎となる人口は、全国・岡山県については、総務省統計局 10 月１日現在推計人口を使用。倉敷市

については、９月 30 日現在住民基本台帳の日本人人口を使用。 

１ 人口動態総覧 

       

        区 分 

 

 

年次    地区 

出 生 死 亡 乳児死亡 
新生児 

死  亡 

周産期 

死  亡 
死 産 婚 姻 離 婚 

件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 

率 

(人口千対) 

率 

(人口千対) 

率 

（出生千対） 

率 

（出生千対） 

率 

（出産千対） 

率 

（出産千対） 

率 

(人口千対) 

率 

(人口千対) 

元 

倉敷市 
3,941 4,816 9 5 15 90 2,448 853 

8.3 10.1 2.3 1.3 3.8 22.3 5.1 1.79 

岡山県 
13,695 21,944 29 10 40 286 8,734 3,064 

7.3 11.8 2.1 0.7 2.9 20.5 4.7 1.64 

2 

倉敷市 
3,846 4,807 7 4 12 83 2,261 846 

8.1 10.1 1.8 1.0 3.1 21.1 4.8 1.78 

岡山県 
13,521 21,788 20 8 33 267 7,852 2,986 

7.3 11.7 1.5 0.6 2.4 19.4 4.2 1.61 

3 

倉敷市 
3,815 4,966 8 4 8 71 2,109 750 

8.1 10.5 2.1 1.0 2.1 18.3 4.5 1.58 

岡山県 
13,107 22,857 20 9 38 251 7,399 2,781 

7.1 12.4 1.5 0.7 2.9 18.8 4.0 1.51 

4 

倉敷市 
3,580 5,388 3 1 14 64 2,189 779 

7.6 11.4 0.8 0.3 3.9 17.6 4.6 1.65 

岡山県 
12,371 24,901 16 8 44 239 7,399 2,787 

6.8 13.6 1.3 0.6 3.5 19.0 4.0 1.52 

5 

倉敷市 
3,318 5,712 4 2 8 60 1,986 744 

7.1 12.2 1.2 0.6 2.4 17.8 4.2 1.59 

岡山県 
11,575 25,281 12 6 40 222 6,781 2,750 

6.4 13.9 1.0 0.5 3.4 18.8 3.7 1.52 

全 国 
727,288 1,576,016 1,326 600 2,404 15,534 474,741 183,814 

6.0 13.0 1.8 0.8 3.3 20.9 3.9 1.52 

倉 敷 
1,798 2,392 

 

 

 

 

 

 

7.9 10.4 

児 島 
288 996 

4.5 15.7 

玉 島 
513 1,024 

7.3 14.6 

水 島 
634 1,031 

7.4 12.0 

真 備 
85 269 

4.2 13.4 

※ 玉島は、船穂地区を含む。 
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２ 出生 

(1) 出生時の体重別、性別出生数と平均体重 

令和５年（単位：人、㎏） 

区分 
性
別 

出生 

総数 

1,000ｇ 

未満 

1,000～ 

1,499ｇ 

1,500～ 

1,999ｇ 

2,000～ 

2,499ｇ 

2,500～ 

2,999ｇ 

3,000～ 

3,499ｇ 

3,500～ 

3,999ｇ 

4,000～ 

4,499ｇ 

4,500ｇ 

以上 
不
詳 

平均 

体重 

倉
敷
市 

男 1,750 7 5 24 124 617 756 207 9 1 - 3.03 

女 1,568 4 7 26 126 661 620 113 11 - - 2.96 

計 3,318 11 12 50 250 1,278 1,376 320 20 1 - 3.00 

岡
山
県 

男 5,950 11 26 76 369 2,036 2,625 744 60 3 - 3.06 

女 5,625 14 24 80 425 2,329 2,276 440 34 2 1 2.97 

計 11,575 25 50 156 794 4,365 4,901 1,184 94 5 1 3.02 

 

(2) 母の年齢階級別出生数 

令和５年（単位：人） 

区 分 総 数 ～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上 

倉敷市 3,318 34 347 1,048 1,096 617 168 8 

岡山県 11,575 81 1,022 3,480 4,046 2,314 611 21 

 

(3) 年次合計特殊出生率 

年次 

区分 
30 元 2 3 4 5 

倉敷市 1.59 1.56 1.54 1.55 1.48 1.38 

岡山県 1.53 1.47 1.48 1.45 1.39 1.32 

全 国 1.42 1.36 1.33 1.30 1.26 1.20 

 

 

1.15

1.20

1.25

1.30

1.35

1.40

1.45

1.50

1.55

1.60

1.65

H30 R1 R2 R3 R4 R5

倉敷市

岡山県

全国
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３ 死亡 

(1) 死因順位 

（単位：人、率：人口 10万対） 

年次 

 

順位 

3 4 5 

倉敷市 倉敷市 （死因順位は倉敷市） 

死因 死亡数 死亡率 死因 死亡数 死亡率 死因 地区 死亡数 死亡率 

1 位 悪性新生物 1,307 276.0 悪性新生物 1,294 274.4 悪性新生物 

倉敷市 1,336 285.1 

岡山県 5,686 313.5 

全  国 382,504 315.6 

2 位 

心疾患 

（高血圧性 

除く） 

768 162.2 

心疾患 

（高血圧性 

除く） 

911 193.2 

心疾患 

（高血圧性 

除く） 

倉敷市 940 200.6 

岡山県 3,835 211.4 

全  国 231,148 190.7 

3 位 老 衰 446 94.2 老 衰 450 95.4 老 衰 

倉敷市 566 120.8 

岡山県 2,984 164.5 

全  国 189,919 156.7 

4 位 脳血管疾患 327 69.1 脳血管疾患 344 72.9 肺炎 

倉敷市 341 72.8 

岡山県 1,358 74.9 

全  国 75,753 62.5 

5 位 肺炎 287 60.6 肺炎 291 61.7 脳血管疾患 

倉敷市 297 63.4 

岡山県 1,471 81.1 

全  国 104,533 86.3 

6 位 誤嚥性肺炎 166 35.1 誤嚥性肺炎 209 44.3 誤嚥性肺炎 

倉敷市 264 56.3 

岡山県 1,114 61.4 

全  国 60,190 49.7 

7 位 不慮の事故 145 30.6 不慮の事故 149 31.6 不慮の事故 

倉敷市 177 37.8 

岡山県 787 43.4 

全  国 44,440 36.7 

8 位 腎不全 101 21.3 腎不全 105 22.3 

 新型コロナ

ウイルス 

感染症 

倉敷市 154 32.9 

岡山県 680 37.5 

全  国 38,086 31.4 

9 位 自殺 81 17.1 
間質性 

肺疾患 
84 17.8 腎不全 

倉敷市 116 24.8 

岡山県 492 27.1 

全  国 30,208 24.9 

10 位 
間質性 

肺疾患 
75 15.8 

アルツハイ

マー病 
81 17.2 

間質性 

肺疾患 

倉敷市 87 18.6 

岡山県 376 20.7 

全  国 23,875 19.7 

※  死因名については、「死因順位に用いる分類項目」を使用している。 
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(2) 悪性新生物の主な部位別、性別死亡数 

（単位：人） 

部

位 

年次 

全数 肺 胃 肝 大腸 膵 前立腺 乳房 子宮 卵巣 

3 
倉
敷
市 

男 774 213 88 62 87 73 32 1 - - 

女 533 81 51 25 81 68     - 58 19 12 

計 1,307 294 139 87 168 141 32 59 19 12 

4 
倉
敷
市 

男 785 194 96 61 86 90 42 - - - 

女 509 70 46 26 63 73 - 57 19 13 

計 1,294 264 142 87 149 163 42 57 19 13 

5 

倉
敷
市 

男 758 202 66 60 87 64 36 - - - 

女 578 79 50 30 89 93 - 50 14 22 

計 1,336 281 116 90 176 157 36 50 14 22 

岡
山
県 

男 3,250 798 322 257 367 308 180 0 - - 

女 2,436 357 218 134 381 332 - 202 84 71 

計 5,686 1,155 540 391 748 640 180 202 84 71 

全 

国 

男 221,360  52,908  25,325  15,226  27,936  19,859  13,429  134  - - 

女 161,144  22,854  13,446  7,682  25,195  20,316  - 15,629  7,137  5,154  

計 382,504  75,762  38,771  22,908  53,131  40,175  13,429  15,763  7,137  5,154  

 

(3) 年齢調整死亡率（平成 27 年モデル人口を基準人口として使用） 

（単位：人口千対） 

年次 

  区分 

元 2 3 4 5 

倉敷市 倉敷市 倉敷市 倉敷市 倉敷市 全国 

男 13.2 12.9 13.4 13.5 14.1 14.1 

女 7.3 7.0 7.3 7.4 7.7 7.8 

 

(4) 主要死因・年齢階級別・性別死亡数 

令和５年（単位：人） 

年齢区分 

 

死因     性 

計 
0

歳 

1

歳 

2 

歳 

3 

歳 

4 

歳 

0～ 

9歳 

10～ 

19歳 

20～ 

29歳 

30～ 

39歳 

40～ 

49歳 

50～ 

59歳 

60～ 

69歳 

70～ 

79歳 

80～ 

89歳 

90～ 

99歳 

100歳 

以上 

総 数 

総数 5,712 4 - - 1 1 9 14 16 30 61 150 327 1,136 2,121 1,687 161 

男 2,934 2 - - - - 4 9 14 19 38 102 231 748 1,165 585 19 

女 2,778 2 - - 1 1 5 5 2 11 23 48 96 388 956 1,102 142 

結 核 

総数 3 - - - - - - - - - - - - - 2 1 - 

男 1 - - - - - - - - - - - - - -   1 - 

女 2 - - - - - - - - - - - - - 2   - - 

悪   性 

新 生 物 

総数 1,336 - - - - - 2 4 - 5 15 57 164 423 474 186 6 

男 758 - - - - - 1 2 -  2 5 30 103 272 264 78 1 

女 578 - - - - - 1 2 - 3 10 27 61 151 210 108 5 
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年齢区分 

 

死因    性 

計 
0 

歳 

1 

歳 

2 

歳 

3 

歳 

4 

歳 

0～ 

9歳 

10～ 

19歳 

20～ 

29歳 

30～ 

39歳 

40～ 

49歳 

50～ 

59歳 

60～ 

69歳 

70～ 

79歳 

80～ 

89歳 

90～ 

99歳 

100歳 

以上 

糖 尿 病 

総数 42 - - - - - - - 1 - - 2 1 10 21 7 - 

男 16 - - - - - - - 1 - - 1 1 5 7 1 - 

女 26 - - - - - - - - - - 1 - 5 14 6 - 

高 血 圧

性 疾 患 

総数 19 - - - - - - - - - - - 1 2 7 5 4 

男 8 - - - - - - - - - - - 1 2 3 1 1 

女 11 - - - - - - - - - - - - - 4 4 3 

心 疾 患 

（高血圧 

性除く ） 

総数 940 - - - - - - 1 1 2 8 19 33 161 364 319 32 

男 416 - - - - - - - 1 - 5 14 27 103 178 82 6 

女 524 - - - - - - 1 - 2 3 5 6 58 186 237 26 

脳 血 管 

疾 患 

総数 297 - - - - - - 1 - 3 6 10 10 54 121 83 9 

男 148 - - - - - - - - 3 5 6 8 31 67 26 2 

女 149 - - - - - - 1 - - 1 4 2 23 54 57 7 

大 動 脈 

瘤 及 び 

解 離 

総数 67 - - - - - - - - - 1 1 6 22 20 17 - 

男 41 - - - - - - - - - 1 1 5 13 13 8 - 

女 26 - - - - - - - - - - - 1 9 7 9 - 

肺 炎 

総数 341 - - - - - - - - - - - 8 57 142 123 11 

男 208 - - - - - - - - - - - 7 46 91 63 1 

女 133 - - - - - - - - - - - 1 11 51 60 10 

慢 性 

閉 塞 性 

肺 疾 患 

総数 76 - - - - - - - - - - - 2 19 38 16 1 

男 68 - - - - - - - - - - - 2 16 36 13 1 

女 8 - - - - - - - - - - - - 3 2 3 - 

喘 息 

総数 7 - - - - - - - - - - - - - 2 5 - 

男 3 - - - - - - - - - - - - - - 3 - 

女 4 - - - - - - - - - - - - - 2 2 - 

肝 疾 患 

総数 65 - - - - - - - - - 2 9 8 19 16 11 - 

男 36 - - - - - - - - - 2 7 5 12 7 3 - 

女 29 - - - - - - - - - - 2 3 7 9 8 - 

腎 不 全 

総数 116 - - - - - - - - - - 1 3 23 42 46 1 

男 63 - - - - - - - - - - 1 2 15 29 15 1 

女 53 - - - - - - - - - - - 1 8 13 31 - 

老 衰 

総数 566 - - - - - - - - - - - 1 15 134 351 65 

男 163 - - - - - - - - - - - 1 10 53 94 5 

女 403 - - - - - - - - - - - - 5 81 257 60 

不 慮 の  

事  故 

総数 177 - 1 - - - 1 1 1 4 3 3 10 37 71 40 6 

男 107 - 1 - - - 1 1 1 3 3 2 9 24 46 17 - 

女 70 - - - - - - - - 1 - 1 1 13 25 23 6 

（再掲） 

交 通 

事 故 

総数 19 - 1 - - - 1 1 - 2 2 2 4 4 3 - - 

男 16 - 1 - - - 1 1 - 2 2 2 3 3 2 - - 

女 3 - - - - - - - - - - - 1 1 1 - - 

自 殺 

総数 60 - - - - - - 4 11 3 10 13 4 8 6 1 - 

男 50 - - - - - - 4 9 3 7 11 3 7 5 1 - 

女 10 - - - - - - - 2 - 3 2 1 1 1 - - 
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(5) 乳児・新生児・周産期死亡数及び死産数 

（単位：人） 

年 次 

  区 分 

3 4 5 

倉敷市 倉敷市 倉敷市 岡山県 全 国 

乳  児 

死亡数 

総 数 8 3 4 12 1,326 

男 3 1 2 4 696 

女 5 2 2 8 630 

新生児 

死亡数 

総 数 4 1 2 6 600 

男 1 - - 1 321 

女 3 1 2 5 279 

周産期 

死亡数 

総 数 8 14 8 40 2,404 

22週以後死産 6 13 6 34 1,943 

早期新生児死亡 2 1 2 6 461 

死産数 

総 数 71 64 60 222 15,534 

自 然 死 産 40 45 20 102 7,152 

人 工 死 産 31 19 40 120 8,382 
 

(6) 乳児死因別・死亡数 

令和５年（単位：人） 

死因分類コード 分   類   名 
死亡数 

男 女 計 

Ba23 周産期に発生した病態 - 1 1 

Ba35 先天奇形、変形及び染色体異常 1 1 2 

Ba56 その他の外因 1 - 1 

乳児死亡総数 2 2 4 
 

(7) 死亡場所別死亡数 

令和５年（単位：人） 

地区 
区分 

総数 倉敷 児島 玉島 水島 真備 

病院 3,806 1,517 683 679 745 182 

診療所 161 80 20 33 25 3 

介護老人保健施設 319 128 53 89 39 10 

助産所     -     -   -   -   -   - 

老人ホーム 419 218 82 48 43 28 

自宅 926 414 143 162 164 43 

その他 81 35 15 13 15 3 

死亡総数 5,712 2,392 996 1,024 1,031 269 

※ 自宅については、グループホーム、サービス付き高齢者向け住宅を含む。 

玉島には、船穂地区を含む。
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第三  健康づくり対策 

１ 倉敷市健康増進計画・食育推進計画「くらしき健幸プラン」の推進 

（根拠法令 健康増進法第８条・食育基本法） 

＜事業概要＞ 

健康寿命の延伸を基本目標に掲げ、第二次健康増進計画「健康くらしき２１・Ⅱ」（ 計画期間：平成 23 年

度～令和５年度）を策定し、関連団体とともに様々な健康づくりの取り組みを推進し、また、「第二次倉敷市食

育推進計画」（計画期間：平成 23年度～令和５年度）においても、関連団体とともに様々な取り組みを通して

食育を推進してきた。両計画ともに、中間評価以降は特に糖尿病や高血圧症の予防に重点を置いて取り組

んできた。 

令和５年度には両計画ともに最終評価を行い、国や県の計画を勘案するとともに、健康増進計画と食育

推進計画が相互に連携し、実効性をより強化した施策展開を図るため、令和６年３月に両計画を一体化した

倉敷市健康増進計画・食育推進計画 「くらしき健幸プラン」を策定した。前計画に引き続き、倉敷市の健康

課題である糖尿病・高血圧症予防等、健康づくり・食育推進に向け、特に重要と考えられる「健康管理」「運

動」「休養」「たばこ」「飲酒」「歯・口」「食育」の７分野において一人ひとりの健康づくりを行うとともに、それを

支える「地域の環境づくり」を進め、あらゆる世代の切れ目ない健康づくりを推進する。 

＜実施内容＞ 

・「くらしき健幸プラン」推進のための会議を開催 

倉敷市健康増進計画・食育推進計画審議会(年１回) 

庁内検討会(年１回)  

ワーキンググループ会議(年４回) 

・各地区推進会議の取り組みをサポート 

倉敷地区「健康づくりの輪を広げよう会」(年７回) 

児島地区「児島の健康づくりを考える会」(年８回) 

玉島地区「みんなでつくろう元気な玉島」(年４回) 

水島地区「ひろめ隊」(年４回) 

真備地区「まびを健幸にしよう会」(年３回) 

・全体会～市民と一緒に考える会～を開催(年１回)  

・くらしき健康応援事業による健康実践へのきっかけづくり 

くらしき健康応援団講座（35回、832人） 

測定体験の実施（100 回、10,916 人） 

くらしき健康ポイント事業 

 事業の見直しを行い、新たな健康ポイントアプリの運用を開始（登録人数 5,426 人） 

・産学官連携事業くらしき健康プロジェクト「イオン de くら★けん」（年７回 6,552 人） 

・食育推進計画の推進（若い世代・男性を対象にした取り組みの強化） 

こどものための食育フェア（参加人数 延べ 6,828 人） 

男性・親子料理教室 等 

・生活習慣病、特に糖尿病・高血圧症予防対策の強化 

自然に健康になれる食環境づくり「くらしき３ベジプロジェクト」の推進 

倉敷市食育栄養まつり（３会場実施） 

栄養教室伝達講習会 等 

・食品の安全性についての情報提供の充実 
食品の検査及び食の安全・安心の啓発 
食品衛生講習会 等 

・啓発の充実 

災害への備えとして、備蓄食品の活用方法、日頃からのバランスよい食事を摂ることの重要性を啓発 

食育ポータル 等 
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２ 母子保健対策 

 

(1) 子育て世代包括支援センター運営事業 
（根拠法令 母子保健法 第 22条） 

＜事業概要＞ 

平成 29 年７月より子育て世代包括支援センターとして「妊婦・子育て相談ステーションすくすく」を市内５か

所に設置・運営し、母子保健事業及び社会資源の活用や相談支援体制の強化等を行い、妊娠期から子育て

期までの切れ目ない支援体制の充実を図る。令和６年３月より母子手帳アプリ（くらしき子育てアプリ）の提供を

開始した。 

＜実施時期＞ 

平成 29年７月より実施 

① 「妊婦・子育て相談ステーションすくすく」 

＜事業概要＞ 

倉敷、児島、玉島、水島、真備の各保健推進室内に設置した「妊婦・子育て相談ステーションすくすく」にお

いて、保健師や助産師などの資格を持つ専任の相談員「すくすく相談員」12 名を配置し、妊娠期から子育て

期までの相談や母子保健事業等のサービス利用の相談に対応する。 

＜相談支援実施状況＞                                （単位：件） 

 区分 
年度 相談室利用 

相談専用 
ダイヤル利用 

来所相談 

4 4,583 1,917 2,649 

5 5,129 1,982 2,745 

6 5,878 2,204 2,827 

 

② 従事者・関係者研修等 

＜事業概要＞ 

各保健推進室職員及びすくすく相談員、子育て支援関係機関職員等に対し、母子保健に関する研修や連

携会議を行い、個々の対応力の向上を目指すとともに、各組織間の連携強化を行う。 

＜研修・連携会議等実施状況＞ 

研修・会議名 対  象  者 回  数 参加者数 

子育て世代包括支援センター関係者研修会 保健師、助産師等 1 回 37 人 

すくすく相談員研修会 すくすく相談員、保健師等 1 回 26 人 

すくすく相談員連絡会議 すくすく相談員、保健師等 8 回 154 人 

 

(2) 出産・子育て応援事業 
（根拠 伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱 令和４年 12 月 26 日付け

子発第 1226 第１号厚生労働省子ども家庭局長通知別紙、倉敷市出産・子育て応援給付金支給事業実

施要綱 令和５年倉敷市告示第 126号） 

＜事業概要＞ 

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で

相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図るとともに、経済的支援

を一体的に実施する。 

＜実施時期＞ 

令和５年２月８日より実施 

＜負担割合＞ 

伴走型相談支援      国2/3 県1/6 市1/6（令和５年４月～９月） 

国1/2 県1/4 市1/4（令和５年10月～令和７年３月） 

出産・子育て応援給付金 国2/3 県1/6 市1/6 
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① 伴走型相談支援 

＜事業概要＞ 

市保健所及び児島、玉島、水島、真備の各保健推進室内にある「妊婦・子育て相談ステーションすくすく」に

て、妊娠の届出時から妊婦・子育て世帯に寄り添い、身近で相談に応じ、関係機関とも情報共有しながら必要

な支援につなげる。妊娠届出時の面談、妊娠７～８か月アンケートの実施及び希望者への面談、産後の面談

等を実施する。 

＜対象者＞ 

妊婦及び乳幼児を養育する子育て世帯 

＜事業実績＞ 

市内の全妊婦 妊娠７～８か月アンケートを通知  3,178 人 

② 出産・子育て応援給付金 

＜事業概要＞ 

経済的支援として、妊娠期に出産応援給付金、出産後に子育て応援給付金を給付する。 

＜対象者＞ 

・出産応援給付金：妊娠の届出をし、面談を受けた妊婦 

※「令和４年４月１日以降、事業開始日より前に出生した子どもの母」及び「令和４年４月１日以降、事業

開始日より前に妊娠の届出をした妊婦」についても、遡及分として対象とする。 

・子育て応援給付金：出生した子どもの養育者で面談を受けた者 

※「令和４年４月１日以降、事業開始日より前に出生した子ども」についても、遡及分として対象とする。 

＜給付実績＞                                               （単位：件、円） 

 

 

 

 

 

 

  

年 度 
出産応援給付金 子育て応援給付金 

件数 支給額 件数 支給額 

5 
遡及対象分 2,298 114,900,000 299 14,950,000 

事業開始後分 3,659 182,950,000 3,164 158,200,000 

6 3,433 171,650,000 3,316 165,800,000 
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(3) おやこ健康手帳の交付 

（根拠法令 母子保健法 第16条） 

＜事業概要＞ 

妊娠したものを早期把握することにより、妊娠中の健康管理、育児等についての不安の除去、母子保健制

度等の周知を行う。 

＜対象者＞ 

妊娠の届出をした妊婦（ただし、妊娠中交付を受けていない場合は出産後においても交付） 

＜妊娠届出状況及び手帳交付数＞                                       （単位：人） 

区分 

年度 

妊 娠 

届出数 

届 出 時 の 妊 娠 週 数 若･高年妊婦 手 帳 

交付数 ～11 12～21 22～27 28～ 不明 ～19歳 35歳～ 

4 3,494 3,345 138 7 4 - 29 845 

3,584 

（多胎 36） 

（再   52） 

（出産後2） 

5 3,467 3,336 111 15 5 - 37 820 

3,557 

（多胎 47） 

（再   41） 

（出産後2） 

6 3,287 3,178 97 6 6 - 38 810 

3,373 

（多胎 42） 

（再   41） 

（出産後3） 

内
訳 

倉 敷 1,836 1,783 50 2 1 - 21 460 1,877 

児 島 280 263 15 1 1 - 4 66 288 

玉 島 438 422 13 1 2  - 1 122 444 

水 島 634 616 14 2 2 - 11 138 649 

真 備 99 94 5 - -  - 1 24 115 

 

(4) 健康相談事業 

① 妊婦相談 

（根拠法令 母子保健法 第９条） 

＜事業概要＞ 

おやこ健康手帳交付時等に妊娠・出産・育児についての相談指導を行い、かつ母子保健サービスの情報

提供を行う。 

＜対象者＞ 

妊娠の届出をした妊婦 

＜実施状況＞                             （単位：人） 

年度 妊娠届出数 相談人数 

4 3,494 3,494 

5 3,467 3,467 

6 

 

3,287 3,287 
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② 育児相談 

(根拠法令 母子保健法 第９条、第 10条) 

＜事業概要＞ 

乳幼児の身体的・精神的発達を促し、母親の育児に対する不安、悩みの解消に努める。 

＜対象者＞ 

乳幼児 

＜実施状況＞             （単位：人） 

年度 相談人数 

4 7,644 

5 7,093 

6 8,088 

 

(5) 健康診査事業 

① 妊婦・乳児一般健康診査（医療機関委託事業） 

(根拠 母子保健法 第13条、倉敷市妊婦乳児一般健康診査事業実施要綱 平成25年倉敷市告示第222号） 

＜事業概要＞ 

妊婦及び乳児の健康診査の一層の徹底を図るため、妊婦一般健康診査、及び乳児一般健康診査につい

て医療機関に委託し保健管理の向上を図る。対象者１人につき妊婦14回（多胎妊婦加算５回）、乳児３回の健

康診査等の受診票を発行する。 

＜対象者＞ 

妊婦及び乳児 

＜負担割合＞ 

国1/2 市1/2（多胎妊婦加算分のみ） 

＜妊婦一般健康診査結果＞                                             （単位：人） 

区

分 

 

 

 

年

度 

妊 婦 一 般 健 康 診 査 検査所見（要精密・要医療・経過観察）の内訳 

実

人

数 

延 

べ 

人 

数 
結 果 内 訳 妊

娠
高
血
圧
症
候
群 

貧

血 

切
迫
流
産
・早
産 

糖
尿
病
（尿
糖
含
む
） 

膣
炎
・
感
染
症 

胎

児

の
異

常 

胎

位

の
異

常 

そ

の

他 

計 

異
常
な
し 

要

精

密 

要

医

療 

経
過
観
察 

4 3,499 41,542 39,877 90 1,235 340 13 920 265 144 33 27 52 211 1,665 

5 3,379(-) 39,496(-) 37,714 67 1,422 293 24 1,009 325 131 34 12 42 205 1,782 

6 3,251(-) 37,842(-) 36,277 72 1,229 264 23 957 236 116 12 24 26 171 1,565 

※  令和５年度より多胎妊婦加算開始。（ ）はうち多胎妊婦用受診票を利用した人数。 
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＜乳児一般健康診査結果＞                                             （単位：人） 

区

分 

 

 

 

年

度 

乳児一般健康診査 検査所見（要精密・要医療･経過観察）の内訳 

実

人

数 

延

べ

人

数 

結 果 内 訳 発
育

不
良
・
遅

延 

皮

膚

疾

患 

循

環

器

疾

患 

呼

吸

器

疾

患 

消

化

器

疾

患 

眼

の

異

常 

耳
鼻
咽
頭
の
異
常 

腎
・
泌
尿
器
・
性
器
の
異
常 

骨
・筋
肉
・神
経
の
異
常 

小

児

特

定

疾

患 

染

色

体

異

常 

整

形

外

科

疾

患 

精
神
発
達
の
お
く
れ 

そ

の

他 

計 

異

常

な

し 

要

精

密 

要

医

療 

経

過

観

察 

4 3,581 10,446 10,131 61 254 - 63 80 33 23 10 6 4 20 6 - 6 14 - 50 315 

5 3,200 9,583 9,230 68 285 - 52 93 41 25 11 5 4 35 8 - 7 22 2 48 353 

6 3,165 9,265 8,985 57 223 - 56 73 34 16 5 7 1 27 6 - 3 17 - 35 280 

 

② 産婦健康診査（医療機関委託事業） 

(根拠 母子保健法 第 13条、倉敷市産婦健康診査事業実施要綱 平成 31年倉敷市告示第 173号） 

＜事業概要＞ 

産後間もない時期の心身の不調や育児不安などを早期に把握し支援につなげるため、産婦健診を医療機

関に委託し、産後うつ状態の早期発見及び新生児への虐待防止等を図る。対象者１人につき２回の健康診査

等の受診票を発行する。 

＜対象者＞ 

産後８週間以内の産婦 

＜実施時期＞ 

令和元年度より実施 

＜負担割合＞ 

国 1/2 市 1/2 

＜産婦一般健康診査結果＞                （単位：人） 

区
分          

年
度 

産婦 一 般 健 康 診 査 ※EPDS 

実

人

数 

延
べ
人
数 

結 果 内 訳 点数 

異
常
な
し 

要

精

密 

要

医

療 

経
過
観
察 

八
点
以
下 

九
点
以
上 

4 3,448 6,534 6,170 6 14 344 5,928 600 

5 3,263 6,190 5,711 1 14 464 5,634 549 

6 3,178 6,141 5,759 1 12 369 5,558 583 

※ EPDS（エジンバラ産後うつ自己評価票）とは、産後うつ病を早期に発見するために考案された、10 項目から

なる自己記入式の質問票である。10 項目の点数の合計が 30 点中９点以上の場合には、「うつの可能性が

高い」と判断される。 

産婦健康診査によってEPDSの結果を含め、総合的に支援が必要と判断された場合、医療機関からの連絡

により、母親に対し保健師が電話相談や家庭訪問などによる支援を行っている。 

 

③ １歳６か月児健康診査 

(根拠法令 母子保健法 第 12 条) 

＜事業概要＞ 

疾病及び異常、育児上の問題等を早期に発見し、治療や改善を促すとともに、生活習慣の自立、むし歯の

予防、幼児の栄養、その他育児に関する指導を行い、もって幼児の健康の保持及び増進を図る。 

＜対象者＞ 

１歳６か月児 

＜内  容＞ 

身体発育（体重、身長等）及び栄養状況・内科診察・歯科診察・保健指導・栄養指導・歯科指導・心理相談
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（一部）・精密健康診査（医療機関委託） 

平成13年８月から１歳６か月児健診時に医療給付課のアレルギー健診を併せて行っている。 

＜実施回数＞ 

倉敷地区 毎月２回、児島・玉島・水島地区は毎月各１回実施、真備地区は3か月おきに実施 

＜診査結果＞                                                      （単位：人） 

※  幼児健康診査のうち、受診児数の内訳は地区会場別の受診状況であるため、受診率は参考値として参照す

ること。 

（単位：人） 

 

 

区分 

 

 

年度 

診査所見（経過観察・要精健・要治療の内訳） 

耳

の

異

常 

鼻
咽
喉
の
異
常 

眼

の

異

常 

皮

膚

疾

患 

呼

吸

器

疾

患 

四

肢

の

異

常 

心

臓

疾

患 

精
神
発
達
の
遅
れ 

言
語
発
達
の
遅
れ 

運
動
発
達
の
遅
れ 

け

い

れ

ん 

そ

の

他 

4 8 6 18 207 28 13 23 30 258 27 7 301 

5 8 4 22 200 38 5 28 23 196 27 6 355 

6 4 2 20 

 

148 

 

44 10 24 31 219 30 5 313 

 

＜アレルギー健診結果＞                                             （単位：人） 

    区分 

 

 

年度 

受

診

児

数

Ｂ 

素

因

児

数

Ｃ 

素
因
児
率
Ｃ
／
Ｂ
（％
） 

素 因 児 数 内 訳 

健

常

児

数 

要
指
導
児
数 

要
経
観
児
数 

要
精
健
児
数 

要
治
療
児
数 

治
療
中
児
数 

4 3,686 2,792 75.7 2,382 102 59 1 6 242 

5 3,608 2,893 80.2 2,409 120 119 - 9 236 

6 3,343 2,667 79.8 2,264 102 70 1 9 221 

  

 

      区分 

 

年度 

対

象

児

数

Ａ 

受

診

児

数

Ｂ 

受
診
率
Ｂ
／
Ａ 

（
％
） 

発育値（体重） 指 導 区 分 

10
％
以
下 

11
～
89
％ 

90
％
以
上 

正

常 
経
過
観
察 

要

精

健 

要

治

療 

4 3,767 3,679 97.7 368 2,996 314 2,866 479 71 263 

5 3,683 3,604 97.9 401 2,916 286 2,829 428 108 239 

6 3,415 3,336 97.7 356 2,717 261 2,609 429 108 190 

内 
 

訳 

倉  敷 1,688 1,728 102.4 193 1,414 120 1,310 222 81 115 

児  島 464 401 86.4 36 333 32 350 46 2 3 

玉  島 502 483 96.2 61 382 40 325 88 11 59 

水  島 647 625 96.6 55 508 61 528 72 13 12 

真  備 114 99 86.8 11 80 8 96 1 1 1 



第三 健康づくり対策 

28 

＜精密健康診査結果＞                                                  （単位：人） 

 

区分 

 

 

年度 

要

精

健

児

数

Ｅ 

精

健

票

発

行

数 

精

健

受

診

児

数

Ｆ 

精
健
受
診
率
Ｆ
／
Ｅ
（％
） 

精健結果 精健結果（経過観察・要再検・要治療）内訳 

異

常

な

し 

経
過
観
察
・
要
再
検 

要

治

療 

耳

の

異

常 

鼻
咽
喉
の
異
常 

皮

膚

疾

患 

眼

の

異

常 

呼

吸

器

疾

患 

四

肢

の
異

常 

口

腔

異

常 

心

臓

疾

患 
脳
性
小
児
麻
痺 

そ

の

他 

4 71 74 50 70.4 7 36 7 - - 5 - - 4 - - - 32 

5 108 111 95 88.0 26 67 2 - - 1 4 - 4 - 3 - 59 

6 108 112 88 81.5 30 55 3 - - 2 2 1 3 - 3 - 47 

 

④ ３歳児健康診査 

（根拠法令 母子保健法 第12条） 

＜事業概要＞ 

疾病及び異常、育児上の問題等を早期に発見し、治療や改善を促すとともに、生活習慣の自立、むし歯の

予防、幼児の栄養、その他育児に関する指導を行い、もって幼児の健康の保持及び増進を図る。 

＜対象者＞ 

３歳６か月児 

＜内  容＞ 

検尿・身体発育（体重、身長等）及び栄養状況・視聴覚検査・歯科診察・内科診察・保健指導・栄養指導・歯

科指導・心理相談（一部）・精密健康診査（医療機関委託） 

＜実施回数＞ 

倉敷地区 毎月２回、児島・玉島・水島地区は毎月各１回実施、真備地区は3か月おきに実施 

＜診査結果＞                                                     （単位：人） 

 

区分 

 

 

 

年度 

対

象

児

数

Ａ 

受

診

児

数

Ｂ 

受
診
率
Ｂ
／
Ａ
（
％
） 

発育値（体重） 指 導 区 分 尿 検 査 
視

覚

検

査 

言
語
聴
覚
検
査 

10 

％ 

以 

下 

11 

～ 

89
％ 

90 

％ 

以 

上 

正

常 

経

過

観

察 

要

精

健 

要

治

療 

検

査

人

数 

蛋

白

の
み
＋ 

潜

血

の
み
＋ 

蛋
白
・
潜
血
＋ 

4 3,795 3,609 95.1 349 2,940 315 2,574 385 284 366 3,283 5 52 2 857 489 

5 3,822 3,643 95.3 387 2,958 289 2,460 407 406 370 3,271 6 69 2 3,588 537 

6 3,729 3,557 95.4 384 2,865 299 2,419 394 426 318 3,238 4 106 3 3,561 534 

内

訳 

倉敷 1,784 1,783 99.9 193 1,423 162 1,186 190 229 178 1,630 4 50 1 1,944 260 

児島 525 415 79.0 34 343 38 316 41 41 17 383 - 11 - 415 65 

玉島 582 558 95.9 65 453 40 342 86 75 55 503 - 26 1 520 73 

水島 720 692 96.1 78 559 51 480 74 75 63 623 - 14 1 592 116 

真備 118 109 92.4 14 87 8 95 3 6 5 99 - 5 - 90 20 

※ 幼児健康診査のうち、受診児数の内訳は地区会場別の受診状況であるため、受診率は参考値として参照

すること。 

※ 屈折・斜視検査（視覚検査の検査項目の一部）について、従来は必要とする児のみを対象としていたが、令

和５年度から全受診者に実施するよう変更。 
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（単位：人） 

区分 

 

 

 

年度 

診査所見（経過観察・要精健・要治療）の内訳 

耳

の

異

常 

鼻
咽
喉
の
異
常 

眼

の

異

常 

皮

膚

疾

患 

呼

吸

器

疾

患 

四

肢

の
異

常 

心

臓

疾

患 

胸

郭

異

常 

脊

柱

異

常 

貧

血 

ヘ

ル

ニ

ア 

け

い

れ

ん 

精
神
発
達
の
遅
れ 

言
語
発
達
の
遅
れ 

運
動
発
達
の
遅
れ 

そ

の

他 

4 8 9 161 120 26 5 37 4 - - 6 6 119 209 7 519 

5 13 22 220 179 30 7 27 7 - 1 2 5 170 208 2 559 

6 18 17 214 146 30 2 37 3 - 2 - 9 143 202 1 584 

 

＜精密健康診査結果＞                                                 （単位：人） 

   

  

   区分 

 

 

年度 

要
精
健
児
数
Ｄ 

精
健
票
発
行
数 

精
健
受
診
児
数
Ｅ 

精
健
受
診
率
Ｅ
／
Ｄ
（
％
） 

精健結果 精健結果（経過観察・要再検・要治療）内訳 

異

常

な

し 

経
過
観
察
・
要
再
検 

要

治

療 

耳

の

異

常 
鼻
咽
喉
の
異
常 

皮

膚

疾

患 

眼

の

異

常 

呼

吸

器

疾

患 

四

肢

の
異

常 

口

腔

異

常 

心

臓

疾

患 

脳
性
小
児
麻
痺 

そ

の

他 

4 284 292 226 79.6 59 144 23 1 - - 93 - 3 - 1 - 134 

5 406 425 332 81.8 68 209 55 6 2 1 151 - 4 - 2 - 99 

6 426 444 333 78.2 87 195 51 3       - 1 131 - 1 1 2 - 108 
 
⑤ 先天性代謝異常等検査（医療機関委託事業） 

（根拠 岡山県先天性代謝異常等予防対策事業実施要綱） 

＜事業概要＞ 

先天性代謝異常症等は、放置すると重症心身障がいなど特に知的障がいを生じる恐れがある。 

早期に発見し、早期治療を行うことにより予防できることから血液によるマス・スクリーニング検査を実施し、

予防対策の強化を図る。 

＜対象者＞ 

新生児 

＜内  容＞ 

血液検査 

＜実施主体＞ 

県 

＜検査状況＞                                       （単位：人） 

年度 受検者数 要精密検査児数 精検受診児数 
精密検査結果 

異常なし 陽性 

4 3,468 18 17 8 9 

5 3,314 15 15 5 10 

6 3,242 19 18 6 12 
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⑥ 新生児聴覚検査事業（医療機関委託事業） 

（根拠 倉敷市新生児聴覚検査事業実施要綱 平成 20年倉敷市告示第 217 号） 

＜事業概要＞ 

新生児の聴覚障がいを早期に発見し、早い段階から療育等適切な措置を講じられるようにするため、委託

医療機関において聴覚検査を実施する。 

＜対象者＞ 

新生児 

＜内  容＞ 

乳児に対する自動聴性脳幹反応検査の費用の一部（2,840 円/１回）を２回まで現物給付する（自己負担

2,700 円）。 

＜実施時期＞ 

平成 20年度 

※ 岡山県事業として平成 13年度から実施、平成 20年度より市町村事業として実施。 

＜検査状況＞                                                    （単位：人） 

年度 受検児数 確認検査児数 
要精密 

検査児数 

精密検査 

受診児数 

精密検査結果 

正常 一側性難聴 両側難聴 

4 3,346 61 30 21 7 7 7 

5 3,178 52 15 7 2 2 3 

6 3,072 54 22 5 1 1 3 

 

(6) 妊産婦・新生児等訪問指導事業 

（根拠法令 母子保健法 第 17条） 

＜事業概要＞ 

訪問による指導を行う必要がある妊産婦・新生児等の家庭を訪問し、妊娠・出産・育児に必要な指導を実施

し、妊産婦及び新生児の健康保持増進を図るとともに、妊娠又は出産に支障を及ぼす恐れがある疾病にか

かっている疑いのある者については、医師又は歯科医師の受診を勧奨する。 

＜対象者＞ 

妊産婦及び新生児 

＜内  容＞ 

訪問による保健指導及び相談 

＜訪問数＞                             (単位：人) 

 

 

 

 

 

(7) 未熟児養育事業 

① 低出生体重児届出、未熟児訪問指導 

（根拠法令 母子保健法 第 18条、第 19条） 

＜事業概要＞ 

未熟児を早期に把握することにより、児の養育について適切な保健指導等を実施する。 

未熟児の発育・栄養状態、環境調整等について、保健師等が適切な訪問指導を行い、健全な発育を支援

する。また、発達のフォローを行い母親の育児不安等への対応を行う。 

＜対象者＞ 

2,500ｇ未満の低出生体重児（未熟児） 

＜内  容＞ 

保健師等による訪問指導 

年  度 妊   婦 産  婦 新 生 児 

4 141 696 211 

5 139 755 325 

6 80 618 310 
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＜低体重児届出数及び訪問指導数＞                  （単位：人） 

年 出 生 数 低体重児届出数 訪問指導延べ数 

4 3,599 357 218 

5 3,355 324 191 

6 3,321 329 207 

※ 訪問指導延べ数は、年ではなく年度ごとの数であり、前年度からの継続分を含む。 

 

② 未熟児養育医療の給付 

（根拠法令 母子保健法 第 20条） 

＜事業概要＞ 

身体の発育が未熟なまま出生した未熟児に対して、養育に必要な医療の給付を行う。 

＜対象者＞ 

倉敷市に住所を有する出生体重 2,000ｇ以下又は身体発育が未熟なまま出生した乳児であって、医師が入

院養育を必要と認めた児（母子保健法第６条第６項） 

＜内  容＞ 

給付対象…医療保険各法に基づく自己負担分を公費負担する(世帯の所得に応じて一部自己負担あり）。 

給付方法…現物給付 

＜実施時期＞ 

平成 13年度より実施 

＜負担割合＞ 

国 1/2  県 1/4  市 1/4 

＜給付実績＞                                                  （単位：人） 

区分 

 

年度 

総数 

出  生  時  体  重 

1,000ｇ 

以下 

1,001～

1,500ｇ 

1,501～

1,800ｇ 

1,801～

2,000ｇ 

2,001～

2,300ｇ 

2,301～

2,500ｇ 

2,501ｇ 

以上 

4 128 11 22 14 31 16 9 25 

5 108 14 9 21 26 12 6 20 

6 86 6 14 6 25 18 2 15 

 

(8) 健康教育 

① パパママセミナー（平成 21年度～市民学習センターと共催） 

（根拠法令 母子保健法 第９条） 

＜事業概要＞ 

出産を迎える父母に、親になるための心構えや知識を伝え、父母で協力して子育てに取り組むことの重要

性について広く啓発する。 

＜対象者＞ 

初めて出産を迎える父母 

＜内  容＞ 

講話（妊娠中の生活、お産の経過とサポート方法、新生児のいる生活について）、実技指導（新生児の抱き

方、着替えさせ方等）等 

＜事業実績＞                         （単位：回、組、人） 

年度 実施回数 参加組数 参加者数 

4 10 253 420 

5 10 288 575 

6 10 301 598 

 

② 子育てはじめの一歩教室 

（根拠法令 母子保健法 第９条、第10条） 
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＜事業概要＞ 

子育てに必要な衛生情報と地域の子育て社会資源を情報提供することで、地域全体の育児力を高める。 

＜対象者＞ 

生後６か月以内の児と子育てをしている人 

＜内  容＞ 

身体計測（体重・身長）・健康教育・ふれあいタイム（育児情報の交換）・必要に応じて育児相談 

＜実施状況＞                                    （単位：回、人） 

区分 
年度 実施回数 実参加児数 延べ参加児数 1 回平均人数 

4 19 102 132 6.9 

5 48 323 369 7.7 

6 55 268 312 5.7 

 

③ 離乳食と歯の教室 

(根拠法令 母子保健法 第９条、第10条) 

＜事業概要＞ 

離乳食の必要性・与え方や口腔機能の発達を促すための普及啓発と相談を行うことにより、乳児の発育・発

達及び親の不安解消等を図る。子育て支援拠点で行うことにより、地域での子育て、仲間づくりも重視し、栄養

士と歯科衛生士が食と歯（口腔）両面から離乳食開始を支援する。 

＜対象者＞ 

５か月前後の乳児とその保護者 

＜内  容＞ 

離乳食や口腔機能等についての講話、質疑応答 

＜実施状況＞ 

・実施場所：保健所                    （単位：回、人） 

区分 
年度 

実施回数 参加者数 1 回平均数 

4 12 148 12.3 

5 12 273 22.8 

6 12 365 30.4 

 
・実施場所：子育て支援拠点              （単位：回、人） 

 

 
 

④ こどものための歯の教室 

詳細は「５ 歯科保健対策」参照 

 

(9) 事後指導 

① 乳幼児健全発達支援教室（にこにこ親子教室） 

（根拠法令 母子保健法第９条、成育医療等基本方針） 

＜事業概要＞ 

１歳６か月児健康診査の事後フォローとして、子育てに不安を有する保護者に対して、グループ活動により、

親子のふれあい、子ども同士のふれあいを大切に、親が子どもの発達にあわせた育児ができるように指導を通

して、子どもとの関わり方を学ぶことができる。 

＜対象者＞ 

１歳６か月児健康診査のフォロー児及び子育てに不安を有する保護者 

区分 
年度 

実施回数 参加者数 １回平均数 

4 12 95 7.9 
5 18 122 6.8 
6 22 170 7.7 

※ 令和３、４年度は保健所と 

各支所で離乳食教室を実施。 

※ 令和６年度より保護者２名で

の参加を可能とした。 

※ 令和３年度から、子育て支援

拠点で出張型教室を実施。 
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＜内  容＞ 

親子遊び・集団遊び・講話など 

＜事業実績＞                                               （単位：回、人） 

区分 

 
 
年度 

実施 

回数 

実 

参加 

児数 

延べ 

参加 

児数 

参 加 理 由 

保護者 

の不安 

言葉の 

遅れ 

対人 

行動 
多動 

かん 

しゃく 
食事 歯磨き その他 

4 3 14 14 3 13 2 - - 1 - - 

5 6 43 44 12 32 3 8 7 - - 3 

6 6 52 52 19 36 9 5 5 1 - 4 

※ 令和２年度から内容を見直し、各地区の教室を保健所に集約して実施。 

 

② 乳幼児発達相談指導事業 

（根拠 倉敷市乳幼児発達相談指導事業実施要領） 

＜事業概要＞ 

各種乳幼児健康診査・未熟児の訪問指導等において、経過観察が必要であると判断された乳幼児に対し、

相談及び指導・支援を実施する。 

＜対象者＞ 

・精神・運動等の発達に問題のある児、または恐れのある児とその保護者 

・育児負担感があり児童虐待予防のため、カウンセリングが必要と認められる保護者 

＜内  容＞ 

小児精神相談、すこやか親子相談(虐待予防相談) 

＜事業実績＞                                                 （単位：人） 

区 分 

年 度 
受診数 問題なし 要指導 要継続 要精検 要医療 

4 

小児精神相談 1 - - - - 1 

すこやか親子相談 2 - - 1 - 1 

計 3 - - 1 - 2 

5 

小児精神相談 1 - - - - 1 

すこやか親子相談 6 - - 3 - 3 

計 7 - - 3 - 4 

6 

小児精神相談 3 - - - - 3 

すこやか親子相談 6 - - 4 - 2 

計 9 - - 4 - 5 

(10) 産後ケア事業（助産所又は産婦人科医療機関へ委託） 

（根拠 母子保健法 第 10条、第 17条の 2、倉敷市産後ケア事業実施要綱 平成 28年倉敷市告示第５号） 

＜事業概要＞ 

助産所又は産婦人科医療機関への入所又は助産師等による訪問によって母子の心身の状態に応じた保

健指導、療育に伴う世話又は育児に対する世話・相談等を実施することにより、母子の健全育成に寄与する。 

＜対象者＞ 

出産後１年以内の産婦及び乳児又は流産・死産等の経験から 1年以内の者 

＜内  容＞ 

助産師等により次の種別により母体管理及び生活面の指導等を行い、現物給付により利用者へ費用の一

部を給付する。 

・宿泊産後ケア  利用上限７泊までの宿泊入所による産後ケア 給付額 17,000 円/１泊 

・日帰り産後ケア 利用上限５日までの日帰り入所による産後ケア 給付額 7,000 円/１日 

・訪問産後ケア  利用上限３回までの訪問による産後ケア 給付額 4,000 円/1回 

※ ただし、生活保護世帯又は市町村民税均等割額以下の世帯等に属する者は、給付額増額申請可。 



第三 健康づくり対策 

34 

＜負担割合＞ 

国 1/2 市 1/2 

＜実施時期＞ 

平成 10年度 

※ 日帰り産後ケアは平成 27年 11月、訪問産後ケアは令和６年４月 

＜事業実績＞                                                 （単位：人、泊、日） 

年度 
宿泊産後ケア 日帰り産後ケア 訪問産後ケア 

利用者数 利用延べ泊数 平均利用泊数 利用者数 利用延べ日数 平均利用日数 利用者数 利用延べ回数 平均利用回数 

4 102 262 2.6 104 161 1.5 

 

－ － － 

5 112（7） 270（19） 2.4 86（2） 135（3） 1.6 － － － 

6 227（7） 560（22） 2.5 176（7）  270（15） 1.5 108（4） 173（10） 1.6 

 
※ 令和５年度より多胎産婦への市負担加算開始。（ ）は、うち多胎産婦。 

 

(11) 医療費の助成 

① 特定不妊治療支援事業  

（根拠 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知 雇児発第 0823001 号、岡山県安心こども基金特別対策事業 

費補助金（不妊に悩む方への特定治療支援事業）交付要綱、倉敷市特定不妊治療助成金給付事業実 

施要綱 平成 22年倉敷市告示第 357 号） 

＜事業概要＞ 

不妊症のため、子どもを持つことができない夫婦に対して、治療費が高額である体外受精及び顕微授精

（以下「特定不妊治療」という。）と併せて特定不妊治療のために実施した精巣内精子生検採取法（ＴＥＳＥ）、

精巣上体内精子吸引法（ＭＥＳＡ）等精巣又は精巣上体から直接精子を採取する手術（以下「男性不妊治療」

という。）について、その治療費の一部を助成する。令和３年１月１日以降に終了した治療から、助成額及び助

成対象を拡大した。令和４年度から特定不妊治療は保険適用となったため、移行期間の経過措置としての助

成制度となった。令和５年度事業廃止。 

＜対象者＞ 

以下の条件全てを満たすもの。 

・治療開始時に法律上の婚姻をしている夫婦または生まれた子を認知する意向がある事実婚の夫婦で、申

請日現在、倉敷市内に住所のあるもの。 

・知事の指定する医療機関で、特定不妊治療（特定不妊治療のための男性不妊治療を含む）を行ったもの。 

・助成を受けようとする治療について、治療開始日の妻の年齢が 43歳未満であること。 

＜内  容＞ 

１回の治療につき治療ステージＡ、Ｂ、Ｄ、Ｅ及び男性不妊治療は 30 万円まで、治療ステージＣ、Ｆについ

ては 10万円まで助成する。 

＜助成回数＞ 

・令和３年度中に終了する治療（従来制度分） 

初めて助成を受けた時の治療について、治療開始日の妻の年齢が 40 歳未満の者については通算６回ま

で、40 歳以上の者については３回まで助成する。 

・令和４年度中に終了する治療（経過措置分） 

１回のみ助成する。（令和３年度までに上限回数に達している場合は、助成対象外） 

※ いずれも助成回数には、他自治体で助成されたものを含む。 

※ 出産または妊娠 12週以降の死産があったときは、それまでの助成回数をリセットできる。 

＜負担割合＞ 

国（県） 1/2 市 1/2 
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＜特定不妊治療給付実績＞                                          （単位：件、円） 

区 
分 

年 
度 

Ａ Ｂ 

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

男性

不妊

のみ 

合 計 

体外受精 顕微授精 体外受精 顕微授精 給付件数 支給額 

4 - 2 44 67（1） 84 3 15 6 - 221（1） 46,611,744 

5 - - - - 2 - - - - 2 200,000 

※ Ａ～Ｆは体外受精・顕微授精の治療ステージ等を示す。 

Ａ：新鮮胚移植を実施 

Ｂ：採卵・受精後１～３周期の間隔をあけて凍結胚移植を実施 

Ｃ：以前に凍結した胚を解凍して胚移植を実施 

Ｄ：体調不良等により移植のめどが立たず治療終了 

Ｅ：受精できず又は胚の分割停止、変性、多精子受精などの異常受精等により中止 

Ｆ：採卵したが卵が得られない、又は状態のよい卵が得られないため中止 

男性不妊のみ：主治医の方針により、採卵前に男性不妊治療を実施し、精子が得られなかった場合 

※ （ ）内は、特定不妊治療と併せて実施した男性不妊治療の件数の再掲。 

 

② 不育症検査助成事業 

（根拠 母子保健医療対策総合支援事業実施要綱 令和５年６月 30日付けこ成母第 36号こども家庭庁成育 

局長通知別紙、倉敷市不育症検査費用助成金給付事業実施要綱 令和３年倉敷市告示第 597号） 

＜事業概要＞ 

不育症検査（先進医療として国が定めるもの）を受ける方に対し、検査費用の一部を助成する。令和３年 

10月 1日より事業開始。 

＜対象者＞ 

倉敷市に住民登録があり、２回以上の流産、死産の既往があるもの。 

＜内  容＞ 

不育症検査に要した先進医療部分（保険適用外）の費用で、１回の検査につき 6万円まで助成する。 

＜負担割合＞ 

国 1/2 市 1/2 

＜事業実績＞                （単位：件、円） 

 

 

 

 

 

③ 不育症治療助成事業 

（根拠 倉敷市不育症治療費用助成金給付事業実施要綱 令和６年倉敷市告示第 567号） 

＜事業概要＞ 

医療保険が適用されない不育症治療を受けた方に対し、医療費の一部を助成する。令和６年 10 月１日より

事業開始。 

＜対象者＞ 

不妊治療を受けた方で、かつ、次のすべてを満たすもの。 

・申請日に夫婦（事実婚関係にある者を含む）のいずれか一方の住民登録が倉敷市にあること。 

・不育症治療を開始した日の属する年度の４月１日において年齢が 43歳未満の女性又はその配偶者であ 

ること。 

・２回以上の流産、死産又は早期新生児死亡の既往があると医師に診断されていること。 

＜内  容＞ 

一般社団法人日本生殖医学会が認定する生殖医療専門医が行う不育症の治療について、１年度につき夫

婦合わせて 30万円限度まで助成する。 

＜事業実績＞                （単位：件、円） 

 

 

 

年度 件数 支給額 

5 1 46,000 

6 2 120,000 

年度 件数 支給額 

6 8 1,302,000 
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④ 自立支援医療（育成医療）の給付 

(根拠法令 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第58条 平成17年11月７日 法

律第123号) 

＜事業概要＞ 

身体に障がいのある児を早期発見、早期治療することにより障がいの除去又は軽減を図り、生活能力を得ら

れるよう、治療の必要な児童に対して医療の給付を行う。 

＜対象者＞ 

倉敷市に住所を有する満18歳未満の身体に障がいのある児童であって確実な治療効果が期待されるもの。 

＜内  容＞ 

医療保険各法に基づく自己負担部分の内、医療費の１割と入院時食事療養費を除いて公費負担する。 

（医療費の１割については所得に応じて負担上限額あり） 

給付方法・・・現物給付 

＜実施時期＞ 

平成14年度より実施 

＜負担割合＞ 

国 1/2  県 1/4  市 1/4 

＜申請・承認件数＞ 

区分 
年度 申請件数 承認件数 

4 38 38 

5 46 44 

6 26 25 

 

⑤ 療育医療の給付 
(根拠法令 児童福祉法 第20条 昭和22年12月12日法律第164号) 

＜事業概要＞ 

長期の入院治療を要する結核児童に対して必要な医療の給付を行うとともに、心身の健全な育成のために

学習品及び療養生活に必要な日用品の支給を行う。 

＜対象者＞ 

倉敷市に住所を有する満18歳未満の児童であって、医師が入院を必要と認めたもの。 

＜内  容＞ 

・医療の給付・・・保険診療から感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び医療保険 

各法に基づく給付を控除した自己負担分を公費負担する。 

・物品の給付・・・現物給付 

＜実施時期＞ 

平成14年度より実施 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

＜給付実績＞ 

区分 

年度 
申請件数 承認件数 

4 - - 

5 - - 

6 - - 
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(12) 親子クラブ支援事業 

(根拠法令 母子保健法第９条) 

＜事業概要＞ 

育児や健康について共に考え、母親同士の交流を深める場の提供により、母親の育児支援と子の健全育

成を図る。 

＜対象者＞ 

就園前の児と母親 

＜内  容＞ 

･支援事業（健康講話・交流会・リズム体操・親子体操・リーダー研修会等） 

・自主活動（運動会・遠足・クリスマス会・バス旅行等） 

＜会員数及び役員会・研修会の開催実績＞                   （単位：世帯、回、人） 

区分 

年度 
親子クラブ数 

会    員    数 役 員 会 ・研 修 会 

子 ど も 世  帯 回   数 人   数 

4 22 285 258 29（5） 434（80） 

5 20 265 241 32（7） 313（123） 

6 17 239 232 31（７） 267（66） 

※ （   ）内は、親子クラブネットワ－クの数の再掲。 

※ 会員数については各年度９月１日時点での数。 
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３ 成人保健対策 

(1) 健康教育 

(根拠法令 健康増進法 第17条第１項) 

＜事業概要＞ 

生活習慣病予防、その他健康に関する正しい知識の普及を図り、「自らの健康は自らつくる。」という認識と

自覚を高め、健康の保持増進に資する。 

＜対象者＞ 

40歳以上64歳以下の者。ただし、内容・対象者の状況により家族にも行う。 

＜内  容＞ 

集団健康教育：一般・歯周疾患・ロコモティブシンドローム・ＣＯＰＤ・病態別等 

＜負担割合＞ 

県 2/3  市 1/3 

＜40～64歳を対象とした実績＞ 

年  度 回数 （回） 人数 （人） 

4 481 6,602 

5 640 9,963 

6 782 9,444 

 

＜令和 6年度成人健康教育実績＞（40～64歳以外の年齢も含む） 

内 容 回数 （回） 人数 （人） 

が ん 

胃 が ん 3 199 

大 腸 が ん 47 1,222 

肺 が ん 34 1,795 

乳 が ん 87 3,728 

子 宮 が ん 27 580 

そ の 他 のが ん - - 

一 般 367 10,405 

歯 周 疾 患 27 1,216 

ロコモティブシンドローム（運動器症候群） 19 532 

COPD（慢性閉塞肺性疾患） 2 56 

メタボリックシンドローム 

（肥満・高血圧・脂質異常症・心疾患含む） 
- - 

糖 尿 病 35 883 

脳 卒 中 4 37 

認 知 症 39 1,892 

薬 3 56 

計 694 22,601 

 

(2) 健康相談 

(根拠法令 健康増進法 第17条第１項) 

＜事業概要＞ 

心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行い、家庭における健康管理に資する。 

＜対象者＞ 

40歳以上64歳以下の者。ただし、内容・対象者の状況により家族にも行う。 

＜内 容＞ 

・重点健康相談：高血圧・脂質異常症・糖尿病・歯周疾患・骨粗鬆症・女性の健康・病態別・総合健康相談 
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＜負担割合＞ 

県 2/3  市 1/3 

＜40～64歳を対象とした実績＞ 
 

  
＜令和 6年度成人健康相談実績＞（40～64歳以外の年齢も含む） 

回数 （回） 人数 （人） 

207 1,664 

 

(3) 健康診査事業 

(根拠法令 健康増進法 第19条の２、健康増進法施行規則 第４条の２第４号) 

① 健康診査 

＜事業概要＞ 

循環器疾患等又はその危険因子を早期発見し、栄養や運動等の生活指導や適切な治療に結びつけること

によって、これらの疾患等を予防するために実施する。 

＜対象者＞ 

40歳以上の市民のうち医療保険に加入していない者 

＜内  容＞ 

問診、内科診察、身体・腹囲計測、血圧測定、血液検査（中性脂肪、ＨＤＬ・ＬＤＬコレステロール、ＧＯＴ、Ｇ

ＰＴ、γ-ＧＴＰ、空腹時血糖、ヘモグロビンＡｌｃ、貧血、血清クレアチニン、ｅＧＦＲ、尿酸）、尿検査、心電図検

査 

※ 眼底検査（医師の判断により実施） 

※ 腹囲計測、貧血検査、心電図検査、眼底検査は、40～75歳のみ実施 

平成29年度から介護家族訪問健康診査は廃止 

＜負担割合＞ 

県 2/3  市 1/3 

＜対象者・受診者数＞              （単位：人） 

区分 

年度 
計 

受診者数 

集団検診 医療機関 

4 367 3 364 

5 388 3 385 

6 452 3 449 

 

② 胃がん検診 

＜事業概要＞ 

胃がんを早期に発見し、治療に結びつけるために実施する。 

＜対象者＞ 

50歳以上の市民 

＜受診間隔＞ 

２年に１回 

＜内  容＞ 

問診・胃部エックス線検査または胃内視鏡検査 

  

年  度 回数 （回） 人数 （人） 

4 161 335 

5 132 716 

6 154 1,175 
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＜受診者数＞                                               （単位：人） 

区分 

年度 
受診者数 

地区別内訳 

倉敷 児島 玉島 水島 真備 

4 6,815 3,337 957 654 1,503 364 

5 9,713 4,817 1,232 960 2,062 642 

6 7,569 3,701 1,087 753 1,614 414 

 

＜検査結果＞                                             （単位：人） 

区分 

 

年度 

受診者数 要精密検査 ※精密 

検査 

受診 

者数 

※精密 

検査 

受診率

（％） 

※がん

であっ

た者 
エックス線 内視鏡 計 人数 率（％） 

4 2,439 4,376 6,815 371 5.4 308 83.0 25 

5 3,253 6,460 9,713 344 3.5 281 81.7 24 

6 2,579 4,990 7,569 - - - - - 

※ 精密検査に関しては、受診者数及び受診率の確定が１年後になるため、確定数を掲載。 

※ エックス線は令和２年度まで集団検診を実施していたが、令和３年度から廃止。 

 

③ 子宮頸がん検診 

＜事業概要＞ 

子宮頸部及び体部に発生するがんを早期発見し、早期治療を行うために実施する。 

＜対象者＞ 

20 歳以上の女性（市民） 

＜内  容＞ 

問診・子宮頸部の細胞診及び内診等 

※ 子宮体部細胞診は医師が必要と認めた人のみ実施 

＜受診者数＞                                                （単位：人） 

区分 

年度 
受診者数 

地区別内訳 

倉敷 児島 玉島 水島 真備 

4 22,197 11,004 2,720 3,128 4,221 1,124 

5 23,546 11,717 2,901 3,299 4,546 1,083 

6 23,244 11,545 2,847 3,380 4,414 1,058 

 

＜検診結果＞                                                 （単位：人） 

区分 

年度 

要精密検査 ※精密検査 

受診者数 

※精密検査 

受診率(％) 

※異形成で 

あった者 

※子宮頸がん

であった者 人数 率(％) 

4 344 1.5 296 86.0 123 4 

5 345 1.5 308 89.3 130 3 

※ 精密検査に関しては、受診者数及び受診率の確定が１年後になるため、確定数を掲載。 

 

＜子宮体部＞                                       （単位：人） 

区分 

年度 

子宮体部 

受診者数 

要精密検査 ※精密検査 

受診者数 

※精密検査 

受診率（％） 人数 率（％） 

4 198 3 1.5 3 100.0 

5 239 1 0.4 1 100.0 

6 200 - - - - 

※ 精密検査に関しては、受診者数及び受診率の確定が１年後になるため、確定数を掲載。 
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④ 乳がん検診 

＜事業概要＞ 

乳房に発生するがんを早期に発見し、治療に結びつけるために実施する。 

＜対象者＞ 

40歳以上の女性（市民） 

＜内  容＞ 

問診・視触診及びマンモグラフィ 

＜受診者数＞                                           （単位：人） 

   区分      

年度 
受診者数 

地区別内訳 

倉敷 児島 玉島 水島 真備 

4 19,931 9,720 2,575 2,888 3,716 1,032 

5 20,618 10,058 2,641 2,940 3,985 994 

6 20,593 10,127 2,628 2,978 3,837 1,023 

 

＜検診結果＞                                 （単位：人） 

区分 

年度 

要精密検査 ※精密検査 

受診者数 

※精密検査 

受診率（％） 

※がんで 

あった者 人数 率（％） 

4 798 4.0 750 94.0 57 

5 785 3.8 757 96.4 82 

※ 精密検査に関しては、受診者数及び受診率の確定が１年後になるため、確定数を掲載。 

 

⑤ 肺がん検診 

＜事業概要＞ 

肺がんの早期発見・早期治療のために実施する。 

＜対象者＞ 

40 歳以上の市民（喀痰細胞診は、原則 50歳以上で胸部エックス線検査を受診した者のうち、 

喫煙指数 600以上の者） 

＜内  容＞ 

胸部エックス線検査 

喀痰細胞診 
＜受診者数＞                                           （単位：人） 

区分 

年度 
受診者数 

地区別内訳 

倉敷 児島 玉島 水島 真備 

4 27,870 12,629 3,928 4,510 4,802 2,001 

5 28,823 13,162 3,959 4,514 5,149 2,039 

6 28,440 12,950 3,976 4,463 5,080 1,971 

 

＜受診者数＞                                           （単位：人） 

区分 

年度 

受診者数 

胸部レントゲン 
計 

喀痰 
計 

集団検診 医療機関 集団検診 医療機関 

4 11,365 16,505 27,870 130 161 291 

5 10,924 17,899 28,823 110 185 295 

6 10,177 18,263 28,440 120 163 283 
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＜検診結果＞                                  （単位：人） 

  区分 

年度 

要精密検査 ※精密検査 

受診者数 

※精密検査 

受診率（％） 

※がんで 

あった者 人数 率（％） 

4 245 0.9 182 74.3 7 

5 282 1.0 232 82.3 7 

※ 精密検査に関しては、受診者数及び受診率の確定が１年後になるため、確定数を掲載。 

平成 28年度より、国の基準に合わせ、要精密検査のうち「がん疑い」の数を計上。 

 

⑥ 大腸がん検診 
＜事業概要＞ 

大腸がんを早期発見し、治療に結びつけるために実施する。 

＜対象者＞ 

40歳以上の市民 

＜内  容＞ 

問診・免疫学的方法による便潜血反応 

＜受診者数＞                                       （単位：人） 

区分 

年度 
受診者数 

地区別内訳 

倉敷 児島 玉島 水島 真備 

4 25,142 12,254 3,355 2,973 5,298 1,262 

5 26,105 12,623 3,473 2,971 5,728 1,310 

6 25,766 12,358 3,474 3,137 5,492 1,305 

 

＜検診結果＞                                （単位：人） 

区分 

年度 

要精密検査 ※精密検査 

受診者数 

※精密検査 

受診率（％） 

※がんで 

あった者 人数 率（％） 

4 1,851 7.4 1,250 67.5 29 

5 1,869 7.2 1,247 66.7 52 

※ 精密検査に関しては、受診者数及び受診率の確定が１年後になるため、確定数を掲載。 

 

⑦ 肝炎ウイルス検診 

＜事業概要＞ 

肝炎対策の一環として、肝炎ウイルスに関する正しい知識を普及させるとともに、市民が自身の肝炎ウイル

ス感染の状況を認識し、必要に応じて保健指導を受け、医療機関を受診することにより、肝炎による健康障害

を回避し、症状を軽減し、進行を遅延させるために実施する。 

＜対象者＞ 

40 歳以上の市民 ただし、平成 14年度以降に当該肝炎ウイルス検診に相当する検診を受けた者を除く。 

＜内  容＞ 

問診・Ｃ型肝炎ウイルス検査・Ｂ型肝炎ウイルス検査 

＜負担割合＞ 

県 2/3  市 1/3 

＜受診者及び判定結果＞                                     （単位：人） 

区分 

年度 

受診者数 結 果 

Ｃ型＋Ｂ型 Ｃ型のみ Ｂ型のみ 計 C型抗体陽性者 B型抗原陽性者 

4 3,159 30 10 3,199 10 31 

5 2,834 27 22 2,883 8 37 

6 2,789 30 12 2,831 3 26 
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＜肝炎ウイルス検診個別勧奨事業＞ 

（根拠通知 平成 20年 3月 31日 健発第 0331009 号厚生労働省健康局長通知） 

倉敷市が実施する肝炎ウイルス検診において、特定の年齢に達した市民に対して、受診料を無料にするこ

とで受診促進を図り、肝炎による健康障害の回避、症状の軽減、又は進行の遅延を図る。 

＜肝炎ウイルスに関する健康指導実績＞       （単位：回、人） 

区分 
年度 

健康教育 健康相談 

開催回数 参加人数 開催回数 参加人数 

6 - - - - 

 

⑧ 前立腺がん検診 

＜事業概要＞ 

前立腺がんを早期に発見し、早期治療およびがん患者の生活の質の向上を図るために実施する。 

＜対象者＞ 

50 歳以上の男性（市民） 

＜内  容＞ 

問診、血液検査【ＰＳＡ（前立腺特異抗原）検査】 

＜受診者数及び検診結果＞                            （単位：人） 

区分 

年度 
受診者数 

要精密検査 ※精密検査  

受診者数 

※精密検査 

受診率（％） 

※がんで 

あった者 人数 率（％） 

4 9,078 712 7.8 608 85.4 67 

5 9,188 727 7.9 620 85.3 54 

6 9,318 - - - - - 

※ 精密検査に関しては、受診者数及び受診率の確定が１年後になるため、確定数を掲載。 

 

⑨ 倉敷市けんしん事務及び国保特定保健指導事務の説明について 

＜内  容＞ 

・がん検診等の実施における変更点、注意点に関する動画説明及び用品の受け渡し 

・特定健康診査・特定保健指導等の実施における変更点、注意点に関する動画説明及び用品の受け渡し 

※ 倉敷市けんしん事務及び特定保健指導の説明は、令和５年度より対面式から動画配信に変更。 

＜対  象＞ 

健康診査・がん検診等を実施している医療機関及び特定保健指導実施医療機関 

＜協力機関＞ 

倉敷市連合医師会 

＜事業実績＞                                             令和 6年度 
 実 施 機 関 数 

倉敷市けんしん実施機関及び国保特定保健指導実施機関 184 
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(4) 女性の健康づくり推進事業（女性の一般健康診査） 

(根拠通知 昭和53年４月11日 衛発第328号 厚生省公衆衛生局長通知) 

＜事業概要＞ 

健康診査の機会のない女性に対し、やせ、貧血、生活習慣病などの早期発見、早期治療のため実施する。 

＜対象者＞ 

20歳～39歳までの女性（市民） 

＜内  容＞ 

血液検査【貧血（血色素・ヘマトクリット・赤血球数）、血中脂質（ＬＤＬコレステロール・ＨＤＬコレステロール・ 

中性脂肪）】、尿検査（尿糖・尿蛋白・尿潜血）、身体計測(身長・体重)、血圧測定 

＜受診者数及び診査結果＞                                     （単位：人） 

区分 

年度 
受診者数 

Ｌ Ｄ Ｌ Ｈ Ｄ Ｌ 中性脂肪 貧 血 

異常 率(％） 異常 率(％） 異常 率(％） 異常 率(％） 

4 2,184 562 25.7 29 1.3 176 8.1 334 15.3 

5 2,094 584 27.9 26 1.2 155 7.4 333 15.9 

6 1,895 541 28.5 29 1.5 149 7.9 285 15.0 

 

(5) 新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業 

(根拠通知 平成 30年３月 28 日 健発 0328第 20号 厚生労働省健康局長通知) 

＜事業概要＞ 

特定の年齢に達した市民に対して、子宮頸がん及び乳がんに関する検診手帳と無料ク－ポン券を送付し、

検診の受診促進を図るとともに、がんの早期発見と正しい健康意識の普及啓発を図り、もって健康保持及び

増進を図る。 

＜対象者＞ 

子宮頸がん検診：20歳の女性（平成 15年４月２日～平成 16年４月１日生まれ） 

乳がん検診：40歳の女性（昭和 58年４月２日～昭和 59年４月１日生まれ） 

※年齢は前年度に達した年齢。 

＜対象者数及び受診者数＞                 （単位：人） 

区 分 対象者数 受診者数 

子宮頸がん 2,346 148 

乳がん検診 2,904 425 

 

(6) がん患者のウィッグ等購入費助成事業 

＜事業概要＞ 

がん患者の心理的及び経済的負担を軽減し、社会参加の促進及び生活の質の向上を図ることを目的とし、

がん治療により生じる外見の変化に対応するアピアランスケアとしてのウィッグ等の購入に要する経費の一部

について助成を実施する。 

＜対象者＞ 

申請日において倉敷市に住民登録があり、がんと診断され、がん治療に伴う外見の変化に対処するために

ウィッグ等を購入した者 

＜助成実績＞ 

年 度 
ウィッグ 胸部補整具 

件数 助成額（千円） 件数 助成額（千円） 

6 90 2,377 9 227 

＜負担割合＞ 

   県 1/2  市 1/2 



第三 健康づくり対策 

45 

 

(7) くらしき健康福祉プラザ委託事業 

健康づくり事業  社会福祉法人倉敷市総合福祉事業団へ委託 

＜事業概要＞  

健康実践セミナー・栄養セミナー・休養セミナー、トレーニングルームのフリー利用・各種運動教室、個別相

談、健康づくり普及啓発のための地域活動等の事業を平成13年度から行っている。 

18歳以上で生活習慣を改善したい人を対象に、健康づくりの三要素である「栄養・運動・休養」を重視し、心

身の健康を維持・増進することにより、活力ある生活が送れるよう一人ひとりの健康づくりを支援する。 

＜事業実績＞ 

年   度 4 5 6 

ヘルスチェック参加人数 394 372 428 

フリー利用参加人数 17,954 19,740 22,976 

健康づ  く  り 

実践セミナー 

開催回数（回） 10 10 10 

参加人数（人） 97 128 166 

栄 養 

セ ミ ナ ー 

開催回数（回） 13 11 10 

参加人数（人） 160 141 169 

休 養 

セ ミ ナ ー 

開催回数（回） 11 12 13 

参加人数（人） 263 271 245 

出前健康教室 
開催回数（回） 93 104 96 

参加人数（人） 2,878 4,240 3,898 

お で か け 

健 康 教 室 

開催回数（回） 106 91 81 

参加人数（人） 1,569 1,341 1,112 

個 別 相 談 参加人数（人） 99 89 144 

※ 個別相談は随時開催 

※ 参加人数は延人数 

 

(8) 倉敷市国民健康保険特定健康診査・特定保健指導 

① 特定健康診査 

（根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律 第 20条） 

＜事業概要＞ 

メタボリックシンドロームに着目した検査項目での健康診査を実施し、健康の保持に努める必要がある者を

抽出する。 

＜対象者＞ 

当該年度に 40 歳に達する者から 75 歳未満（誕生日の前日）の倉敷市国民健康保険の加入者を対象者と

する。ただし、厚生労働大臣が告示（平成 20年厚生労働省告示第３号）に定める者は除く。 

＜内  容＞ 

問診、身体計測、理学的検査、血圧測定、肝機能検査、血中脂質検査、血糖検査、尿検査、 

腎機能検査、尿酸検査、貧血検査、心電図検査、眼底検査（眼底検査は医師の判断により実施） 

＜対象者数及び受診者数＞ 

倉敷市国民健康保険特定健康診査対象者数及び受診者数（法定報告実績報告） （単位：人） 

区分 

年度 
対象者数 受診者数 受診率（％） 

3 63,184 16,980 26.9 

4 59,039 16,002 27.1 

5 55,434 17,057 30.8 

※ 令和６年度は令和８年３月に公表予定 
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② 特定保健指導 

（根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律 第 24条） 

＜事業概要＞ 

特定健康診査の結果により抽出された健康の保持に努める必要がある者に対し、早期に介入し、行動変

容・改善を図る。 

＜対象者＞ 

当該年度に倉敷市国民健康保険特定健康診査を受診した者のうち、特定健康診査及び特定保健指導の

実施に関する基準（平成 19年厚生労働省令第 157号）第４条の規定に該当する者を対象者とする。 

特定健康診査の検査項目（腹囲・ＢＭＩ・血糖・脂質・血圧）の結果により、内臓脂肪の蓄積の程度、リスクの

高さ、喫煙の有無、年齢に応じ、動機付け支援の対象者と積極的支援の対象者に分けている。 

＜内  容＞ 

市は特定保健指導対象者に、利用券を交付し、特定保健指導を受けることを勧奨する。 

医師、保健師、管理栄養士等が、初回面接において、対象者の現在の生活を振り返り、各人のライフスタイ

ルに合った行動計画を立て、生活習慣改善の支援を行う。 

３～６か月後に身体状況や生活習慣の変化などを確認し、行動計画を実績評価する。 

＜対象者数及び実施者数＞ 

倉敷市国民健康保険特定保健指導対象者数及び実施者数（法定報告実績報告）（単位：人） 

区分 
年度 

対象者数 実施者数 実施率（％） 

3 2,006 307 15.3 

4 1,846 252 13.7 

5 1,798 317 17.6 

※ 令和６年度は令和８年３月に公表予定 
 

③ 国保保健事業 

（根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律） 

＜事業概要＞ 

特定健診未受診者対策、特定保健指導未利用者対策、糖尿病重症化予防等を実施する。 

＜対象者＞ 

・特定健診継続受診対策 

特定保健指導未利用であり、翌年度国保特定健診が未受診である者 

・特定保健指導未利用者対策 

特定保健指導未利用の者 

・受診勧奨判定値を超えている者への受診勧奨 

糖尿病の指標となる検査値が受診勧奨判定値に該当し、未治療の者 

・糖尿病予防教室 

糖尿病の指標となる検査値が保健指導判定値に該当し、未治療の者 

・非肥満者に対する糖尿病予防のための保健指導 

糖尿病の指標となる検査値が保健指導判定値に該当し、非肥満の者 

＜内 容＞ 

対象者に電話または郵送で勧奨及び一般保健指導（健康相談）または、教室で健康教育を行う。 

＜事業実績＞                                     令和 6年度 （単位：人） 

事 業 名 実施者数 

特 定 健 診 継 続 受 診 対 策 326 

特 定 保 健 指 導 未 利 用 者 対 策 1,110 

受診勧奨判定値を超えている者への受診勧奨 206 

糖 尿 病 予 防 教 室 - 

非肥満者に対する糖尿病予防のための保健指導 57 

※ 糖尿病予防教室の事業は令和５年度から廃止 
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④ 特定保健指導研修会 

＜内  容＞ 

効果的な特定保健指導を行うための研修会 

＜対  象＞ 

倉敷市国保特定保健指導実施医療機関 

＜協力機関＞ 

倉敷市連合医師会 

＜事業実績＞                                             令和 6年度 

研 修 名 参加機関数 人数 

倉 敷市国保特定保健指導実施者研修 会 19 25 

 

(9) 長寿健康診査 

（根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律 第 125 条） 

＜事業概要＞ 

生活習慣病を早期に発見して、健康の保持増進を図るために、健康診査を実施する。 

＜対象者＞ 

後期高齢者医療制度の加入者を対象者とする。 

※ 平成27年度から、血圧を下げる薬、インスリン注射または血糖を下げる薬、コレステロール・中性脂肪を下げ

る薬を使用している者は本人が希望し、かかりつけ医が認めた場合は受診可能。 

＜内  容＞ 

問診、身体計測、理学的検査、血圧測定、肝機能検査、血中脂質検査、血糖検査、尿検査、腎機能検査、 

尿酸検査 

＜対象者数及び受診者数＞ 

倉敷市長寿健康診査対象者数及び受診者数                   （単位：人） 

区分 
年度 

対象者数 受診者数 受診率（％） 

4 68,462 8,946 13.1 

5 71,750 10,218 14.2 

6 71,680 11,277 15.7 
 

４ 栄養改善対策 

(1) 母子栄養改善対策 
（根拠法令 健康増進法 第 17、18条 平成 15年５月１日施行） 

＜事業概要＞ 

健康の保持増進を図るため、食事等に関する事項について市民の相談に応じる他、必要な指導及び助言

を行う。 

＜対象者＞ 

妊産婦及び 20歳未満の市民 
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＜内  容＞ 
電話相談、母子保健事業における栄養相談・指導、親子クラブ等への指導              （単位：人） 

区分 

 

 

 

 

 

年度    対象 

個 別 指 導 集 団 指 導 

栄

養

指

導 

  
運

動

指

導 

 
休

養

指

導 

栄

養

指

導 

 
運

動

指

導 

 
休

養

指

導 

（再掲） （再掲） （再掲） （再掲） （再掲） 

病 

態 

別

栄
養
指
導 

訪
問
に
よ
る

栄

養

指

導 

病 

態 

別

運
動
指
導 

病 

態 
別

栄
養
指
導 

病 

態 

別

運
動
指
導 

4 

妊産婦 1 - - - - - - - - - - 

乳幼児 2,040 346 4 - - - 242 - - - - 

20歳未満 
(乳幼児を除く) 1 - - - - - 100 - - - - 

5 

妊産婦 - - - - - - - - - - - 

乳幼児 2,704 455 - - - - 820 - - - - 
20歳未満 

(乳幼児を除く) 
3 - - - - - 340 - - - - 

6 

妊産婦 1 - - - - - - - - - - 

乳幼児 3,048 389 - - - - 551 - - - - 

20歳未満 
(乳幼児を除く) 

139 - - - - - - - - - - 

 

(2) 成人・高齢者等栄養改善対策 

（根拠法令 健康増進法 第 17、18条 平成 15年５月１日施行） 

＜事業概要＞ 

健康の保持増進を図るため、食事等に関する事項について市民の相談に応じる他、必要な指導・助言を行

う。 

＜対象者＞ 

20 歳以上（妊産婦を除く）の市民 

＜内  容＞ 

電話相談、出前講座等における相談・指導                                （単位：人） 

 

区  分 

 

 

 

 

年度    対象 

個 別 指 導 集 団 指 導 

栄

養

指

導 

  
運

動

指

導 

 
休

養

指

導 

栄

養

指

導 

 
運

動

指

導 

 
休

養

指

導 

（再掲） （再掲） （再掲） （再掲） （再掲） 

病

態

別

栄

養

指

導 

訪
問
に
よ
る

栄

養

指

導 

病

態

別

運

動

指

導 

病

態

別

栄

養

指

導 

病

態

別

運

動

指

導 

4 
20歳以上 
（妊産婦を除く） 

411 24 - 489 - - 1,620 - 2,820 42 7,112 

5 
20歳以上 
（妊産婦を除く） 

142 10 - 654 - - 1,602 - 3,604 20 4,580 

6 
20歳以上 
（妊産婦を除く） 

356 9 1 643 - - 2,056 - 5,748 186 5,402 

※ 地域保健・健康増進事業報告からプラザ健康づくり委託分実績を除く。 

 

(3) 専門的栄養指導・相談事業 

(根拠法令 健康増進法 第 18 条 平成 15年５月１日施行)  
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＜事業概要＞ 

疾病を有する市民に対して、日常生活における食事等の助言を行うことにより、不安解消や症状の維持・改

善を図り生活の質の向上を目指す。 

＜対象者＞ 

疾病を有する市民 

＜内  容＞ 

・病態栄養相談 

・難病栄養相談 

・病態別栄養相談                                             (単位：件) 

区分 
年度 

肥満 脂質異常 糖尿病 高血圧 その他 

4 - - 10 1 13 

5 - - 5 1 4 

6 - - - 2 7 

(4) 特定給食施設における栄養管理の充実 

① 給食施設の状況 

 管理栄養士 
のみいる施設 

管理栄養士・栄養士 
ど ち ら も い る 施 設 

栄 養 士 の み 
い る 施 設 

管理栄養士 
・ 栄 養 士 
ど ち ら も 
い な い 

施
設
数
計 

施設数 
管  理 
栄養士数 

施設数 
管  理 
栄養士数 

栄養士数 施設数 栄養士数 

特

定

給

食

施

設 

指定施設 ① 2 28 1 37 4 1 1 - 4 

(1回300食以上又
は1日750食以上指
定施設①を除く)② 

24 28 3 19 18 4 5 4 35 

（①、②を除く）1回

100食以上又は1日

250食以上 

41 127 39 91 60 29 50 10 119 

その他の給食施設 47 73 18 31 28 26 37 14 105 

※ 衛生行政報告例による 

 

② 給食施設指導 

（根拠法令 健康増進法 第 18、22、23、24 条 平成 15年５月１日施行） 

＜事業概要＞ 

特定多数人に対して継続的に食事を提供する施設に対して、栄養管理等の状況について巡回指導や研修

会を行うことにより、当該施設関係者の栄養に関する知識の向上や調理技術の改善等を図り、喫食者の健康

づくりの推進に資する。 

＜対象者＞ 

特定多数人に対して継続的に食事を提供する施設 

＜内  容＞ 

・巡回指導、相談 

年度 巡回指導件数 相談 

4 15 9 

5 33 9 

6 25 35 

※ 令和４年度は感染症拡大防止のため巡回指導は縮小。 

  



第三 健康づくり対策 

50 

・研修会 

区分 
年度 

開催日 
参加施設数 
（参加者数） 

内 容 

4 栄養管理研修会 
令和4年12月9日 

令和4年12月13日 

73施設 

(86人) 

「心の健康づくり～より良い人間関係を作る～」
「特定給食施設に係る各種届出の提出につい
て」「くらしき3ベジプロジェクトについて」 

5 栄養管理研修会 令和5年11月24日 
107施設 

（112人） 
給食施設における災害時の食支援を考える 

6 栄養管理研修会 令和6年12月23日 
71施設 

（83人） 

健康日本21（第3次）及びくらしき健幸プランの
推進と特定給食施設の役割 

※ 令和４年度は感染症拡大防止のため研修会はオンライン研修、令和５、６年度はハイブリッド形式オンライン

研修。 

 

(5) 食品に関する栄養情報提供体制の整備 

（根拠法令 食品表示法、健康増進法 第 43～69条） 

＜事業概要＞ 

市民及び食品製造業者に対して、食品表示（保健事項）の正しい知識が得られるよう指導等を行うことにより、

市民の健康づくりの推進を図る。 

＜対象者＞ 

一般市民及び食品製造・販売業者 

＜内  容＞ 

相談窓口の開設 

食品表示に関する相談 

区分 
年度 栄養成分表示 

健康食品虚偽 
誇大広告 

特定用途食品 特定保健用食品 栄養機能食品 

4 94 3 - - - 

5 64 1 1 - 2 

6 80 1 - - - 

 

(6) 栄養改善協議会組織育成 

＜事業概要＞ 

食を通じた健康づくりから地域づくりを目指し、地域のリーダーとして、ボランティア活動を実践している栄養

委員の養成と組織育成を図る。 

＜対象者＞ 

栄養委員 

＜内  容＞ 

栄養委員の養成・研修会等の組織活動に対する支援 



第三 健康づくり対策 

51 

① 栄養教室 

区分 
年度 

開 催 状 況 当初からの修了状況 

教 室 数 参加者数 修了者数 教 室 数 修了者数 

4 5 96 88 403 8,697 

5 5 71 63 408 8,760 

6 5 83 78 413 8,838 

(

内 
 

訳) 

倉 敷 1 27 26 

  

児 島 1 14 12 

玉 島 1 13 13 

水 島 1 20 19 

真 備 1 9 8 

※ 教室６回コースで開催し、５回以上の出席者に修了証を交付している。 

 

② 栄養委員ステップアップ研修会 

＜内  容＞ 

講演、調理実習 

年 度 回 数 参加者数（延べ） 

4 5 113 

5 10 319 

6 10 249 

(

内 
 

訳) 

倉 敷 2 76 

児 島 2 47 

玉 島 2 56 

水 島 2 46 

真 備 2 24 

※ 栄養委員を育成するための研修会（令和元年度までの旧名称：栄養委員リーダー研修会） 

※ 令和４年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため各地区１回のみ実施。 

 

③ 栄養委員数及び組織活動に対する支援実績 
 

区 分 

年 度 

地 区 

組織数 
世帯数 栄養委員数 

栄 養 委 員 1 人 

当たりの世帯数 

組織活動に対する支援 

回 数 延べ人数 

4 55 216,756 929 233 200 1,938 

5 53 218,626 873 250 247 2,671 

6 53 220,070 838 263 237 2,486 

(

内 
 

訳) 

倉 敷 15 105,669 208 508 37 423 

児 島 10 31,105 209 149 40 333 

玉 島 13 31,883 177 180 52 532 

水 島 10 42,594 157 271 37 257 

真 備 5 8,819 87 101 41 253 

全 市  30 688 

※ 世帯数は前年度３月 31日現在、栄養委員数は当該年度４月１日現在 
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５ 歯科保健対策 

 
(1) 健康教育 
① こどものための歯の教室 

ア 根拠法令 

母子保健法 第10条、第14条 

歯科口腔保健法 第２条 

イ 事業概要 

乳児期からの歯・口の健康がその後の成長・発達に与える影響もあることから、むし歯予防をはじめ健全な

口腔機能の発達を支援するため、月齢や児に合わせた具体的な情報提供を行い、口腔の健全育成を図る。 

ウ 対象者 

就学前の乳幼児および各健診等でフォローが必要な者。 

エ 内  容 

歯科衛生士による歯科相談 

歯科衛生士による健康教育 

オ 事業実績 

年度 回数 全人数（組） 
個別相談 

相談件数 （再掲）フォロー 

4 5 20 19 2 

5 12 49 44 9 

6 12 50 43 9 

② 離乳食と歯の教室 

詳細は「２ 母子保健対策」参照 

③ 乳幼児や児童生徒を対象とした歯科健康教育、歯科相談 

ア 事業概要 

むし歯や歯周病予防のみでなく口腔機能の発達も含め口腔の健全な育成のために、歯科健康教育を通じ、

歯科保健に関する知識の普及・啓発を図る。また、歯・口の健康づくり等について市民の相談に応じ、必要な

指導及び助言を行う。 

イ 対象者 

市民、子育て支援拠点利用者、親子クラブ、保育園、幼稚園、小学校等 

ウ 内  容 

歯科衛生士による健康教育、歯科相談、ブラッシング指導 

エ 事業実績 

・歯科健康教育実績 ・歯科相談実績 

年度 回数 人数  年度 回数 人数 

4 1 16  4 20 20 

5 4 39  5 21 21 

6 5 51  6 18 18 

・学校等での健康教育実績 

区分 

年度 

保育園 幼稚園 小学校 中学校 計 

回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数 

4 - - - - - - - - - - 

5 - - - - 3 203 - - 3 203 

6 2 172 - - - - - - 2 172 
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④ 成人や高齢者を対象とした歯科健康教育、歯科相談 

ア 事業概要 

歯・口の健康の保持増進が生活の質の向上につながることから、あらゆる機会を通してむし歯や歯周病予

防及びオーラルフレイル予防等を広く啓発することにより、生涯自分の歯、口で食べられる人が増えることを目

指す。また、歯・口の健康づくり等について市民の相談に応じ、必要な指導及び助言を行う。 

イ 対象者 

市民、栄養教室、栄養改善協議会、愛育委員会、老人クラブ、職域等 

ウ 内  容 

歯科衛生士による歯科健康教育、歯科相談、ブラッシング指導 

エ 事業実績 

・歯科健康教育実績 ・歯科相談実績 

年度 回数 人数  年度 回数 人数 

4 36 1,600  4 18 351 

5 35 1,880  5 32 488 

6 30 642  6 22 682 

       

(2) 健康診査事業 
① 妊婦歯科健康診査 

ア 根拠法令 

健康増進法に準ずる 

イ 事業概要 

妊娠による女性ホルモンの急増や悪阻による口腔環境の悪化等から生じる歯周病やう蝕の増加、早産や低

体重児出産のリスクを低減するため、歯周病やむし歯の早期発見、口腔環境の改善等の歯科保健指導を行う

ことで、妊婦自身だけでなく胎児の健全な育成に寄与する。 

ウ 対象者 

妊婦 

エ 内  容 

歯科医師による口腔内診査、歯科医師または歯科衛生士による歯科保健指導 

オ 委託先 

倉敷歯科医師会、児島歯科医師会、玉島歯科医師会、都窪歯科医師会、吉備歯科医師会 

カ 事業実績 

＜診査結果＞                                              （単位：人） 

年   度 受診者数 
検 診 結 果 

異 常 なし 要 指 導 要精密検査 

4 1,607 164 439 1,004 

 5 1,563 161 414 988 

6 1,541 181 439 921 

     

＜歯科医師会別実施状況＞                                     （単位：人） 

歯科医師会 
年度 

倉敷 児島 玉島 都窪 吉備 計 

4 1,098 139 216 131 23 1,607 

5 1,05６ 116 221 143 27 1,563 

6 1,061 117 193 149 21 1,541 

 

② １歳６か月児歯科健康診査 

ア 根拠法令 

母子保健法 第 12条 
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イ 事業概要 

基本的な食習慣の形成や歯みがきの正しい知識等の歯科保健指導を実施することにより、３歳児健康診査

時の、むし歯有病者率の低下と口腔の健全な育成を図る。 

ウ 対象者 

１歳６か月児 

エ 内  容 

歯科医師による歯科健診、歯科衛生士による歯科保健指導 

オ 事業実績 

区分 
年度 対象児数（人） 受診児数（人） 受診率（％） むし歯有病者数（人） むし歯有病者率（％） 一人平均むし歯数（本） 

4 3,767 3,677 97.6 21 0.6 0.01 

5 3,683 3,601 97.8 14 0.4 0.01 

6 3,415 3,335 97.7 13 0.4 0.01 

（内
訳
） 

倉 敷 1,688 1,728 102.4 7 0.4 0.01 

児 島 464 400 86.2 1 0.3 0.02 

玉 島 502 482 96.0 2 0.4 0.01 

水 島 647 626 96.8 3 0.5 0.01 

真   備 114 99 86.8 - - - 

※ 幼児健康診査のうち、受診児数の内訳は地区会場別の受診状況であるため、受診率は参考値として参照

すること。 

 

③ ２歳児歯科健康診査 

ア 根拠法令 

母子保健法 第13条、歯科口腔保健の推進に関する法律 第２条 

イ 事業概要 

自我の芽生えにより食習慣が乱れやすい等育児上困難な時期に、基本的食習慣や歯磨き習慣などの確認

をすることにより、むし歯予防や口腔機能の育成等について指導を行うことで口腔の健全育成を図る。 

ウ 対象者 

２歳０か月児 

エ 内  容 

歯科医師による歯科健診、歯科衛生士による歯科保健指導、フッ素塗布（希望者のみ） 

オ 事業実績 

区 分 
年 度 

対象児数（人） 受診児数（人） 受診率（％） むし歯有病者数（人） むし歯有病者率（％） 一人平均むし歯数（本） 

4 3,813 2,903 76.1 58 2.0 0.05 

5 3,783 2,856 75.5 53 1.9 0.06 

6 3,501 2,705 77.3 46 1.7 0.04 

（内 

訳
） 

倉 敷 1,742 1,372 78.8 19 1.4 0.03 

児 島 517 371 71.8 9 2.4 0.05 

玉 島 476 403 84.7 9 2.2 0.06 

水 島 655 472 72.1 7 1.5 0.03 

真 備 111 87 78.4 2 2.3 0.03 

※  幼児健康診査のうち、受診児数の内訳は地区会場別の受診状況であるため、受診率は参考値として参照す

ること。 

※  平成21年度より、フッ素塗布を実施（希望者のみ）。 
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④ ３歳児歯科健康診査 

ア 根拠法令 

母子保健法 第 12条 

イ 事業概要 

乳歯列が完成し、むし歯が多発し始める時期に、むし歯予防や口腔機能の育成等に関して指導を行い、口

腔の健全育成を図る。 

ウ 対象者 

３歳６か月児 

エ 内  容 

歯科医師による歯科健診、歯科衛生士による歯科保健指導 

オ 事業実績 

区 分 
年 度 

対象児数（人） 受診児数（人） 受診率（％） むし歯有病者数（人） むし歯有病者率（％） 一人平均むし歯数（本） 

4 3,795 3,606 95.0 316 8.8 0.27 

5 3,822 3,641 95.3 280 7.7 0.23 

6 3,729 3,555 95.3 256 7.2 0.23 

（内
訳
） 

倉 敷 1,784 1,782 99.9 93 5.2 0.17 

児 島 525 415 79.0 48 11.6 0.37 

玉 島 582 558 95.9 39 7.0 0.20 

水 島 720 691 96.0 64 9.3 0.31 

真 備 118 109 92.4 12 11.0 0.46 

※  幼児健康診査のうち、受診児数の内訳は地区会場別の受診状況であるため、受診率は参考値として参照 

すること。 

 

⑤ 難病歯科相談 

詳細は「第四 精神保健福祉対策・難病対策 ２ 難病対策」参照 

⑥ 歯周病検診事業 

ア 事業概要 

全身疾患を引きおこす原因となる歯周病を早期発見するとともに、検診の実施により自己管理能力高揚さ

せ、歯磨き等の口腔保健行動の改善につなげ、歯周病を予防するとともに、６０歳及び７０歳の者については、

口腔機能検査も実施し、口腔機能の維持向上を図ることを目的とする。 

イ 対象者 

40 歳、50歳、60歳、70歳の者 

ウ 内  容 

歯科医師による口腔内診査、歯科医師または歯科衛生士による歯科保健指導、口腔機能検査（60 歳・70

歳のみ） 

エ 委託先 

倉敷歯科医師会、児島歯科医師会、玉島歯科医師会、都窪歯科医師会、吉備歯科医師会 

オ 事業実績 

＜診査結果＞                                               （単位：人） 

 

 

 

区分 

年度 
受診者数 

検 診 結 果 

異常な し 要 指 導 要精密検査 

4 641 55 139 447 

5 714 65 158 491 

6 744 70 179 495 

年

齢

別 

40歳 113 15 35 63 

50歳 195 19 58 118 

60歳 182 15 41 126 

70歳 254 21 45 188 
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＜歯科医師会別実施状況＞                                     （単位：人） 

歯科医師会 
年度 

倉敷 児島 玉島 都窪 吉備 計 

4 400 80 

 

85 60 16 641 

5 439 110 90 54 21 714 

6 458 98 92 71 25 744 

       
⑦ お口の健康アップ事業 

ア 事業概要 

市民の健康寿命の延伸や生活の質の向上を目指し、口腔の健康保持増進のための啓発強化や歯科医院

への通院が困難な人を対象にした訪問歯科健康診査の実施、さらに、これらを円滑に推進するために歯科 

専門職の育成を図ることを目的とする。 

イ 訪問歯科健康診査 

＜対象者＞ 

疾病や障がいにより歯科医院への通院が困難であり、かつ健診の受診が可能な者 

＜内  容＞ 

歯科医師による歯科健康診査等 

＜委託先＞ 

倉敷歯科医師会、児島歯科医師会、玉島歯科医師会、都窪歯科医師会、吉備歯科医師会 

＜歯科医師会別実施状況＞                                        （単位：人） 

歯科医師会 
年度 

倉敷 児島 玉島 都窪 吉備 計 

4 49 5 36 14 

 

8 112 

5 50 4 31 15 11 111 

6 42 2 26 14 20 104 

 

＜診査結果＞                                   （単位：人） 

区分 
年度 

診査のみ 要 指 導 要 治 療 

4 17 33 62 

5 23 26 62 

6 13 27 64 

 

(3) イベント事業 
歯の健康フェア 

ア 事業概要 

市民が参加しやすいイベントを開催し、体験学習等を通じて、歯科疾患の早期予防、健康管理について広 

く啓発することにより、口腔衛生意識の向上を図り、生涯自分の歯と口で食べることができる市民を増やすこと 

を目指す。 

イ 対象者 

市民 

ウ  委託先 

倉敷歯科医師会 

エ  内 容 

        講演会、歯科健康教育、歯科相談等 

オ 事業実績 

    ＜実績＞ 

年度 人数（人）   

6 3,323   
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６ たばこ対策 

（根拠法令 健康増進法 第 25条、第 31条） 

＜事業概要＞ 

あらゆる年代の市民を対象に、健康教育・健康相談等の機会を通して、たばこの健康影響に関する正しい

知識の普及啓発を行い、特に妊婦や満２０歳未満の者に対しての喫煙防止、禁煙の推進を図る。 

また、喫煙を主な原因とするＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）は、禁煙により予防が可能であるため、ＣＯＰＤに

ついての知識の普及啓発により禁煙を推進する。 

さらに、健康増進法の一部改正により受動喫煙対策が強化されたことを受け、「望まない受動喫煙」が生じな

いよう、改正法の内容を周知し、受動喫煙対策の啓発を図る。 

＜事業内容＞ 

・たばこの健康影響に関する知識の普及啓発及び健康相談  

・妊婦や満20歳未満の喫煙防止対策 

・ＣＯＰＤについての知識の普及啓発 

・世界禁煙デー街頭啓発の実施 

・受動喫煙対策の啓発 

・施設の受動喫煙対策に係る相談・指導及び助言 

＜受動喫煙に関する相談・指導及び助言件数＞ 

年度 相談・指導及び助言件数 

4 35 

5 21 

6 24 
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第四  精神保健福祉対策・難病対策 

 

１ 精神保健福祉対策 

２ 難病対策 

３ 原子爆弾被爆者援護事業 

４ 骨髄バンク推進事業 
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第四  精神保健福祉対策・難病対策 

１ 精神保健福祉対策 

(1) 精神障がい者の医療 

① 医療保護入院 

（根拠法令 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 第 33 条 昭和 25年５月１日施行） 

＜事業概要＞ 

精神保健指定医により、精神障がい者で医療及び保護のため入院を必要とする者と診断された場合は、

本人の同意がなくても家族の同意により入院させることができる。精神科病院の管理者は、管轄の保健所長

を経て、都道府県知事に届け出る。 

＜対象者＞ 

診察の結果、精神障がい者であり、かつ医療及び保護のため入院の必要がある者 

＜実施主体＞ 

県 

＜入院者数＞                                             延べ人数（単位：人） 

年  度 倉   敷 児   島 玉   島 水   島 真   備 計 
4 511 207 149 210 47 1,124 

5 501 205 143 208 36 1,093 

6 515 183 170 202 39 1,109 

（内訳） 
男 

女 

お

男 

248 

 

95 84 95 19 541 

女 267 88 86 107 20 568 

 

② 自立支援医療（精神通院） 

(根拠法令 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 平成25年４月１日施行) 

＜事業概要＞ 

精神疾患の治療のために、通院による精神医療を続ける必要がある者の通院医療費の自己負担額を１割

に軽減することにより、患者の経済的負担を軽減し、適正な医療の普及、通院治療の促進を図る。 

＜対象者＞ 

通院による精神医療を継続的に要する程度の病状にある者 

＜有効期間＞ 

１年 

＜実施主体＞ 

   県 

＜受給者数＞                                           各年度末現在（単位：人） 

年  度 倉   敷 児   島 玉   島 水   島 真   備 市  外 計 

4 4,638 1,515 1,261 1,750 394 1 9,559 

5 4,676 1,561 1,272 1,763 405 1 9,678 

6 4,853 1,584 1,304 1,813 408 - 9,962 

（内訳） 
男 2,134 689 614 836 200 - 4,473 

女 2,719 895 690 977 208 - 5,489 

 

(2) 心の健康づくり対策事業 

① 普及啓発 
(根拠法令 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 第 46 条 昭和 25年５月１日施行) 

＜負担割合＞ 

国 1/2  県 1/4  市 1/4 
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ア 心の健康づくり講座 

＜事業概要＞ 

精神障がいに対する正しい理解促進のため、医師による講演会や当事者との交流を行う。また、精神保

健に関わる関係機関と連携を図り、ネットワークの構築のため、企画段階から関係機関と協働で取り組む。 

＜対象者＞ 

地域一般市民・精神保健福祉医療関係者 

＜事業実績・実施内容＞                  （単位：回、人） 

年度 回 数 参加者数 

4 7 442 

5 6 397 

6 6 412 
 

イ 健康教育 

＜事業概要＞ 
愛育委員会や出前講座などの機会を通して、自殺予防を含めた心の健康づくりや精神疾患・精神障がい

に対する理解促進や偏見除去のため健康教育を行う。（ゲートキーパー研修を除く） 

＜事業実績・対象者・内容＞                （単位：回、人） 

年度 回 数 延べ参加者数 

4 128 3,638 

5 117 3,746 

6 114 3,177 

 

② くらしき心ほっとサポーター養成 

（根拠 くらしき心ほっとサポーター設置要綱 平成 21年 12 月 24 日倉敷市告示第 734 号） 

＜事業概要＞ 

倉敷市精神保健福祉協議会の答申に基づき、心の健康づくりの推進や精神障がいに対する偏見除去の

ため、一市民としての立場から行政と協働し地域へ啓発することを目的とした「くらしき心ほっとサポーター」を

養成し、サポーター活動を委託する。各地区の定例会を中心に活動の検討を行い、地区の状況に合わせた

啓発活動の推進を図る。 

＜負担割合＞ 

国 1/2  県 1/4  市 1/4 

ア くらしき心ほっとサポーター養成講座・研修 

＜事業実績・対象者・内容＞                                        （単位：回、人） 

年度 講座名 内容 回数 対象・人数 延べ参加人数 

4 ステップ１（理解編） 
講義とグループワーク 
交流実習 

5 9 期生・17 85 

5 ステップ２（自分発見編） 講義とグループワーク 3 9 期生・17 46 

6 ステップ１（理解編） 
講義とグループワーク 
交流実習 

5 10 期生・22 108 

 

イ サポーター人数・地区別状況                     （単位：人） 

年度 人数 
内訳 

倉敷 児島 玉島 水島 真備 

4 113 54 27 12 11 9 

5 121 58 31 13 10 9 

6 114 55 31 12 9 7 

※ 毎年度４月１日時点の登録者数。 
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ウ サポーター活動状況                                      （単位：人） 

 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
地区での集まり 定 例 会 ・講 座 企 画 1,536 1,874 1,774 

個人・学区での集まり 

普 及 や啓 発 の企 画 379 425 176 

普 及 や啓 発 の実 施 364 521 521 

自己学習・講演会参加 686 751 794 

作業所等と連携・交流 552 689 831 

その他 569 596 519 

 

(3) 精神障がい者対策 

① 精神保健相談 

(根拠法令 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 第47条 昭和25年５月１日施行) 

ア 心の健康相談 

＜事業概要＞ 

地域住民の心の健康の保持増進を図るため、精神科医師が心の不調や悩みの相談に応じる。 

＜対象者＞ 

心の健康で悩む人 

＜内  容＞ 

精神科医師の面接相談 

＜事業実績＞                                   （単位：回、件、人） 

年   度 
回  数 

（ ）内予定回数 
相談件数 

相 談 者 延 べ人 数 

本  人 家  族 そ の 他 

4 11（12） 23 11 18 - 

5 12（12） 32 23 28 - 

6 12（12） 20 11 17 - 

 

イ 保健師等による相談指導 

＜事業概要＞ 

心の病に関連する相談に応じる。 

＜対象者＞ 

心の健康問題で悩む人 

＜内  容＞ 

心の病に関連する相談窓口を設置するとともに、精神保健に関する正しい知識と理解が深められるように

助言し、地域住民の心の健康づくりの保持増進を図る。面接・電話・訪問等で、当事者やその家族への支援

を行う。 

＜事業実績＞                                              （単位：件、人） 

区 分 

 

年 度 

家庭訪問 

件 数 

電 話 相 談 

件 数 

面 接 相 談 

相談件数 
相談者延べ人数 

本人 家族 その他 

4 1,171 3,652 1,020 639 340 175 

5 1,186 3,369 990 564 387 235 

6 1,443 3,480 1,022 647 391 209 

 

② 緊急対応 

（根拠法令 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 第 22～26 条 昭和 25 年５月１日施行） 

※ 精神保健福祉法改正により、平成 26 年度から法 22 条が診察及び保護の申請、23 条が警察官、24 条が

検察官、25 条が保護観察所長、26 条が矯正施設長からの通報となった。 
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＜事業概要＞ 

岡山県が一般人・警察官・検察官・保護観察所・矯正施設の長からの通報に対し、調査の上必要があった

者に指定医の診察を受けさせ、措置入院を初めとした入院形態か在宅支援という支援の方向性を出す。倉

敷市は岡山県の地域支援の依頼があれば、事前調査から同行し、支援を行う。 

＜対象者＞ 

精神障がい者 

＜実施主体＞ 

通報対応は岡山県、地域支援は倉敷市 

＜内容・実績＞                                                 （単位：件） 

  区

分 

 

 

 
 
年度 

件 
 

 
 

 
 

 

数 

連 絡 機 関 等 
対 応 結 果（延） 

入 院 継

続

治

療 

保

健

師

フ

ォ

ロ

ー 

そ

の

他 

一

般

人 

警

察

官

通

報 

検

察

官

通

報 

保

護

観

察

所

通

報 

矯

正

施

設

長

通

報 

措

置

入

院 

緊

急

措

置 

応

急

入

院 

医

療

保

護

入

院 

任

意

入

院 

4 76 - 57 5 - 14 9 - 4 11 1 2 29 20 

5 73 - 49 6 - 18 14 - 1 17 1 19 21 16 

6 60 - 35 5 - 20 13 - 2 12 1 1 7 26 

 

③ 当事者会・家族会活動の支援 

(根拠法令 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 第 47 条 昭和 25年５月１日施行) 

ア 当事者会活動の支援 

＜事業概要＞ 

当事者が集い交流を深める中で、相互支援、社会参加促進、啓発活動などを目的に様々な活動を行う。 

＜対象者＞ 

精神障がい者 

＜内  容＞ 

レクリエーション活動・創作活動・生活指導等 

＜事業実績＞                           （単位：回、人） 

会の名称 回 数 延べ参加者数 

かけはし会議 11 67 

 

イ  ピアサポート活動支援事業 

＜事業概要＞ 

精神障がいのある人が自分の経験を活かして、他の障がいのある人と地域や病院等で交流したり、地域

住民等に体験を語る等により、精神障がいを抱える人々への回復の手助けになること、精神障がいの理解と

偏見除去を促進すること、病状以外の理由で長期間入院している人の退院への不安を和らげ退院を促進す

ることを目指して、「ピアサポート活動」が根付くよう体制整備を行う。 

＜負担割合＞ 

国 1/2  県1/4  市 1/4 
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＜対象、内容、事業実績＞ 

内 容 対象 回数、延べ参加者数 

登録派遣 
体験発表 

中学生、大学生、一般住民、 

精神障がい者当事者等 
5 回 398 人 

病院交流会 倉敷神経科病院、まきび病院 9 回 305 人 

人材育成 ピアサポート連絡会 ピアサポートチーム登録者 2 回 41 人 

    

ウ  家族会活動の支援 

＜事業概要＞ 

自助グループである家族会の育成・支援 

＜対象者＞ 

家族 

＜内  容＞ 

健康教育・健康相談・会運営上の相談・助言・サポート等 

＜従事者＞ 

保健師・精神保健福祉士等 

＜事業実績＞                                              （単位：回、人） 

地 区 倉
敷
市
精
神
障
が
い
者 

家
族
会
連
合
会 

倉敷 児島 玉島 水島 真備 

会
の
名
称 

あ
け
ぼ
の
会 

の
ぞ
み
の
会 

暁･

ふ
れ
愛
の
会 

つ
ど
い
の
会 

ひ
な
た
ぼ
っ
こ 

フ
ァ
ミ
リ
ー
の
会 

真
備
ふ
れ
あ
い
の
家 

家
族
の
会 

回  数 12 - - - - - - 

延べ参加者数 95 - - - - - - 

        

エ 家族教室                                             （単位：回、人） 

教室名称 精神障がい者を支える家族のための教室 ひきこもり家族教室 

概要 

精神障がいをもつ当事者の家族に対

して、障がいに対する正しい知識・情

報を提供し、当事者とともに回復の過

程を歩む家族としての役割を考える。

家族同士で情報交換・情報共有する

ことで、当事者への対応の仕方を考

え、家族の抱える不安解消を図り、家

族のセルフケアを向上させる。 

ひきこもり状態にある本人への対応

に苦慮している家族に対して、ひき

こもりのメカニズムを学ぶことで本人

への対応力の向上を図ると共に家

族の孤立を予防する。 

対象者 
倉敷市内に在住の精神障がい者の 

家族及び関係者 

ひきこもり状態にある本人への対応

に悩みや不安を抱えている家族 

内容 医師による講話、交流会 講話、支援機関紹介、交流会 

実施回数 2 5 

参加者延数 29 48 

負担割合 国 1/2  県 1/4  市 1/4  
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④ 倉敷地域自立支援協議会精神部会 

（根拠通知 保健所及び市町村における精神保健福祉業務について 平成 12 年３月 31 日厚生省大臣官房 

障害保健福祉部長通知） 

＜事業概要＞ 

精神保健医療福祉に携わる関係者が、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築のために、

地域課題について具体的方策を検討する。また、より専門性に分けて協議を行うために、「地域移行支援」

「ひきこもり支援」の研修会及び分科会を開催する。 

＜対象者＞ 

精神保健医療福祉に携わる関係者 

＜負担割合＞ 

国 1/2  県1/4  市 1/4（定例会、地域移行・地域生活支援に関する専門分科会のみ） 

＜内容・実績＞                                （単位：回、人） 

倉敷地域自立支援協議会精神部会定例会 

開催日 内容 参加機関及び参加者数 

5月16日 

○精神保健福祉法の一部改正について（報告） 

〇倉敷市障がい者基本計画及び障がい福祉計画について（報

告） 

○自己紹介、地域課題についての意見交換 

32機関 45人 

8月1日 
○ピアサポート活動支援事業について（報告） 

〇グループワーク「ピアサポート活動支援事業の活用について」 
31機関 40人 

11月7日 
○令和6年能登半島地震被災地支援の報告 

〇グループワーク「災害に備える“じぶんのこと、まわりのこと”」 
27機関 36人 

2月6日 
〇令和6年度活動振り返りと令和7年度活動計画 

〇グループワーク「にも包括構築に向けたロードマップ作成」 
29機関 36人 

 

地域移行・地域生活支援に関する専門分科会 

開催日 内容 参加機関及び参加者数 

7 月 4日 
○倉敷市の地域移行支援の取組を振り返る（報告） 

〇病院交流会の今 
16 機関 25 人 

10 月 3 日 

○市内精神科病院入院患者の状況について（報告） 

○精神保健医療福祉分野との連携に関する実態調査 （報告） 

○グループワーク「介護高齢分野と精神保健医療福祉の円滑な

連携のために」 

30 機関 46 人 

1 月 9日 
○令和 6年度の分科会の振り返り（報告） 

○グループワーク「令和 7年度の分科会活動について」 
18 機関 26 人 

 

精神部会におけるひきこもり支援を考える専門分科会 

開催日 内容 参加機関及び参加者数 

6 月 13 日 

○倉敷市保健所におけるひきこもり支援について（報告） 

○分科会について(報告) 

〇情報提供「倉敷市がめざす ひきこもり支援の概要」 

〇グループワーク「さあ動こう～分科会で取り組みたいこと～」 

15 機関 23人 

9 月 5日 
○第 1回分科会について（報告） 

〇グループワーク「作品展をしよう」 
14 機関 22 人 

12 月 5 日 

〇第 2 回分科会、ひきこもり支援関係者研修会、作品展について

（報告） 

〇グループワーク「倉敷地域にはどんな場・居場所が必要か」 

16 機関 26 人 
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ひきこもり支援関係者研修会 

開催日 内容 参加者数 

11 月 22 日 

〇情報提供「岡山県ひきこもり地域支援センターの取り組み 

～家族支援で大切にしていること～」 

 岡山県精神保健福祉センターひきこもり支援コーディネーター葉山朝子氏 

〇ご家族の体験談 

〇クロストーク ご家族×葉山氏 

×岡山県精神科医療センター精神保健福祉士黒岡真澄氏 

30 人 

 

(4) 自殺対策事業 

① 倉敷市自殺対策ネットワーク会議 

（根拠 倉敷市自殺対策ネットワーク会議設置要領 平成 27年４月１日施行） 

倉敷市自殺対策基本条例第 12条 平成 27 年４月１日施行） 

自殺対策基本法第 2条 平成 18年 10 月 28 日施行） 

＜事業概要＞ 

倉敷市自殺対策基本条例第12条の規定に基づき、庁内及び関係機関との連携強化を図り、自殺対策基

本計画を周知、推進する。 

＜対象者＞ 

＊市役所外関係機関（16 機関）： 

警察署（倉敷・児島・玉島・水島）、倉敷市連合医師会（兼産業医会）、病院協会、救急医療機関、精神科

医療機関、岡山県司法書士会、岡山弁護士会、職業安定所、民生委員・児童委員協議会、愛育委員会

連合会、商工会議所、岡山県産業看護部会、岡山県備中保健所、倉敷市議会、倉敷市社会福祉協議会、

高齢者支援センター 

＊市役所内関係部署（26 課）： 

企画経営室、市民活動推進課、人事課、市民課、生活安全課、消費生活センター、男女共同参画課、納

税課、生活福祉課、保健福祉推進課、福祉援護課、障がい福祉課、子育て支援課、子ども相談センター、

健康長寿課（地域包括ケア推進室）、国民健康保険課、介護保険課、保健課、健康づくり課、商工課、住

宅課、警防課、労働雇用政策課、指導課、生涯学習課、青少年育成センター 

＜内容･実績＞ 

開催日 内 容 対象者  
参加者数（機関・課） 

含：事務局 

7月17日 

〇報告「自殺の現状と自殺対策基本計画の推進について」 

〇講話「ゲートキーパーについて」 

〇意見交換 

「令和5年度の取組状況と令和6年度の活動の方向性」 

庁内外 

委員 

40人 

（庁内16人、庁外24人） 

1月15日 

〇報告「倉敷市の自殺の現状について」 

〇話題提供「倉敷市の自損による救急搬送者の分析と他自

治体の調査結果から考える今後の自殺予防対策」 

〇意見交換 

①各部署で工夫していること 

②相談窓口カードの活用方法 

③各職場内での周知について、工夫していること 

④各職場での職員のフォロー体制 

庁内外 

委員 

38人 

（庁外16人、庁内22人） 

    

② 普及啓発活動 

（根拠法令 自殺対策基本法 第 6条 平成 18年 10 月 28 日施行） 

＜事業概要＞ 

愛育委員会等の組織や広報紙、メディアの活用や関係機関と連携しながら、世界自殺予防デーや自殺対

策強化月間に合わせ、全市的に啓発活動を行う。 
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＜負担割合＞ 

県 1/2  市 1/2 

＜事業内容・実績＞ 

区 分 事業内容・実績 

広報紙・ 

メディアの 

活用 

＊広報紙に自殺予防や心の健康づくりに関連する記事を掲載。心の健康相談も毎月紹介 

＊市役所電子掲示板で啓発 

＊倉敷市公式アプリ、くらちゃん健幸アプリへの掲載 

＊Instagramの広告コンテンツを作成し配信 

＊ホームページにて自殺対策相談窓口の周知 

関係機関と

連携 

＊JR倉敷駅・新倉敷駅・茶屋町駅・児島駅・水島臨海鉄道水島駅・スーパー等街頭にて、自
殺予防と相談窓口の紹介を行う（くらしき心ほっとサポーター等と協働） 

＊心の健康相談・多重債務に関する相談窓口カードを作成し、愛育委員等と協働して、
23,965枚を地域の人の目につきやすい場所に配布・設置・携帯する 

＊保健所ホールにて自殺予防や心の健康づくりに関する資料展示 
＊愛育委員会やミニ健康展、小地域ケア会議、イベント等あらゆる機会を捉え啓発実施 

 

③ ゲートキーパー養成（人材育成） 

（根拠法令 自殺対策基本法 第 16 条 平成 18 年 10 月 28 日施行） 

＜事業概要＞ 

自殺の防止等の充実にあたっては、人材の確保・養成・資質の向上が必要不可欠であり、実践的取り組

みとして市役所・地域別人材育成研修会を実施する。 

＜負担割合＞ 

県 1/2  市 1/2 

＜事業実績＞ 
庁内版 

 対  象 回数 参加者数 

中堅教職員資質向上研修 1 37 

生徒支援コーディネーター研修 １ 40 

合計 2 77 

地域版 

対  象 回数 参加者数 

高校・大学関係 7 1,492 

愛育委員 9 275 

職域 8 338 

生きるを支えるフォーラム １ 174 

その他地区組織、一般市民等 4 69 

合 計 29 2,348 

 

④ 生きるを支えるフォーラム 

（根拠法令 自殺対策基本法 第 17 条 平成 18 年 10 月 28 日施行） 

＜事業概要＞ 

自殺予防講座を平成 25 年度より「生きるを支えるフォーラム」と名称を変更し、自殺対策の関連機関等と

連携強化を図り、自殺予防の正しい知識と周囲の対応方法を伝え、地域の絆を深め市民一人ひとりがより生

きていく力を強化することを目的に開催する。 

＜対象者＞ 

一般市民（支援者や地域のキーパーソンである関心層） 

＜負担割合＞ 

県  1/2  市 1/2 
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＜内容・実績＞ 

開催日 内  容 参加者数 

10月26日 

１ 基 調 講 演 ：「私たちは、なぜ『死にたい』のか～自殺未遂、精神障が
い、生活保護の経験から見えてきたこと～」 
講師：東京大学大学院経済学研究科 特任専門職員 小林エリコ氏 

２ 報告：「倉敷市の自殺の現状と取組について」 
３ クロストーク： 
活動報告「おすそわけができる社会を目指す活動報告」 
 NPO法人 One 理事長 田村操希氏 

小林エリコ氏×田村操希氏×社会福祉士 佐藤伸隆氏（ファシリテーター） 

会場151人 

オンライン配信 

同時視聴 

最大23人 

YouTube再生 

363回 

 

⑤ 弁護士・司法書士による「こころとくらしの相談会」 

（根拠法令 自殺対策基本法 第 19 条 平成 18 年 10 月 28 日施行） 

＜事業概要＞ 

市民が悩みを抱え込まず相談ができ、悩みの軽減や解決方法等の手がかりが得られる場の提供と、必要

に応じて支援につなげることを目的に開催する。 

＜対象者＞ 

一般市民 

＜負担割合＞ 

県 1/2  市 1/2 

＜内容・実績＞ 

開催日 相談件数 

10月26日 5 

 

⑥ 自殺未遂者支援事業 

（根拠法令 自殺対策基本法 第 19～20 条 平成 18年 10 月 28 日施行） 

＜事業概要＞ 

自殺未遂者またはその家族に対し、倉敷市保健所が積極的に介入して、適切な支援を図ることにより、再

度自殺企図のないように支援する。また支援事例を通じて、関係機関の役割やネットワークについて分析し、

地区特性に応じた相談支援体制の整備や人材育成のあり方について検討する。 

＜負担割合＞ 

県 2/3  市 1/3 

＜事業実績＞ 

ア 評価会議（２回）・・・・・支援経過報告・事業の体制整備等 

事例検討会（２回）・・・新規事例等の支援方針の検討 

（個別支援状況） 

前年度継続 新規 終了 継続支援 

12 9 10 11 

    

（対象者の状況） 

年代 10 歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代 80 歳代 合計 

男性 1 - - 2 2 1 - 2 8 

女性 4 3 3 - 1 1 1 - 13 

          

(対象者の要因 ＊複数掲載) 

家族問題 経済問題 住居問題 健康問題 その他 過去の未遂歴 

11 6 - 11 18 9 
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イ 救急告示医療機関・精神科医療機関を対象とした情報交換会の開催 

＜内容・実績＞ 

開催日 内容 参加者数 

3 月 12 日 

１ 講話「救急の現場で『死にたい』に関わる」 

  講師 岡山県精神科医療センター東古松サンクト診療所 高瀨真知所長 

２ 倉敷市自殺未遂者支援事業について 

３ 情報提供 

  「倉敷市自殺未遂者支援事業を利用しての実際について」 

   倉敷中央病院 医療福祉相談室 曽我比呂子室長 

  「倉敷市自殺未遂者支援事業の取り組みについて」 

   川崎医科大学附属病院 医療福祉相談室 金島由佳医療ソーシャルワーカー 

４ グループワーク 

7 機関 

12 人 

(5) その他事業 

精神障がい者保健福祉手帳の交付 

(根拠法令 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 第 45 条 昭和 25年５月１日施行) 

＜事業概要＞ 

一定の精神障がいの状態にあることを証する手帳の交付を受けた者に対し、各方面から種々の支援策が

取られることを通して、精神障がい者の社会復帰と自立、社会参加の促進を図る。障がいが生活に支障を及

ぼしている程度により、１級～３級までの区分がある。 

＜対象者＞ 

精神疾患を有する者のうち、精神障がいのため長期にわたり日常生活または社会生活への制約がある者 

＜有効期間＞ 

２年（２年ごとに障がいの状態を再認定し、更新する。） 

＜支援施策＞ 

税・公共料金の減免、各種施設の利用料金の割引、路線バス・JR旅客運賃の割引、NHK受信料の減免な

ど 

＜実施主体＞ 

県 

＜手帳所持者数＞                              各年度末現在 （単位：人） 

等級 

年度         
１ 級 ２ 級 ３ 級 計 

4 429 3,466 844 4,739 

5 396 3,617 932 4,945 

6 383 3,816 1,046 5,245 

（ 

内 

訳
） 

倉 敷 188 1,881 526 2,595 

児 島 46 522 172 740 

玉 島 57 489 127 673 

水   島 67 769 183 1,019 

真   備 25 155 38 218 

２ 難病対策 

(1) 医療費等の助成 

① 指定難病医療支援事業 

(根拠 岡山県特定疾患治療研究事業実施要綱 平成10年５月１日施行) 

難病の患者に対する医療等に関する法律 平成27年１月１日施行） 

岡山県特定医療費支給認定実施要綱 平成27年１月１日施行） 
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＜事業概要＞ 

原因不明で、治療方法が確立していない難病のうち、国が定める疾病にかかっており、病態など一定の基

準を満たす患者の医療費の自己負担分の一部を公費負担する。 

＜対象者＞ 

国が定める指定難病及び特定疾患治療研究事業の対象疾病患者 

＜内  容＞ 

対象疾病の医療費について医療保険各法に基づく自己負担分の一部を公費負担する。 

＜実施主体＞ 

県 

＜実施時期＞ 

平成 13 年度より実施 

＜負担割合＞ 

国 1/2 県 1/2 

＜事業実績＞                                              （単位：人） 

地  区 

年  度 
倉  敷 児  島 

玉  島 

（真備地区含む） 
水  島 合  計 

4 2,147 715 876 861 4,599 

5 2,358 748 854 922 4,882 

6 2,379 744 851 919 4,893 

 

② スモンに対するはり、きゅう及びマッサージ治療研究事業 

(根拠 スモンに対するはり、きゅう及びマッサージ治療研究事業実施要綱 昭和53年12月１日施行) 

＜事業概要＞ 

スモン患者に、はり、きゅう及びマッサージを実施することにより、スモンに対するはり等治療に関する研究

を行うとともにスモン患者治療費の負担軽減を図る。 

＜対象者＞ 

スモン患者 

＜内  容＞ 

７回（１か月／１人）まで公費負担 

＜実施主体＞ 

県 

＜実施時期＞ 

平成 13 年度より実施 

＜負担割合＞ 

国 10/10 

＜受給認定者数＞                                             （単位：人） 

年  度 3 4 5 6 

受給認定者数 5 4 5 5 

 

③ 小児慢性特定疾病医療支援事業 

（根拠法令 児童福祉法 第 19 条の２ 昭和 22年 12 月 12 日施行） 

＜事業概要＞ 

小児慢性特定疾病にかかっている児童等について、健全育成の観点から、患者家族の医療費の負担軽

減を図るため、その医療費の自己負担分の一部を助成する。  

＜対象者＞ 

倉敷市内に住所を有する児童で、小児慢性特定疾病にかかっており、当該疾病の程度が一定以上であ

る児童等（原則 18才未満） 

＜内  容＞ 

対象疾病の医療費について医療保険各法に基づく自己負担部分の一部を公費負担する。 
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＜実施時期＞ 

平成 14 年度より実施 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

＜年度中の承認患者数＞                                  （単位：人） 

年度 
疾患群 

4 5 6 

悪 性 新 生 物 62 60 55 

慢 性 腎 疾 患 29 32 31 

慢 性 呼 吸 器 疾 患 31 22 43 

慢 性 心 疾 患 76 78 69 

内 分 泌 疾 患 120 112 99 

膠 原 病 18 19 18 

糖 尿 病 29 29 26 

先 天 性 代 謝 異 常 15 14 13 

血 液 疾 患 13 15 21 

免 疫 疾 患 3 3 3 

神 経 ・ 筋 疾 患 46 55 46 

慢 性 消 化 器 疾 患 48 58 63 

先 天 異 常 症 候 群 18 21 16 

皮 膚 疾 患 1 - 1 

骨 系 統 疾 患 8 10 9 

脈 管 系 疾 患 1 - 3 

計 518 528 516 

 

(2) 難病患者地域支援対策推進事業 
① 在宅療養支援計画策定評価事業 

(根拠 難病特別対策推進事業実施要綱 平成10年４月９日健医発635号厚生省保健医療局長通知) 

＜事業概要＞ 

要支援難病患者に対し、個々の患者等の実態に応じてきめ細かな支援を行うため、各種サービスの適切

な提供に資する支援計画の策定及びこれの評価を行う。 

＜対象者＞ 

在宅療養中の要支援難病患者及びその家族 

＜実施時期＞ 

平成 13 年度より実施 

＜費用負担＞ 

国 1/2  市 1/2 

＜事業実績＞ 

            区 分 
年 度 策定件数（件） 評価件数（件） 出 席 者 数（人） 

4 10 10 94 

5 19 19 123 

6 43 43 264 

※ 在宅療養患者の対応の検討と管内関係団体・機関との連携調整等を実施。 
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② 訪問相談員育成事業 

(根拠 難病特別対策推進事業実施要綱 平成10年４月９日健医発第635号厚生省保健医療局長通知) 

＜事業概要＞ 

要支援難病患者やその家族が抱える日常生活上及び療養上の悩みについて、個別の相談、助言等を行

う訪問相談員の確保と資質の向上を図るため、訪問相談員等の育成を行う。 

＜対象者＞ 

保健師や看護師等 

＜事業内容＞ 

ア 難病訪問相談員連絡会 

年度 実施回数 内 容 参加人数 

6 1 
･訪問事業利用者の支援について 

・訪問活動での気づき 
3 

 

イ 難病支援関係者研修会 ※③難病研修会参照 

③ 難病研修会 

（根拠 倉敷市難病患者地域対策推進事業実施要領 平成 13 年４月１日） 

地域での難病ケアの質の向上のため、難病支援関係者に対し医師等の講演などにより研修会を開催する。 

＜対象者＞ 

保健師や看護師等 

＜実施時期＞ 

平成 13 年度より実施 

＜費用負担＞ 

国 1/2  市 1/2 

＜事業内容＞ 

区分 
年度 

実施回数 内 容 出席者数（延べ） 

4 1 
難病制度・難病支援にかかわる障がい福祉制度について 
倉敷市の難病対策について 

110 

5 2 

講話 
・摂食・嚥下について 
・医療処置選択について 

142 

6 2 
コミュニケーション機器について 
（導入時に使える制度、機器使用体験） 

94 

 

④ 医療福祉相談事業 

（根拠 難病特別対策推進事業実施要綱 平成10年４月９日健医発635号厚生省保健医療局長通知） 

＜事業概要＞ 

難病患者等の療養上の不安の解消を図るため、医療福祉相談班による相談、指導、助言を行う。 

＜対象者＞ 

市内に住所を有する難病患者及びその家族 

＜内  容＞ 

・医師による医療相談 

・理学療法士、言語聴覚士によるリハビリテーション相談 

・栄養士による栄養相談、歯科衛生士による歯科相談、保健師等による療養生活に関する相談 

＜実施時期＞ 

平成13年度より実施 

＜費用負担＞ 

国 1/2  市 1/2 
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＜事業実績＞ 

年  度 実施回数 参加者数 
相 談 別 内 訳 

医 療 リハビリ 栄 養 歯科 その他 計 

4 1 12 5 5 - 1 - 11 

5 4 27 14 5 3 2 1 25 

6 3 13 6 2 - - - 8 

 

⑤ 訪問相談・指導事業 

（根拠 難病特別対策推進事業実施要綱 平成10年４月９日健医発635号厚生省保健医療局長通知） 

保健師等による個別支援の必要な対象者を早期に把握し、適切な支援を行うことを目的として電話・面接、

家庭訪問による保健指導を行う。 

＜対象者＞ 

市内に住所を有する難病患者及びその家族 

＜内  容＞ 

保健師・難病訪問相談員等による電話・面接、家庭訪問による保健指導   （単位：件） 

年 度 電話・面接相談 訪問相談 うち訪問相談員による訪問相談（再掲） 

4 1,271 116 52 

5 1,161 143 42 

6 1,039 150 49 

 

⑥ 在宅療養教室（医療福祉相談事業 疾患別難病患者家族交流会含む） 

（根拠 倉敷市難病患者地域対策推進事業実施要領 平成 13 年４月１日） 

＜事業概要＞ 

在宅療養の質を高める講話等や、疾患の種類に関わらず参加者同士で交流する機会を設け、難病患者

やその家族のＱＯＬの向上を図る。 

＜対象者＞ 

市内に住所を有する難病患者及びその家族 

＜事業実績と内容＞ 

区分 

年度 
内     容 回数 参加者数 

4 新型コロナウイルス感染症のため中止 - - 

5 

・医師による疾患に関する講話 
（多発性硬化症／多系統萎縮症／全身性エリトマ
トーデス） 
・患者家族同士の交流 

3 43 

6 
・医師による疾患に関する講話 
（重症筋無力症/パーキンソン病） 
・患者家族同士の交流 

2 54 
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⑦ 難病地域ケアシステム推進事業（難病ケア関係者連絡会） 

（根拠 倉敷市難病患者地域対策推進事業実施要領 平成 13 年４月１日） 

＜事業概要＞ 

難病支援関係者がそれぞれの支援の現状・役割を理解し連携することができる体制づくりや、難病支援に

おける課題解決に向けた取り組みについて検討する。 

＜対象者＞ 

市内の在宅難病患者にかかわる支援者 

＜事業内容＞ 

区分 
年度 

実施回数 内 容 出席者数 

4 6 

各地区訪問看護ステーション連絡会 
倉敷地区 １回 
水島地区 ３回 
玉島・真備地区 ２回 

79 

5 
1 レスパイト受け入れ医療機関連絡会 15 

1 水島圏域訪問看護ステーション連絡会 5 

6 1 難病ケア関係者連絡会 84 

 

(3) 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業 
（根拠法令 児童福祉法 第 19 条の 22 昭和 22 年 12 月 12 日施行） 

＜事業概要＞ 

慢性的な疾病にかかっていることにより、長期にわたり療養を必要とする児童等の健全育成及び自立促進

を図るため、小児慢性特定疾病児童等及びその家族からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言、関

係機関との連絡調整等を行う。 

＜対象者＞ 

小児慢性特定疾病児童等及びその家族等 

＜内 容＞ 

・相談支援事業、小児慢性特定疾病児童等自立支援員による支援（必須事業） 

・相互交流支援事業、その他自立支援事業（長期入院等に伴う学習の遅れ等についての学習支援） 

 （努力義務事業） 

＜実施時期＞ 

平成 27 年度より実施 

＜負担割合＞ 

国 1/2 市 1/2 

＜事業実績＞ 

ア 自立支援員等による電話・面接、家庭訪問による保健指導（単位：件） 

年 度 電話・面接相談 訪問相談 

4 96 2 

5 136 8 

6 149 13 

※ 訪問相談の対象は主に日常生活用具申請に伴う調査や関係機関から相談のあった事例等 
 

イ 相互交流支援事業（保健所実施分） 

年度 回数 内 容 参加者数 

4 - 新型コロナウイルス感染症のため中止 - 

5 1 心臓疾患をもつお子さまと家族のつどい 13 

6 1 医療的ケア児と家族のつどい 
会場参加 5 

動画配信 7 
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ウ 相互交流支援・学習支援事業（認定ＮＰＯ法人ポケットサポートへ委託） 

開催方法 実施回数 利用人数（実） 
利用者数（延） 

（保護者数（延）） 

病棟支援（倉敷市開催日） 98 23 64(54) 

地域出張交流イベント 

（倉敷市在住者） 
19 39 81 

合計 117 61 199 

    ※ 利用人数（延）には、小児慢性特定疾病児童等およびきょうだい児、保護者を含む。 

 

３ 原子爆弾被爆者援護事業 

（根拠法令 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 平成６年 12月 16 日法律第 117 号） 

＜事業概要＞ 

原子爆弾被爆者に対し、保健、医療及び福祉にわたる総合的な援護対策を講じる。 

＜対象者＞ 

被爆者健康手帳及び、第一種・第二種健康診断受診者証所持者 

＜内  容＞ 

手帳及び手当等に関する各種申請・届出を受理するとともに、健康の保持増進を図るため、健康診断を

実施する。（手帳の交付・手当の支給等は県が実施） 

＜法定受託事務実施主体＞ 

県 

＜実施時期＞ 

平成 13 年度より実施 

＜負担割合＞ 

手当・健康診断 国 10/10  事務費 国 1/2 県 1/2 

被爆者健康診断の実施                                            令和６年度 

種別 

 

実施別 

一  般  検  査 精  密  検  査 

対象者数 
A（人） 

受診者数 
B（人） 

受診率 
B/A（％） 

対象者数 
A（人） 

受診者数 
B（人） 

受診率 
B/A（％） 

第1回 226 64 28.3 12 - - 

第2回 223 54 24.2 5 - - 

がん検診 221 44 19.9 9 - - 

※ 精密検査受診者数は、県と委託契約をした精密検査委託医療機関において、その契約に基づく精密検
査を受診した人数。精密検査対象者には、かかりつけ医や医療機関において相談・受診を行うように通知
している。 
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４ 骨髄バンク推進事業 

(1) 骨髄バンク普及啓発事業 

（根拠法令 移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律  平成 24年法律第 90 号） 

＜事業概要＞ 

白血病、再生不良性貧血等の血液難病患者にとって、有効な治療法である骨髄移植に関する正しい知識

の普及啓発を行う。市民の骨髄移植に対する理解を深め、骨髄バンク事業の推進を図る。 

＜実施時期＞ 

平成 23 年度より実施 

＜普及啓発実績＞ 

年度 場 所 

4 市広報紙での啓発（10 月） 

5 市広報紙での啓発（10 月） 

6 市広報紙での啓発（10 月） 

 

＜ドナー登録会実績＞ 

年度 場 所 登録者数（人） 

4 新型コロナウイルス感染症のため、なし - 

5 川崎医療福祉大学 15 

6 川崎医療福祉大学 10 

 

(2) 骨髄・末梢血幹細胞ドナー等助成事業 

（根拠 骨髄・末梢血幹細胞ドナー等助成金交付要綱） 

＜事業概要＞ 

公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において、倉敷市に住所を有する方が骨髄又

は末梢血幹細胞の提供者（ドナー）になった場合に、ドナーとドナーを雇用する事業者を対象に助成金を交

付する。 

＜対象者・助成額＞ 

・骨髄バンク事業において骨髄等の提供を行った日に市内に住所を有するドナーで、当該骨髄等の提供

について他の自治体等から助成を受けていない者 

通院１日あたり  5,000 円 

入院１日あたり 20,000 円 

※ １回の骨髄等の提供についての限度額 105,000 円 

※ 入通院は、骨髄等の提供にかかるものに限る。 

・上記ドナーを国内の事業所（国、地方公共団体及び独立行政法人を除く。）で雇用している事業者 

ドナーの休業１日あたり 10,000 円 

※ １回の骨髄等の提供についての限度額 90,000 円 

※ 骨髄等の提供にかかる休業に限る。 

＜実施時期＞ 

平成 28 年度より実施 

＜負担割合＞ 

県 1/2  市 1/2 

＜助成実績＞                                 （単位：円） 

年度 4 5 6 

助成総額 1,075,000 800,000 210,000 
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第五 感染症対策 

１ 感染症対策 

 

(1) 感染症発生状況 
（根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第６条、第 12条他  

平成11年４月１日施行） 

＜事業概要＞ 

感染症患者発生時、患者への調査指導、該当業務への就業制限、消毒の指示、接触者への健康診断の

勧告等を行い、感染症のまん延を予防するとともに発生予防のための普及啓発を行う。 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

① 三類感染症等届出状況（二類の結核は別掲。その他一・二類の発生は無し） 

 

② 腸管出血性大腸菌感染症届出状況詳細 

＜年齢別届出状況＞                                                （単位：人） 

 

＜型別届出状況＞                                                 （単位：件） 

 

＜月別届出状況＞                                                 （単位：人） 

 

 

 

   種

別 

 

年 

新型インフルエンザ

等感染症 
三    類 

新型コロナウイルス 

感染症 
細菌性赤痢 腸チフス パラチフス 

腸管出血性 

大腸菌感染症 
計 

4 74,056 - - - 27 27 

5 4,445 1 - - 27 28 

6  - - - 24 24 

年齢区分 

 

年 

0～ 

9歳 

10～ 

19歳 

20～ 

29歳 

30～ 

39歳 

40～ 

49歳 

50～ 

59歳 

60～ 

69歳 

70歳

以上 
計 

4 7 3 5 10 1 1 - - 27 

5 3 6 7 4 4 2 - 1 27 

6 3 1 4 4 4 5 1 2 24 

型別 
年 

O－157 O－26 O－111 O－103 その他 不明 計 

4 19 

 

3 

 

- 2 2 1 27 

5 20 1 - 3 1 2 27 

6 1７ 2 1 2 1 1 24 

月別 

年 
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 

4 1 - - 1 1 5 4 5 4 1 4 1 27 

5 - - 1 - 1 6 3 7 2 2 4 1 27 

6 - - 1 1 2 2 1 5 7 3 1 1 24 
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③ 四類・五類感染症届出状況                                （単位：人） 

年 
疾 患 名 4 5 

 

    6 

 

四

類

感

染

症 

Ａ型肝炎 - - 1 

Ｅ型肝炎 1 - - 

エムポックス - 1 - 

オウム病 - 1 - 

重症熱性血小板減少症候群 3 - - 

つつが虫病 - - - 

デング熱 1 - - 

日本紅斑熱 4 4 11 

ボツリヌス症 - - - 

マラリア 1 - - 

レジオネラ症 20 11 15 

五

類

感

染

症 

アメーバ赤痢 5 3 2 

ウイルス性肝炎（Ｂ・Ｃ・その他） 1 2 - 

カルバペネム耐性腸内細菌目細菌感染症 15 19 28 

急性弛緩性麻痺 - 1 - 

急性脳炎 - 6 2 

クロイツフェルト・ヤコブ病 2 - 1 

劇症型溶血性レンサ球菌感染症 2 2 9 

後天性免疫不全症候群（HIV感染含む） 2 4 6 

ジアルジア症 - 1 - 

侵襲性インフルエンザ菌感染症 - 7 5 

侵襲性肺炎球菌感染症 14 13 14 

水痘（入院） 1 1 - 

先天性風しん症候群 - - - 

梅毒 74 91 114 

幡種性クリプトコックス症 1 - 1 

破傷風 1 2 - 

バンコマイシン耐性腸球菌感染症 - - - 

百日咳 13 8 6 

麻しん - - - 

風しん - - - 

侵襲性髄膜炎菌感染症 - - 2 

薬剤耐性アシネトバクター感染症 - 1 - 

合 計 161 178 217 
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(2) 感染症診査協議会（結核を除く） 

（根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第 24 条） 

＜事業概要＞ 

一類・二類感染症患者発生時、入院が必要な場合応急的に入院させ、72 時間以内に感染症診査協議会

を設置し、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 20 条１項の「10 日以内の入院勧

告」及び同条第４項の「入院の期間の延長」に関する必要な事項を審議する。 
 

(3) 普及啓発事業（エイズ・結核は別掲） 

（根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第10条） 

＜事業概要＞ 

感染症の予防及びまん延防止のため、正しい知識や予防のための普及啓発を行う。 

＜対象者＞ 

市民及び集団発生の恐れのある団体・社会福祉施設等 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

① 健康教育 

※ その他は栄養委員、自主グループ、学校保健関係者、一般住民など 

 

② 普及啓発及び広報 

広報くらしき、倉敷ケーブルテレビ、ホームページ、声の広報くらしき、公式 SNS など 

③ 研修会 

  対 象：倉敷市の所管する社会福祉施設等（高齢者・児童含む）の管理者および感染症対策担当者 

   方 法：ＷＥＢ動画配信 

配 信 期 間：令和６年 11月５日～令和６年 12 月 24 日 

      申 込 数： 390 件（福祉援護課、生活福祉課、保健福祉推進課、子育て支援課、保育・幼稚園課、健康

長寿課、指導監査課、障がい福祉課、保健体育課 含む） 

        動画視聴数：１部：1,314 回、２部：898 回、３部：707 回、特別番外編：519 回 再生 

      内 容：１部 「社会福祉施設における感染症対策と抗菌薬適正使用」 

講師：水島協同病院診療部副部長 救急総合診療科科長 山本勇気医師 

２部 「基本的な感染対策について 実践編」講師：倉敷中央病院 岡本明希看護師 

３部 「正しく知ろう結核の常識～子どもも大人も要注意～」 

「感染症集団発生時の対応について」 倉敷市保健所感染症係 

特別番外編 「PPEの着脱方法」 

 

(4) 社会福祉施設集団発生対応 

（根拠通知 社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について 平成 17 年２月 22 日付け健発 

第 0222022 号／薬食発第 0222001 号／雇児発第 0222001 号／社援発第 0222002 号／老発第

0222001 号） 

＜事業概要＞ 

社会福祉施設等における感染症集団発生時の迅速な報告の徹底及びまん延防止のための指導等を、社

会福祉施設主管課と連携し実施する。 

対象 

年度 

親子クラブ会員 愛 育 委 員 そ の 他 計 

回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数 

4 15 182 

 

78 2,162 79 3,190 172 5,534 

5 7 137 43 1,086 30 1,946 80 3,169 

6 2 24 28 803 31 856 61 1,683 
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＜集団発生報告件数＞ ※保育園を除く                                 （単位：件） 

※ 新型コロナウイルス感染症は５類感染症移行（令和５年５月８日）後の報告数 

(5) 発生動向調査事業 
（根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第 14条 平成 11年４月１日施行） 

＜事業概要＞ 

感染症の発生状況を迅速に把握・分析し、その結果を公開・提供することで、医療機関や市民の感染症

予防を支援する。 

＜対  象＞ 

指定届出機関の管理者より報告 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

① 定点把握感染症報告数                          令和６年１月～令和６年 12月（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  度 感染性

胃腸炎 

インフル

エンザ 

新型コロナ

ウイルス 

インフルエンザ及び 

新型コロナウイルス（併発） 

腸管出血性 

大腸菌 
計 

4 3 2 - - - 5 

5 6 16 108 - - 130 

6 7 16 82 9 - 114 

内科定点（週報）  基幹定点（週報） 

疾 患 名 報告数 
定   点

当たり数 

 
疾 患 名 報  告  数 

 

イ ン フ ル エ ン ザ 6,529 408.06  細 菌 性 髄 膜 炎 4 

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 6,866 429.13  無 菌 性 髄 膜 炎 22 

※  新型コロナウイルスの報告数は、５類感染症移

行（令和５年５月８日）後の報告数。 

 

 マ イ コ プ ラ ズ マ 肺 炎 122 

 ク ラ ミ ジ ア 肺 炎 - 

感染性胃腸炎（ロタウイルス） - 

小児科定点 （週報）    

疾 患 名 報告数 
定   点    

当たり数    

Ｒ Ｓ ウ イ ル ス 感 染 症 693 63.00    

咽 頭 結 膜 熱 196 17.82  基幹定点（月報） 

Ａ 群 溶 血 性 レ ン サ 
1,381 125.55 

 
疾 患 名 報  告  数 

球 菌 咽 頭 炎  

感 染 性 胃 腸 炎 1,699 154.45  メ チ シ リ ン 耐 性 
33 

水 痘 47 4.27  黄 色 ブ ド ウ 球菌感染症 

手 足 口 病 1,394 126.73  ペ ニ シ リ ン 耐 性 
- 

伝 染 性 紅 斑 43 3.91  肺 炎 球 菌 感 染 症 

突 発 性 発 疹 164 14.91  薬剤耐性緑膿菌感染症 - 

ヘ ル パ ン ギ ー ナ 182 16.55   
 

流 行 性 耳 下 腺 炎 14 1.27   

眼科定点（週報）  ＳＴＤ定点（月報） 

疾 患 名 報告数 
定  点 

当たり数 

 
疾 患 名 報告数 

定  点 

当たり数 

急 性 出 血 性 結 膜 炎 1 0.25  性 器 ク ラ ミ ジ ア 感 染 症 184 46.00 

流 行 性 角 結 膜 炎 97 24.25  性器ヘルペスウイルス感染症 35 8.75 

    尖 圭 コ ン ジ ロ ー マ 17 4.25 

    淋 菌 感 染 症 80 20.00 
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２ エイズ対策 

 

(1) 普及啓発事業 
（根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第 11 条、後天性免疫不全症候群

に関する特定感染症予防指針 平成 18 年３月２日告示）  

＜事業概要＞ 

エイズのまん延を防止するため、正しい知識の普及啓発を行う。 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

① 健康教育（対象者には啓発パンフレット・チラシを配布） 

 

 

 

 

 

 

 

② 世界エイズデー関連事業 

エイズまん延防止と患者・感染者に対する差別偏見の解消を図ることを目的とし、12 月１日の世界エイズデー

に併せ、エイズ予防・普及啓発のための様々なイベントを実施 

ア レッドリボン着用運動 

エイズに対する理解と支援の象徴となるレッドリボンを、保健所職員等に配布、理解促進のため着用を呼

びかける。 

イ ミニエイズ展 

保健所において、パネル展示・啓発パンフレット・啓発カード配布等を実施 

ウ 広報での普及啓発 

広報くらしき、ホームページ、ＳＮＳ 

エ 若年層への普及啓発 

大学や企業等において、若年・壮年期を対象に啓発グッズ等の配布を実施 

③ パンフレット・ちらし等の配布（世界エイズデー関連事業を除く） 

県・岡山市と協働で、ＨＩＶ検査啓発カードを作成。ＮＧＯ等ＭＳＭ関連団体と連携して配布 

④ その他の広報（世界エイズデー関連事業を除く） 

広報くらしき、ホームページ、エフエムくらしき、倉敷市保健所ロビーでの展示、倉敷市公式 SNS、倉敷市

保健所公式 SNS で普及啓発 

⑤ エイズ出前講座 

＜事業概要＞ 

エイズ・性感染症に関する正しい知識や予防の普及啓発を図ることを目的に、専門講師を派遣し講習会

を実施（対象者にパンフレットを配布） 

＜対象者＞ 

市内の小学校・中学校・高等学校・大学・専門学校などの団体 

 

 

 

 

 

 

 

対象 

年度 

親子クラブ会員 愛 育 委 員 そ  の  他 計 

回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数 

4 1 18 25 705 15 859 41 1,582 

5 - - 20 626 8 246 28 872 

6 2 37 19 483 7 1,055 28 1,575 

対象 

年度 

中学校 高等学校 その他 計 

回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数 

4 - - 1 68 - - 1 68 

5 - - 2 200 1 292 3 492 

6 - - 2 387 2 252 4 639 
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(2) エイズ・性感染症相談事業 

（根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第 11 条、後天性免疫不全症候群

に関する特定感染症予防指針 平成 18 年３月２日告示） 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

＜事業概要＞ 

エイズやその他の性感染症に関する相談対応、専門相談員による相談・ＨＩＶ抗体検査予約専用電話の設置 

＜相談件数＞                      （単位:件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ＨＩＶ抗体検査事業 

（根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第 11 条、後天性免疫不全症候群

に関する特定感染症予防指針 平成 18 年３月２日告示） 

＜事業概要＞ 

ＨＩＶ感染の不安のある者に対して、無料・匿名で相談・検査を実施 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

＜検査実施件数＞                                 (単位：件) 

 

 

 

 

 

３ 結核対策 

(1) 結核予防事業 

(根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 平成 11 年４月１日施行) 

＜事業概要＞ 

結核の予防及び結核患者に対する適切な医療の普及を図ることによって、結核が個人的にも社会的にも

害を及ぼすことを防止し、公共の福祉を増進する。 

① 定期健康診断 

（根拠法令 感染症法 第 53 条の２） 

＜対象者年齢＞ 

満 65 歳以上 

＜内 容＞ 

直接撮影実施 

公益財団法人岡山県健康づくり財団、倉敷市連合医師会に委託  

年  度 男 女 計 

4 241 123 364 

(再掲)ホットライン 211 90 301 

5 321 102 423 

(再掲)ホットライン 240 85 325 

6 223 101 324 

(再掲)ホットライン 154 73 227 

年  度 男 女 計 再掲（迅速検査） 

4 67 25 92 19 

 5 155 26 181 55 

6 104 42 146 41 
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＜事業実績＞                                            （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

② 定期予防接種 

（根拠法令 予防接種法） 

＜事業概要＞ 

幼児期結核の感染予防を行う。 

＜対象者年齢＞ 

１歳未満 

＜内 容＞ 

ＢＣＧ接種 

倉敷市連合医師会等に委託 

＜事業実績＞                                            （単位：人） 

 

 

 

 

③ 普及啓発事業 

（根拠法令 感染症法 第３条、結核に関する特定感染症指針平成 23年５月 16 日施行） 

＜対象者＞ 

市民 

＜負担割合＞ 

国10／10  (感染症対策特別促進事業) 

ア 健康教育 

 

  

年  度 

区  分 
4 5 6 

胸部レントゲン健診 
該当者 132,910 132,805 132,510 

受診者 21,162 21,401 22,108 

年   度 4 5 6 

接 種 者 数 3,622 3,339    3,196 

区分 

 

 

 

 

 

年度 

総

実

施

回

数 

総

人

数 

対             象 

親
子
ク
ラ
ブ 

愛

育

委

員 

老
人
ク
ラ
ブ 

一

般

住

民 

医
療
関
係
者 

施

設

職

員 

回
数 

人
数 

回
数 

人
数 

回
数 

人
数 

回
数 

人
数 

回
数 

人
数 

回
数 

人
数 

4 55 1,945 - - 45 1,234 1 22 8 400 - - 1 289 

5 47 2,364 - - 40 1,250 - - 6 121 - - 1 993 

6 65 2,351 1 7 46 1,422 - - 17 532 - - 1 390 
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(2) 結核対策事業 

① 結核患者管理（届出・登録）  感染症法 第 53 条 

ア 年末結核登録患者数（年齢階級・総合患者分類別）                     令和６年末現在 

 

イ 年末結核登録患者数（受診状況・総合患者分類別）            令和６年末現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分  

 

 

 

 

 

 

 

年齢区分       

登

録

患

者

総

数 

 活  動  性  結  核 

不

活

動

性

結

核 

活

動

性

不

明 

潜在性結核

感染症 

（別掲） 活

動

性

結

核

総

数 

肺 結 核 活 動 性 

肺

外

結

核

活

動

性 

肺

結

核

総

数 

登 録 時 喀 痰 

塗 抹 陽 性 
登
録
時
そ
の
他
の
結
核
菌
陽
性 

登
録
時
菌
陰
性
・
そ
の
他 

計 

初

回

治

療 

再

治

療 

治

療

中 

観

察

中 

総 数 64 14 13 7 7 - 5 1 1 42 8 6 8 

0～9 2 - - - - - - - - 1 1 2 - 

10～19 - - - - - - - - - - - - 2 

20～29 7 2 2 1 1 - 1 - - 5 - - 1 

30～39 4 1 1 - - - 1 - - 3 - - - 

40～49 5 1 1 - - - - 1 - 3 1 - 2 

50～59 7 - - - - - - - - 5 2 - - 

60～69 2 1 1 - - - 1 - - 1 - 1 1 

70～79 14 3 3 3 3 - - - - 9 2 2 - 

80～89 15 3 2 2 2 - - - 1 11 1 - 2 

90～ 8 3 3 1 1 - 2 - - 4 1 1 - 

 

区 分 

 

 

 

 

 

 

受診 

状況 

登

録

患

者

総

数 
 活  動  性  結  核 

不

活

動

性 

活

動

性

不

明 

潜在性結核

感染症 

（別掲） 

活

動

性

結

核

総

数 

肺 結 核 活 動 性 肺

外

結

核

活

動

性 

肺

結

核

総

数 

登録時喀痰 

塗 抹 陽 性 

登
録
時
そ
の
他
の
結
核
菌
陽
性 

登
録
時
菌
陰
性
・
そ
の
他 

計 

初

回

治

療 

再

治

療 

治

療

中 

観

察

中 

総 計 64 14 13 7 7 - 5 1 1 42 8 6 8 

入 院 中 6 6 6 6 6 - - - - - - - - 

外 来 中 8 8 7 1 1 - 5 1 1 - - 6 - 

治療なし 50 - - - - - - - - 42 8 - 8 

不 明 - - - - - - - - - - - - - 
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ウ 年末結核登録患者動態（潜在性結核感染症を含む）         令和６年末現在（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 新登録患者数（発見方法・総合患者分類別）            令和６年１月～令和６年 12月（単位：人） 

 

  

区  分 

前

年

末

数 

本年中新規 本 年 中 除 外 者 
本
年
末
数 

新

規 

転

入 

計 

死   亡 
治

癒 

転

出 

転

症 

そ
の
他 

計 

結

核 

そ
の
他 

登録患者数 90 34 1 35 2 11 29 4 - 1 47 78 

 

総合患者分類 

 

 

 

 

 

 

発見方法 

活 動 性 結 核 潜

在

性

結

核

感
染
症
（
別
掲
） 

新

登

録

患

者

数 

肺 結 核 活 動 性 肺

外

結

核

活

動

性 

肺

結

核

総

数 

登録時喀痰 

塗 抹 陽 性 
登

録

時

そ

の
他

の 

結

核

菌

陽

性 

登
録
時
菌
陰
性
・
そ
の
他 

計 
初

回

治

療 

再

治

療 

治
療
中 

総          数 23 20 11 11 - 8 1 3 11 

健
康
診
断 

小 計 - - - - - - - - - 

個 別 健 康 診 断 - - - - - - - - - 

健
康
診
断 

定

期 

小 計 8 8 4 4 - 3 1 - 2 

学 校 健 診 - - - - - - - - - 

住 民 健 診 - - - - - - - - - 

職 場 健 診 7 7 3 3 - 3 1 - 2 

施 設 健 診 1 1 1 1 - - - - - 

健
康
診
断 

接
触
者 

小 計 - - - - - - - - 2 

家 族 健 診 - - - - - - - - 1 

そ の 他 - - - - - - - - 1 

その他の集団健診 - - - - - - - - - 

医 療 機 関 受 診 14 11 7 7 - 4 - 3 7 

そ の 他 1 1 - - - 1 - - - 
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オ 新結核登録患者数（性・年齢階級・総合患者分類別）            令和６年１月～令和６年 12 月 

 

② 結核患者管理（管理検診） 

（根拠法令 感染症法 第 53 条の 13） 

＜事業概要＞ 

結核患者の届出により登録後、保健師が家庭訪問指導を行い、本人及び家族に結核の正しい知識を普

及し、不安の軽減、二次感染の防止、医療の継続が図れるように支援するとともに、管理検診等により再発・

重症化を防止する。 

＜対象者＞ 

結核登録者 

＜内 容＞ 

家庭訪問指導、管理検診（精密検査） 

胸部エックス線検査（直接撮影、特殊撮影、断層撮影）、喀痰検査等のうち必要な検査 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

令和６年度（単位：人） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

          

 

 

        区分 

 

 

 

 

 

年齢区分      

活  動  性  結  核 
潜
在
性
結
核
感
染
症
（
別
掲
） 

新

登

録

患

者

数 

肺 結 核 活 動 性 

肺

外

結

核

活

動

性 
肺

結

核

総

数 

登録時喀痰 

塗 抹 陽 性 
登

録

時

そ

の

他

の 

結

核

菌

陽

性 

登
録
時
の
菌
陰
性
・
そ
の
他 

計 

初

回

治

療 

再

治

療 

総 数 23 20 11 11 - 8 1 3 11 

0～9 - - - - - - - - 3 

10～19 - - - - - - - - - 

20～29 6 5 2 2 - 3 - 1 1 

30～39 3 3 2 2 - 1 - - - 

40～49 1 1 - - - - 1 - 1 

50～59 - - - - - - - - - 

60～69 1 1 - - - 1 - - 1 

70～79 4 3 3 3 - - - 1 2 

80～89 5 4 3 3 - 1 - 1 2 

90～ 3 3 1 1 - 2 - - 1 

実

施

医

療

機

関 

対

象

者

数 

実

施

連

絡 

受

診

者

数 

受

診

率

（
％

） 

検 査 種 別 検 査 結 果 

直

接

撮

影 

特

殊

撮

影 

断

層

撮

影 

喀

痰

検

査 

普

通

検

査 

要

医

療 

要

観

察 

登
録
除
外 

委託実施 63 63 49 77.8 49 - - - - - 18 30 

そ の 他 40 40 40 100.0 34 - 6 1 - 1 18 20 

合 計 103 103 89 86.4 83 - 6 1 - 1 36 50 
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③ 接触者健診 

（根拠法令 感染症法 第 17 条） 

＜事業概要＞ 

結核患者の接触者等に健康診断を行い、感染源の探索及び二次感染・発病の早期発見に努め、結核の

まん延を予防する。 

＜対象者＞ 

結核患者の接触者 

結核に感染し、又は公衆に結核を伝染させるおそれがある業務に従事する者 

まん延のおそれがある場所、または地域における業務従事者・学生・居住者 

＜内 容＞ 

胸部エックス線検査、ツベルクリン反応検査、喀痰検査、ＩＧＲＡ検査等のうち必要な検査 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

令和６年度（単位：人） 

※ 平成17年度から、接触者のうち医療機関で院内感染対策として対応した職員は、対象者に含めない。 

ただし、退職後は含める。（平成17年度厚生労働省行政指導監査による） 

※ ＩＧＲＡ検査はＱＦＴ検査またはＴ-ＳＰＯＴ ＴＢ検査で判定。 

 

 

年 度                                                    

 

 

区 分 

4 5 6 

保 健 所 

実 施 分 

委 託 

実 施 分 

そ の 他 の 
医 療 機 関 
実     施    分 
（ 書 類 等 ） 

小計 
患者 
家族 

接触 
者 

小計 
患者 
家族 

接触 
者 

小計 
患者 
家族 

接触 
者 

対象者数（延べ数） 169 185 176    172 72 100 4 2 2 

実施連絡（検診） 169 185 176    172 72 100 4 2 2 

実施連絡（精密） - - -    - - - - - - 

受診者数（延べ数） 149 181 159    155 67 88 4 2 2 

受 診 率 ( ％ ) 88.2 97.8 90.3    90.1   100.0   

ツベルクリン反応検査数 2 - 3    3 3 - - - - 

Ｉ 

Ｇ 

Ｒ 

Ａ 

 検 

 査 

被検査者数 165 135 144    143 60 83 1 - 1 

陰性者数 162 127 134    134 57 77 - - - 

陽性者数 3 8 8    7 1 6 1 - 1 

判定保留 - - 2    2 2 - - - - 

判定不可 - - -  
  

- - - - - - 

間 接 撮 影 者 数 - - -    - - - - - - 

直 接 撮 影 者 数 20 20 38    34 21 13 4 2 2 

断 層 撮 影 者 数 - - -    - - - - - - 

喀 痰 検 査 者 数 1 - -    - - - - - - 

Ｘ線検査により安定 
病巣又は治療所見 
の発見された者 

- 4 2 
   

2 1 1 - - - 

患 
 

者 

被
発
見 

患者発見数 - 4 -    - - - - - - 

発病恐れの

ある者 
3 5 2 

   
2 - 2 - - - 
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④ ＤＯＴＳ事業 

（根拠法令 感染症法 第 53 条の 14） 

ア ＤＯＴＳ実施状況                                             （単位:人） 

イ ＤＯＴＳカンファレンス 

アセスメントシートを用い、平成 21 年度から月に２回、継続して実施。 

ウ 病院カンファレンス 

平成 22 年度から南岡山医療センターと患者支援についてのカンファレンスを月に１回継続して実施し

ている。令和２年５月から令和５年４月まで新型コロナウイルス感染症の影響により、入院患者不在のため 

休止していたが、令和５年５月より再開。 

令和２年６月から、岡山県健康づくり財団附属病院との患者支援についてのカンファレンスを月に１回継続

して実施。 

エ 「岡山晴れ晴れＤＯＴＳ手帳」を活用した地域ＤＯＴＳの実施 

平成 18 年度から倉敷市独自に「おくすりノート」を作成し、DOＴＳ支援していたが、平成 25 年度からは

岡山県下統一の「岡山晴れ晴れＤＯＴＳ手帳」が導入され、全患者に配布。手帳を用い、関係機関と連携

し服薬支援を実施。 

⑤ コホート検討会 

＜事業概要＞ 

外部の専門家による新登録結核患者の治療成績、地域ＤＯＴＳの評価を行う。平成29年分から基準変更。 

＜対象者＞ 

結核患者のうち前年の登録者と前々年以前登録の治療継続者 

＜事業実績＞ 

令和７年１月 14日開催 

新登録患者の治療成績                   （単位：人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3) 結核医療費対策事業 

（根拠法令 感染症法 第 37 条、37 条の２） 

＜事業概要＞ 

結核患者の適正な医療を普及するために医療費及び療養費の公費負担をする。 

＜対象者＞ 

結核登録者 

＜内 容＞ 

・一般患者に対する医療療養費の公費負担 

（保険等を優先し、残額について公費負担し、本人負担は100分の５となる） 

年 度 実施人数 
方 法 

訪問 電話 面接 郵送 メール 

4 96 41 39 6 9 1 

5 52 21 19 12 - - 

6 53 30 10 13 - - 

       

          年 
成績区分    3 4 5 

治 癒 1 1 2 

治 療 完 了 20 27 18 

死 亡 7 6 7 

失 敗 - - - 

脱 落 1 - - 

転 出 1 1 - 

治 療 中 - 1 1 

不 明 - - - 
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・勧告入院患者に対する医療療養費の公費負担 

（保険等を優先し、残額について全額公費負担する） 

＜負担割合＞ 

一般患者 国 1/2  市 1/2 

勧告入院患者 国 3/4  市 1/4 

① 感染症診査協議会（結核）開催状況 

ア 一般患者医療費の公費負担申請関係（感染症法 第 37 条の２）    令和 6 年１月～令和 6年 12 月 

イ 勧告入院関係（感染症法 第 37 条）                     令和 6 年１月～令和 6年 12 月 

② 感染症法第 37 条の２による医療費の公費負担件数（一般患者）               令和 6年 

 

 

 

③ 感染症法第 37 条による医療費の公費負担件数（勧告入院患者）               令和 6年 

 

 

 

 

４ 肝炎対策 

(1) 医療費等の助成 

① 肝炎治療特別促進事業 

（根拠 岡山県肝炎治療事業実施要綱特別促進事業実施要綱 平成 20 年４月１日施行） 

＜事業概要＞ 

Ｂ型ウイルス性肝炎及びＣ型ウイルス性肝炎の、インターフェロン治療、核酸アナログ製剤治療及びイン

ターフェロンフリー治療に係る医療費を助成し、将来の肝硬変、肝がんの発生を予防し、国民の健康の保持、

増進を図る。 

＜実施主体＞ 

岡山県 

＜助成期間＞ 

原則１年以内で、治療予定期間に即した期間 

  

月別 

区分 
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 

診査会提出件数 3 - 3 4 5 4 5 3 5 7 4 - 43 

診
査
結
果 

合 格 件 数 3 - 3 4 5 4 5 3 5 7 4 - 43 

不合格件数 - - - - - - - - - - - - - 

保 留 件 数 - - - - - - - - - - - - - 

               

月別 

区分 
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 

診査会提出件数 1 3 2 3 3 3 3 3 3 3 - 4 31 

診
査
結
果 

合 格 件 数 1 3 2 3 3 3 3 3 3 3 - 4 31 

不合格件数 - - - - - - - - - - - - - 

保 留 件 数 - - - - - - - - - - - - - 

               

前年末 

現在患者数 
新規治療患者数 再治療患者数 継続治療患者数 

本年末 

現在患者数 

22 26 - 17 19 

     

前年末 

現在患者数 

本年中勧告患者数 
本年末 

現在患者数 新規治療患者数 再治療患者数 継続治療患者数 

1 12 - 19 4 
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＜事業実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

※ インターフェロンフリー治療への助成は平成 26年度から開始 

 

② 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業 

(根拠 岡山県肝がん・重度肝硬変治療促進事業実施要綱 平成 30年 12 月１日施行) 

＜事業概要＞ 

Ｂ型肝炎ウイルス又はＣ型肝炎ウイルスに起因する肝がん又は重度肝硬変の患者に対して、治療に係る 

医療費を助成し、患者の負担軽減を図る。 

＜実施主体＞ 

岡山県 

＜助成期間＞ 

原則申請書提出月より１年。必要と認められれば更新可。 

＜事業実績＞ 

 
 
 
 

(2) 肝炎ウイルス検査 

＜事業概要＞ 

検査希望者に肝炎専門医療機関で無料の肝炎検査を実施する。 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

＜事業実績＞ 

 

 
 

※  平成 29 年度から肝疾患診療連携拠点病院による会場検査を開始 

 

(3) 肝炎ウイルス検査（ＨＢｓ抗原検査・ＨＣＶ抗体検査） 

＜事業概要＞ 

検査希望者に保健所での無料の肝炎検査を実施する。 

＜負担割合＞ 

国 1/2  市 1/2 

＜事業実績＞ 

 

 

 

 

  

             年 

種別 4 5 6 

申
請
者
数 

新規インターフェロン治療 - - - 

核酸アナログ製剤（新規） 8 15 15 

核酸アナログ製剤（更新） 398 394 411 

インターフェロンフリー治療 50 25 35 

年度 4 5 6 

申請者数（新規・更新） 7 8 9 

年度 4 5 6 

検査実施件数 26 41 39 

年  度 4 5 6 

ＨＢｓ抗原検査実施件数 67 123 103 

ＨＣＶ抗体検査実施件数 59 114 103 
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(4) 肝炎相談 

＜事業概要＞ 

フィブリノゲン製剤問題を契機として、肝炎やウイルス感染について不安のある方への検査の要否につい

て電話または来所による相談を実施する。 

＜事業実績＞ 
 
 
 
 

 

 

 

５ 風しん対策 

(1) 風しん抗体検査 

（根拠 特定感染症検査等事業について 健発 0206 第６号 平成 26年２月６日） 

特定感染症検査等事業実施要綱 

＜事業概要＞ 

平成 25 年の全国的な風しんの流行を受けて、妊婦の風しん感染を防ぎ、先天性風しん症候群を予防す

るため、平成 26 年度から県下統一事業として対象者に抗体検査を無料で実施。岡山県医師会に委託。 

＜対象者＞ 

倉敷市に住民登録があり次のいずれかに該当する人 

①  妊娠を希望する女性 

②  妊娠を希望する女性の配偶者などの同居者 

③  風しん抗体価が低い妊婦の配偶者などの同居者 

＜事業実績＞ 

 

 

(2) 風しん予防接種費用の一部助成 

＜事業概要＞ 

平成 25 年の全国的な風しんの流行を受けて、妊婦の風しん感染を防ぎ、先天性風しん症候群を予防す

るため、平成 25 年度から予防接種費用の一部を助成。 

＜対象者＞ 

次の全てを満たすもの 

・妊娠を希望する女性または、その同居者、もしくは風しん抗体価の低い妊婦の同居者。 

・風しん抗体検査を受け、抗体価が風しんの感染予防に十分でなかった人。 

・抗体検査から１年以内に予防接種をした人。 

＜事業実績＞ 

 

 

 

年度 4 5 6 

相談件数 239 339 32 

主な相談内容 

肝炎医療費・治療費助成制度について 

検査について（検査の受け方・費用など） 

原告団、弁護団を知りたい 

救済手続、認定について 

年度 4 5 6 

検査実施件数 891 968 905 

年度 4 5 6 

接種費助成件数 516 478 448 
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(3) 風しんの追加的対策 

＜事業概要＞ 

風しんの予防接種を公的に受ける機会のなかった世代の男性に対して、風しんの抗体検査及び予防接

種を実施。令和６年度で廃止。 

＜対象者＞ 

昭和 37 年４月２日から昭和 54年４月１日生まれの男性 

＜事業実績＞ 

 

 

 

６ 健康危機管理（感染症） 
＜事業概要＞ 

地域における健康危機管理の観点から、地域住民組織及び地域の関係機関と共に、有事に迅速かつ有

効な対応ができるような体制を整備する。 

＜事業実績＞ 

内容 参加者等 

「令和６年度倉敷市感染症予防計画に基づく研修」の実施 

○日時：令和７年２月３日（月）  

○目的：感染症のアウトブレイク時、積極的疫学調査を中心とした業務に従事

する職員が、積極的疫学調査等に関して、専門的な知識や技術を習

得する。 

○内容：講話「感染症法について」「倉敷市感染症予防計画」 

「感染経路別予防策について」「積極的疫学調査」 

「新型コロナウイルス感染症対応の振り返り」 

     演習「積極的疫学調査について」 

保健所及び各保健

推進室職員 

「感染対策向上加算に係る連携医療機関カンファレンス」への参加 

〇感染対策向上加算１を取得している市内３医療機関 

〇１医療機関年４回実施 計12回参加 

〇目的：感染症対策に係る情報共有や助言を行い、感染対策の向上を図る。 

また、新興感染症発生時等、有事の際の連携体制を構築する。 

〇内容：抗生剤の適正使用の取り組みについて、院内感染対策等の情報共 

有、感染症発生状況、新興感染症対策等 

実施医療機関の職

員及び連携してい

る医療機関の職員、

保健課感染症係職

員 

７ 予防接種 

(1)  定期予防接種 

(根拠法令 予防接種法 昭和 23年６月 30 日 法律第 68 号) 

＜事業概要＞ 

伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するために、予防接種を行い、公衆衛生の向上及び

増進に寄与する。倉敷市連合医師会等に委託。 

  

年度 4 5 6 

抗体検査件数 1,315 779 702 

予防接種件数 281 235 140 
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＜接種状況＞  

定期Ａ類予防接種                                        （単位：人） 

種    別 
年 度 

4 5 6 

Ｂ 型 肝 炎 

第一回 3,546 3,336 3,243 

第二回 3,528 3,353 3,228 

第三回 3,589 3,319 3,192 

五 種 混 合 

百日せき、ジフテリア 

破傷風、ポリオ、ヒブ 

※１ 

第一期 

第一回   3,177 

第二回   2,855 

第三回   2,550 

追 加   218 

四 種 混 合 
百 日 せ き 
ジ フ テ リ ア 
破 傷 風 
ポ リ オ 

第一期 

第一回 3,566 3,610 101 

第二回 3,643 3,611 406 

第三回 3,642 3,654 733 

追 加 3,526 3,601 3,393 

三 種 混 合 

百 日 せ き 

ジ フ テ リ ア 

破 傷 風 

第一期 

第一回 - - 1 

第二回 - - 1 

第三回 - - 1 

追 加 - - 1 

二 種 混 合 

ジ フ テ リ ア 

破 傷 風 

第一期 

第一回 - - - 

第二回 - - - 

追 加 - - - 

第二期 3,004 2,701 2,907 

麻しん風しん混合（ＭＲ） 
第一期 3,676 3,438 3,154 

第二期 4,088 3,986 3,733 

麻    し    ん - - - 

風    し    ん - - - 

日 本 脳 炎 ※２ 

第
一
期 

初

回 

第一回 3,845 3,642 3,621 

第二回 3,738 3,483 3,624 

追 加 4,394 3,521 3,384 

第二期 4,278 3,472 3,496 

ポリオ（不活化ワクチン） 第一期 

第一回 - - 1 

第二回 - - 1 

第三回 - - 1 

追 加 2 - 1 

ヒブ 

第一回 3,565 3,306 93 

第二回 3,541 3,323 386 

第三回 3,594 3,320 687 

追 加 3,630 3,479 2,918 

小児用肺炎球菌 

第一回 3,559 3,308 3,253 

第二回 3,543 3,325 3,224 

第三回 3,597 3,322 3,217 

追 加 3,672 3,453 3,190 

ロタ 

1価 
第一回 1,727 1,611 1,639 

第二回 1,693 1,632 1,639 

5価 

第一回 1,783 1,663 1,571 

第二回 1,797 1,660 1,535 

第三回 1,829 1,623 1,545 
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種    別 
年 度 

4 5 6 

水痘 
第一回 3,705 3,439 3,179 

第二回 3,349 3,396 3,131 

子宮頸がん ※３ 

第一回 2,858 2,998 4,956 

第二回 2,640 2,431 4,554 

第三回 1,993 2,195 3,295 

 

定期 B類予防接種                                       （単位：人） 

種    別 
年 度 

4 5 6 

高齢者インフルエンザ 
満65歳以上 81,877 82,551 74,674 

満60～65歳未満 - 120 75 

新型コロナウイルス ※４ 
満65歳以上   36,475 

満60～65歳未満   47 

高齢者肺炎球菌 ※５ 
満65歳以上 3,646 3,966 961 

満60～65歳未満 - - - 

※１ 令和６年４月１日から従来の四種混合ワクチンにヒブワクチンを加えた五種混合ワクチンが導入された。 

※２ 日本脳炎ワクチンは接種後の健康被害の問題により、平成 17年５月 30 日以降積極的勧奨を差し控えて 

いた。新しいワクチンの導入により平成 22年度から接種勧奨を再開、平成 23年５月 20日には積極的勧 

奨の差し控えの影響を受けた者（平成７年４月２日から平成 19 年４月１日までに生まれた者）への特例が 

施行された。 

※３ 子宮頸がんについては、副反応のリスクのため、平成 25 年６月 14 日から積極的勧奨を差し控えていた 

が、令和３年 11 月から積極的勧奨を再開し、令和４年４月から令和７年３月までキャッチアップ接種を実 

施した。 

※４ 新型コロナウイルスワクチンは、令和６年３月 31日で特例臨時接種が終了し、令和６年 10月から 65 歳以 

上の者を対象として定期接種化された。 

※５ 高齢者肺炎球菌ワクチンは、平成 26 年 10 月に定期接種化し、令和５年度までは経過措置として当該年 

度に 65歳、70 歳、75 歳、80 歳、85歳、90歳、95 歳、100 歳になる者が対象であったが、令和６年度より 

65 歳の者のみが対象となった。 

 

＜高齢者に対するインフルエンザ、新型コロナウイルス及び肺炎球菌予防接種費用の減免＞ 

定期予防接種対象者に、自己負担2,000円でインフルエンザの予防接種を、自己負担3,000円で肺炎球

菌の予防接種を実施。令和６年度からは新型コロナウイルスの予防接種が定期接種化したことに伴い、自己

負担 2,500 円で実施。低所得者には、申請により自己負担額を減免している。 

（市民税非課税世帯の者：半額免除、生活保護世帯の者・中国残留邦人自立支援受給者：全額免除） 

 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年 度 

種 別 
4 5 6 

高齢者インフル

エンザ 

半額免除 12,573 14,447 14,251 

全額免除 1,861 1,877 1,534 

高齢者新型 

コロナウイルス 

半額免除   8,087 

全額免除   949 

成人用肺炎球菌 
半額免除 315 365 71 

全額免除 75 82 12 
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＜相談状況＞                                         （単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 接種率の向上対策 

① 麻しん・風しん（ＭＲ） 

麻しんに関する特定感染症予防指針に基づき、接種率の向上に取り組んでいる。 

ア 個別通知 

・出生及び転入の届出後、予防接種のしおり、チラシ等を送付。 

・２期対象者のうち、年末時点での未接種者に対し、２月に勧奨案内を送付。 

イ 関係部署との連携 

･２期対象者に対し、保育園、幼稚園を通じて５月に勧奨案内を配布。小学校を通じ、10 月の就学時健診

にて勧奨案内を配布。 

･乳幼児家庭訪問や、１歳６か月児健診を通じ、接種勧奨。 

・保育・幼稚園課や保健体育課主催の研修会等で、園長、養護教諭等に接種の重要性を啓発し接種勧奨

を依頼。 

ウ その他の啓発 

･広報くらしき、ホームページで情報を配信。 

② その他の予防接種 

ア 個別通知 

･出生及び転入の届出後、予防接種のしおり、チラシ等を送付。 

イ 関係部署との連携 

･二種混合、日本脳炎の接種対象者へ、保育園、幼稚園、学校等を通じて勧奨案内を配布。 

ウ その他の啓発 

･広報くらしき、ホームページで情報を配信。 

・子宮頸がん予防接種対象者に対し、岡山県と連携し正しい知識の普及啓発のためのリーフレットを配布。 

 

(3) 新型コロナウイルスワクチン接種（特例臨時接種分、令和５年度まで） 

(根拠法令 予防接種法 昭和 23年６月 30 日 法律第 68 号) 

＜事業概要＞ 

新型コロナウイルス感染症の感染及び重症化を予防するために、令和３年２月から令和６年３月まで、生

後６か月以上の倉敷市民を対象に特例臨時接種として予防接種を行った。集合契約により個別医療機関に

委託。 

＜負担割合＞ 

国 10/10 

＜事業実績＞                              （単位：件） 

 

 

 

年 度 

相 談 内 容 
4 5 6 

助成制度に関すること 697 1,067 683 

予防接種番号について 341 632 577 

接種スケジュールに関すること 139 207 100 

予防接種の効果に関すること 52 112 38 

副反応に関すること 21 25 21 

実施の報告について 147 142 78 

その他 74 367 39 

計 1,471 2,552 1,536 

           年度 
種別 

4 5 

新型コロナワクチン 599,772 190,146 
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(4) 予防接種による健康被害の救済 

＜事業概要＞ 

予防接種に際しては、実施上過失がなくともまれに重篤な副反応が生ずることがある。従って予防接種法

に基づきこれを救済する。 

＜対 象＞ 

予防接種法に基づく予防接種 

＜内 容＞ 

予防接種を受けたものが疾病にかかり、障害の状態となり又は死亡した場合において、当該疾病、障害ま

たは死亡が当該予防接種を受けたことによるものであると厚生労働大臣が認定したときは給付を行う。 

給付内容・・・医療費及び医療手当、障害児養育年金、葬祭料、障害年金、死亡一時金、介護加算 

＜給付実績＞                          （単位：円） 

 

 

 

 

 

年度 

種別 
4 5 6 

ポ リ オ 3,463,890 3,426,350 3,340,110 

Ｍ Ｍ Ｒ 70,340 71,140 73,150 

日本脳炎 447,000 452,780 466,040 

インフルエンザ 151,690 - - 

新型コロナ 958,090 187,881,722 100,956,064 

合   計 5,091,010 191,831,992 104,835,364 



 

 

 

 

第六  地域保健活動 

 

１ 保健福祉サービス調整推進会議 

２ 保健師活動 

３ 人材育成 

４ 組織育成（愛育委員会） 

５ 健康危機管理（災害等） 
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第六 地域保健活動 

１ 保健福祉サービス調整推進会議 
保健・医療・福祉など各分野のニーズを併せもつ対応困難な在宅要支援者（高齢者、結核患者、精神障がい者、

難病患者、障がい児等）に対して、適切なサービスを効果的・効率的に提供するとともに、在宅ケアのシステム構築

を目指した会議の開催や参加。 

令和６年度（単位：回数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 保健師活動 
地域の保健福祉サービスの現状と住民のニーズを総合的に検討しながら、保健所政令市として、倉敷市保健所、

各保健福祉センター等の保健分野保健師があらゆる健康状態の住民を対象に、予防活動及び地域保健活動を推

進している。 

 

(1) 保健師人員及び担当状況 

所属名 保健師数 
内 訳 

地区別 
地区別人口 
※年度末人口 

一人当り 
担当人口 担当外 地区担当 

保健課 21 5 16 - 

健康づくり課 12 12 - - 

倉敷保健推進室 23 1 22 倉敷 231,042 10,502 

児島保健推進室 11 1 10 児島 63,560 6,356 

玉島保健推進室 11 1 10 玉島 70,242 7,024 

水島保健推進室 13 1 12 水島 87,013 7,251 

真備保健推進室 3 - 3 真備 20,128 6,709 

令和６年度計 94 21 73 全市計 471,985 - 

※  保健師数については、分散配置（人事課、健康長寿課、子ども相談センター等）は含まない。 

  

種 別 母子 精神 老人 難病 結核 その他 合計 

回 数 72 143 16 40 9 6 286 

内 
 

訳 

保健課 - 32 5 40 9 3 89 

 倉敷保健推進室 35 49 5 - - 2  91 

児島保健推進室 14 32 4 - - - 50 

玉島保健推進室 14 13 - - - - 27 

水島保健推進室 8 14 2 - - - 24 

真備保健推進室 1 3 - - - 1 5 
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(2) 家庭訪問等指導状況（対象者別被指導人員とその割合） 

令和６年度 

 

区分 
妊産婦 乳  児 幼  児 児童虐待 そ の 他 計 

初回 延べ 初回 延べ 初回 延べ 初回 延べ 初回 延べ 初回 延べ 

被指導 

人 員 
587 698 931 1,220 306 566 240 784 72 117 3,091 5,407 

割 合 

( ％ ) 
19.0 12.9 30.1 22.5 9.9 10.5 7.8 14.5 2.3 2.2 100 100 

 

３ 人材育成 

(1) 現任教育 

対象 研修名・研修内容 実施日 受講人数（人） 

新しく保健所に 

配属された職員 
保健所機能及び業務に関するオリエンテーション 4 月 15 日 33 

新任期保健師 

（1～3年目） 

第１回「みんなで育ちあおう 保健師って楽しい！」 4 月 30 日 

8 

（1 年目 4 

プリセプター４） 

第２回「母子保健基本のき 

～乳幼児の発達を学ぼう～」 
6 月 24 日 

18 

（新任期 15 

プリセプター3） 

第３回「もっと楽しく！もっと伝わる！健康教育」 10 月 1 日 

20 

（新任期 14 

プリセプター4、他 2） 

第４回「地域診断から始まる地域づくり・健康づくり 

～健幸なまちへ～」 
1 月 27 日 

19 

（新任期 14 

プリセプター4、他 1) 

新採用保健師

のプリセプター 

・新任期研修の振り返りと次回研修企画 

・1 年目のキャリアパスの進捗状況確認・情報交換等 

6 月 4日 

9 月 2日 

1 月 7日 

3 

4 

4 

中堅前期 

保健師 

「地域診断と PDCAサイクルを意識した事業計画 

立案評価と、地域の健康課題解決に向けた地域ケ

アシステムの構築を考える」 

9 月 19 日 15 

区分 
感染症 結  核 精  神 

心身障害 

（児・者） 
成人・老人 

小児慢性 

特定疾病 
難  病 

初回 延べ 初回 延べ 初回 延べ 初回 延べ 初回 延べ 初回 延べ 初回 延べ 

被指導 

人 員 
17 17 40 157 650 1,443 74 146 90 120 27 31 57 108 

割 合 

( ％ ) 
0.6 0.3 1.3 2.9 21.0 26.7 2.4 2.7 2.9 2.2 0.9 0.6 1.8 2.0 
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中堅後期・ 

リーダー期 

保健師 

「プリセプターによる新任期保健師の特性や強みを

活かした効果的な育成について」 

講師：大阪歯科大学 看護学部 看護学科  

教授 合田加代子先生 

10 月 25 日 

34 

（中堅後期 8 

リーダー期 26） 

リーダー期・ 

管理期 

保健師 

「お互いに学び合い、育ち合うという効果的な職場風

土を醸成するために必要な組織のあり方について」 

講師：大阪歯科大学 看護学部 看護学科  

教授 合田加代子先生 

11 月 29 日 

37 

（リーダー期 25 

管理期 12） 

 

(2) 学生実習指導 

看護師・保健師・栄養士・医師などの専門職を目指す学生に対して、地域住民の健康水準の向上と健康に生

活できる環境づくりに努めている保健所・センターの役割を、講義・実践などを通して指導する。 

 

           区分 

種別 

4 5 6 

学校数 人数 学校数 人数 学校数 人数 

保 健 師 学 生 3 

 

18 

 

4 20 3 18 

栄 養 士 学 生 5 30 

 

5 30 5 29 

歯科衛生士学生 2 68 2 73 2 61 

 
医 学 生 1 6 2 17 4 17 

看 護 師 学 生 1 38 2 50 2 40 

中 学 生 1 ２ 5 17 5 8 

 

４ 組織育成（愛育委員会） 
＜事業概要＞ 

愛育委員は、胎児期から高齢期までの生涯にわたる健康づくりの推進役として、地域住民の健康づくりの

ための実践活動をしている。その活動を効果的に促進するために、組織育成の充実・強化を図る。 

＜対 象 者＞ 

愛育委員 

＜内 容＞ 

総会・理事会・研修会開催への支援 

子育て支援や各種健診受診勧奨、友愛訪問等、様々な分野における組織活動への支援 
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＜愛育委員数及び理事会・研修会の開催実績＞ 

区分 

年度 
学区(地区)数 愛育委員数 世帯数 

委員１人 

あたり世帯数 

理事会・研修会 

回  数 人  数 

4 64 3,807 216,756 56.9 
1,086 

（5） 

19,187 

（68） 

5 62 3,714 218,626 58.9 
1,282 

（5） 

23,030 

（65） 

6 62 3,649 220,070 60.3 
1,105 

(5) 

21,521 

(67) 

内 

訳 

倉敷 19 1,394 105,669 75.8 358 8,052 

児島 12 758 31,105 41.0 210 3,695 

玉島 13 787 31,883 40.5 283 5,644 

水島 11 519 42,594 82.1 186 3,175 

真備 7 191 8,819 46.2 68 955 

※ 世帯数は前年度３月 31日現在の数、愛育委員数は当該年度４月１日現在の数。 

※ （ ）内の数については、愛育委員会連合会理事会の数。 

 なお、内訳には（ ）内の数は含まない。 

５ 健康危機管理（災害等） 
＜事業概要＞ 

地域における健康危機管理の観点から、地域住民組織及び地域の関係機関とともに、有事に迅速かつ

有効な対応ができるような体制の整備を目指すとともに、保健所が健康危機における中核的機関としての役

割を十分に果たすことができるように体制整備を行う。 

 

(1) 災害時医療体制の構築 

令和６年度  

内 容 参加者等 

 

災害時の医療体制を所管する県型保健所との連携・ネットワーク構築に 

向け継続的に話し合いの場をもった。 

 

 

備中保健所と市保健所 ３回 

 

 

(2) 住民自助・互助での災害時対応力の向上 

令和６年度  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

内 容 対象者等 

減災のための地域づくり等について普及啓発を実施 （通年） 

災害への平時からの備えに関するチラシの作成・配布や非常持ち

出し物品の展示啓発等を行った。 

愛育委員会、小地域ケア会議、栄養

改善協議会、親子クラブ、自主グ

ループ等 

92回 2,365人 
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(3) 倉敷市保健所対策本部医療保健班としての機能強化 

令和６年度  

内 容 参加者等 

①健康危機管理研修会 

  〇「Ｒ６年１月能登半島地震への保健師等派遣チームの派遣
経験の報告及び研修 Ｒ6.7.2 

講師：能登半島地震派遣職員３名 

  〇ハザードマップの読み解き方、健康危機時に必須となるクロ
ノロ（経時記録）のポイントに関する研修 Ｒ7.1.31 

講師：防災推進課職員  

日本赤十字社岡山県支部 

事業推進課 武久課長 

杉山事業係長 

 

②倉敷市保健所災害対応訓練 

  〇保健所災害時初動対応の説明及び訓練 

対象：新しく保健所等に配属された職員 

  〇市防災訓練（風水害・地震）や全市一斉地震対応訓練の想

定に合わせ、倉敷市保健所として災害訓練 

   

③倉敷市保健所 災害時体制検討ワーキング  

医療保健班の班毎に訓練を企画実施。倉敷市保健所初動マ

ニュアル・アクションカードの見直しについて検討 

 

 

〇保健所等職員 29名 

 

 

 

〇保健所等職員 26名 

倉敷市職員 会場１名 

オンライン７部署 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇保健所職員等 33名 

 

 

〇保健所職員 112名 

 

 

 

③各班（６班）での訓練実施 

各班１回以上 

検討会議 ３回 31名 

 

(4) 熱中症予防・ヒートショック予防 

令和６年度  

内 容 対象者等 

熱中症予防の啓発 

Instagram 等の活用 

愛育委員会、小地域ケア会議、親子クラブ等 

  99 回 2,138 人 

ヒートショック予防の啓発 
愛育委員会、小地域ケア会議 等 

53 回 1,207 人 
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（５）感染症健康危機管理 

内 容 参加者等 

〇感染症健康危機管理研修会 Ｒ6.9.27（集合・オンライン） 

    「新興感染症を想定した備えや対応、健康危機管理に
おける保健所職員の心得」 

     講師：国立感染症研究所   

感染症危機管理研究センター長  

齋藤 智也  

〇感染症健康危機会議及び訓練 

    「新種のウイルス感染症発生」を想定した机上訓練 

〇保健所等職員 33名 

 

 

 

 

 

 

〇保健所職員 21名 
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 （資料） 保健所における対人保健業務 令和６年度 

予防 

区分 

活動 

目的 
出産前期                        乳児期                     幼児期                        学童期   思春期   青年期            壮年期                                    老年期 

妊 婦          出 産                                  １歳   １歳６か月  ２歳       ３歳     就 学 

１ 
 

次 
 

予 
 

防 

 

健康 

増進 

 

 

 

 

 

 

疾病 

予防 

 

 

 

 
 

 

 

 

２ 
 

次 
 

予 
 

防 

 

 

 

早期 

発見 

 

 

 

 

 

 

 

 

早期 

治療 

 

 

 

療養 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 

次 

予 

防 

 

 

社会 

復帰 

 

 

基
盤
整
備 

有機的 

実施と 

地 域 

づくり 

ボランティアの育成（愛育委員会、栄養改善協議会、親子クラブネットワーク、くらしき心ほっとサポーター養成） 

倉敷市健康増進計画・食育推進計画「くらしき健幸プラン」の推進 

倉敷市自殺対策ネットワーク会議  倉敷地域自立支援協議会精神部会（精神保健医療福祉連絡会） 周産期母子保健医療連絡会 歯科保健推進会議 

健康危機管理 

※は協力事業  

※原子爆弾被害者の医療費等

の助成(県) 

妊娠届出 

おやこ健康手帳交付 

妊婦面接相談 

すくすくプラン 

すくすくレター 

パパ・ママセミナー 

健康教育 

健康相談 一般健康教育 

生活習慣病予防教室 

出生届出(市民課) 

赤ちゃん電話相談 

子育てはじめの一歩教室 

離乳食と歯の教室 

７か月からの 食べて、 

みがいて、遊んじゃおう！ 

こどものための歯の教室 

育児相談 

訪問指導 

・訪問依頼児 

・ハイリスク乳児等 

精神保健・感染症・ 

健康づくりに関する

普及啓発(教室等) 

※精神障がい者保健 

福祉手帳交付(県) 

栄養教室 

病態別栄養相談 

思春期教育 

ハイリスク妊産婦 

・電話面接相談 

・訪問指導 

産婦健康診査 

※先天性代謝異常検査 

新生児聴覚検査 

乳児一般健康診査 

訪問指導 

・未熟児、低体重児 

・要指導乳幼児 

育成医療給付児 

小児慢性特定疾病児 

虐待児等のハイリスク児 

・心身障害児 

女性の一般健康診査 

※原子爆弾被爆者

健康診断(県) 

心の健康相談 

 

 

難病医療福祉相談 

訪問相談事業 

※精神障がい者・ 

結核・難病・肝炎の医

療費等の助成(県) 

感染症診査協議会 

感染症患者発生時の対応 

疫学調査、健康診断 

消毒、相談指導（年齢不問） 
医療費の助成事業 

未熟児養育医療 

育成医療 

療育医療 

小児慢性特定疾病 

乳幼児健全発達支援教室 

（にこにこ親子教室） 

１歳６か月児健康診査 

精密健康診査 

※アレルギー健康診査・相談 

２歳児歯科 

健康診査 

３歳児健康診査 

精密健康診査 

・特定健診・長寿健診 

・胃がん検診・肺がん検診・前立腺がん検診 

・子宮頸がん検診・乳がん検診・大腸がん検診 

・歯周病検診・肝炎ウイルス検診 

お口の健康アップ事業（訪問歯科健康診査は年齢不問） 

訪問指導 

生活習慣病等要指導者 

在宅ねたきり者・介護者等 

訪問指導（年齢不問） 

・結核 

・精神保健福祉 

・難病 

在宅難病患者・ 

家族の集い 

・リハビリ・療育施設           

・心身障害児通園施設 

・肢体不自由児通園施設 

・知的障害児通園施設 

・障害児保育園 

・ことばと情緒の教室 

・くらしき健康福祉プラザ 

判定・相談・治療 

・児童相談所 

・専門医療機関 

 

(連携) 
 

(連携) 

精神障がい者家族会等の育成 

精神障がい者地域生活支援 

(当事者会等) 

 乳幼児  食育  歯科保健  心の健康づくり 感染症 生活習慣病（特に糖尿病・高血圧症）予防など健康づくりに関する普及啓発・健康教育（出前講座･健康展など） 受動喫煙対策 

他の社会資源 

被虐待児家庭等 

訪問指導 

す こ や か 親 子 相 談 

不登校・ひきこもり対策 

不育症検査助成

事業 

不育症治療助成

事業 

親 子 ク ラ ブ 育 成 支 援 

特定保健指導 

一般健康相談 

結核接触者健診・管理検診 結核定期健康診断 

エイズ 性感染症 Ｂ・Ｃ型肝炎の相談・抗体検査 

・抗体等検査 

食育栄養まつり 

予防接種（インフルエンサﾞ・ 

新型コロナウイルス・肺炎球菌） 

） 

乳 幼 児 こ こ ろ の 発 達 相 談 

す こ や か 親 子 相 談 

風しん抗体検査 

ワクチン費用助成 

子育て世代包括支援センター運営事業 （妊婦・子育て相談ステーションすくすく  妊婦・子育て相談ほっとライン） 

出産・子育て応援事業 （伴走型相談支援、出産・子育て応援給付金） 

妊婦一般健康診査 

妊婦歯科健康診査 

くらしき健康応援事業（くらしき健康応援団講座、くらしき健康ポイント事業など） 

エイズ・喫煙・飲酒に関する 

正しい知識の普及啓発 

(出前講座等) 

健康づくり事業(委託)  (くらしき健康福祉プラザ) 

 

産後ケア事業（委託事業） 

予防接種   ― Ｂ型肝炎・五種混合・四種混合・三種混合・二種混合・ＭＲ・日本脳炎            

        ポリオ・ヒブ・小児用肺炎球菌・ロタ・子宮頸がん・水痘 等 
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第七 医事 

１ 適正医療の確保 

(1) 医療施設 

① 医療施設数及び病床数                                        各年度末現在 

区分 

 

 

 

 

 

年度 

病   院 一般診療所 歯科診療所 助

産

所

数 

施

設

数

総

数 

病  床  数 施

設

数

総

数 

有

床

診

療

所

数 

有
床
診
療
所
病
床
数 

無

床

診

療

所

数 

施

設

数

総

数 

有

床

診

療

所

数 

有
床
診
療
所
病
床
数 

無

床

診

療

所

数 

総

数 

精

神

病

床 

感
染
症
病
床 

結

核

病

床 

療

養

病

床 

一

般

病

床 
4 36 7,241 854 10 - 1,061 5,316 351 16 253 335 225 - - 225 12 

5 36 7,230 854 10 - 1,058 5,308 351 16 253 335 227 - - 227 12 

6 35 7,101 854 10 - 916 5,321 347 16 242 331 228 - - 228 13 

（内訳）                 

倉敷 15 4,649 662 10 - 324 3,653 187 7 83 180 121 - - 121 8 

児島 6 970 - - - 219 751 51 4 66 47 31 - - 31 1 

玉島 6 709 - - - 135 574 49 2 38 47 32 - - 32 - 

水島 6 501 - - - 238 263 47 3 55 44 35 - - 35 2 

真備 2 272 192 - - - 80 9 - - 9 7 - - 7 2 

船穂 - - - - - - - 4 - - 4 2 - - 2 - 

 

② 人口 10 万人対の医療施設数及び病床数                      令和５年 10 月１日現在 

区 分 
人口 10 万人対の医療施設数 

倉 敷 市 岡 山 県 全 国 

病 院 7.7 8.6 6.5 

一 般 診 療 所 73.6 83.9 84.4 

歯 科 診 療 所 46.9 51.5 53.7 

 

区 分 
人口 10 万人対の病床数 

倉 敷 市 岡 山 県 全 国 

病

院 

精 神 病 床 182.1 282.3 256.5 

感 染 症 病 床 2.1 1.4 1.5 

結 核 病 床 - 6.2 3.0 

療 養 病 床 225.6 208.0 220.1 

一 般 病 床 1,131.8 946.1 710.0 

病 床 計 1,541.6 1,444.0 1,191.1 

一 般 診 療 所 53.9 88.7 60.9 

※ 令和５年医療施設調査・病院報告による。 
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③ 診療所・助産所の許可状況 

（根拠法令 医療法第７条 昭和 23 年法律第 205 号） 

＜対  象＞ 

市内の診療所、助産所 

＜実施時期＞ 

平成 13 年度より実施 

＜事業実績＞                            令和６年度（単位：件） 

区 分 開 設 許 可 構 造 設 備 使 用 許 可 

一 般 診 療 所 3 2 

歯 科 診 療 所 5 - 

助 産 所 - - 

 

④ 救急告示医療機関 

（根拠法令 救急病院等を定める省令第１条第２項 昭和 39年２月 20 日厚生省令第８号） 

救急隊により搬送される傷病者に関する医療を担当し、都道府県知事が認定した医療機関 

                                                     令和７年４月１日現在 

地区名 救急病院名称 所 在 地 電話番号 

倉敷 

倉敷中央病院 美和1-1-1 422-0210 

川崎医科大学附属病院 松島577 462-1111 

しげい病院 幸町2-30 422-3655 

倉敷成人病センター 白楽町250 422-2111 

倉敷第一病院 老松町5-3-10 424-1000 

倉敷紀念病院 中島831 465-0011 

倉敷平成病院 老松町4-3-38 427-1111 

松田病院 鶴形1-3-10 422-3550 

倉敷スイートホスピタル 中庄3542-1 463-7111 

児島 

倉敷市立市民病院 児島駅前2-39 472-8111 

児島聖康病院 児島下の町1-1-16 472-7557 

倉敷シティ病院 児島阿津2-7-53 472-7111 

玉島 

玉島協同病院 玉島柏島5209-1 523-1234 

プライムホスピタル玉島 玉島750-1 526-5511 

玉島中央病院 玉島阿賀崎2-1-1 526-8111 

水島 

水島協同病院 水島南春日町1-1 444-3211 

水島第一病院 神田2-3-33 444-5333 

水島中央病院 水島青葉町4-5 444-3311 

倉敷中央病院リバーサイド 鶴の浦2-6-11 448-1111 

真備 まび記念病院 真備町川辺2000-1 698-2248 

 

⑤ 医療関係従事者数                                       隔年 12 月 31 日現在 

年次 医 師 歯科医師 薬 剤 師 保 健 師 助 産 師 看 護 師 准看護師 

30 1,795 349 917 200 182 7,583 

2 1,882 365 970 206 191 7,908 

4 1,914 378 995 225 207 7,888 

6 現在、国・岡山県において集計中 

※ 医師・歯科医師・薬剤師調査及び衛生行政報告例による。 
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(2) 病院・診療所等への立入検査 

① 病院・診療所・助産所への立入検査 

（根拠法令 医療法第 25 条第１項） 

＜事業概要＞ 

医療法等に定められた良質で適切な医療が効率的に提供できる体制を確保するため、市内の病院等に

対して、医療従事者の確保、診療用放射線装置の管理体制、院内感染防止対策、医療廃棄物の適正処理、

防災対策の強化等について、立入検査により指導を行う。 

＜対  象＞ 

市内の病院、診療所、助産所 

＜実施時期＞ 

平成 13 年度より実施 

＜事業実績＞                                                    （単位：件） 

区分 

 

年度 

施

設

数 

立 入 

施設数 

文書指導 

延べ件数 

処 分 件 数 
告 発 

件 数 
使用制限 

又は禁止 

管 理 者 

の 変 更 

許 可 の 

取 消 

閉 鎖 

命 令 

4 624 140(124) 3(2) - - - - - 

5 626 158(97) 6(0) - - - - - 

6 623 151(96) 26(0) - - - - - 

（内訳）         

病   院 35 35(0) 20(0) - - - - - 

診療所 
一般診療所 347 69(53) 5(0) - - - - - 

歯科診療所 228 47(43) 1(0) - - - - - 

助 産 所 13 -(0) -(0) - - - - - 

※ (  )は、うち自主検査数 

 

② 衛生検査所 

（根拠法令 臨床検査技師等に関する法律第 20条の５第１項 昭和 33 年法律 76 号） 

＜事業概要＞ 

人体から排出され、又は採取された検体について検査を行うことを業とする衛生検査所の質的向上を図る

ため、登録基準の遵守状況及び精度管理の実施状況等について立入検査により指導を行う。 

＜対  象＞ 

市内の衛生検査所 

＜実施時期＞ 

平成 13 年度より実施 

＜事業実績＞                                               （単位：件） 

区分 

 

年度 

施 設 数 
立 入 

施 設 数 

文書指導 

延べ件数 

処 分 件 数 

告発件数 
指 示 

登録取消 

業務停止 

4 1 1(0) - - - - 

5 1 1(1) - - - - 

6 1 1(0) - - - - 

※ 平成 28 年度から、外部認証制度による認証を取得している施設（市内の衛生検査所１施設が該当）につ

いて、隔年で立入検査を実施。 

※ (  )は、うち自主検査数 
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２ 救急医療体制の整備 

(1) 初期救急医療体制 

① 休日夜間急患センター運営事業（公益財団法人倉敷市保健医療センターへ委託） 

(根拠法令 倉敷市休日夜間急患センター条例 昭和57年10月１日施行) 

 

＜所在地＞ 

倉敷市新田2689番地（ＴＥＬ 425-5020） 

＜目  的＞ 

市民の急病の医療需要に対処し、その救急医療体制の確保及び充実を図り、市民の健康保持の増進及

び福祉の向上に寄与する。 

＜診療時間＞ 

休日・・・午前９時～午後０時 30分、午後１時～午後５時 

夜間・・・午後８時～午後10時 

＜診療科目＞ 

内科及び小児科 

＜診療体制＞ 

休日・・・医師２名（１名は小児科医）、看護師３名 

夜間・・・医師１名、看護師２名 

＜委託料＞ 

95,932千円（令和６年度） 

ア 患者数                                                     （単位：人） 

区分 

 

年度 

休日診療 夜間診療 

診療日数 患者数 
1日あたり 

患 者 数 
診療日数 患者数 

1日あたり 

患 者 数 

4 71 2,461 34.7 365 1,639 4.5 

5 72 7,268 100.9 366 4,687 12.8 

6 72 6,902 95.9 365 4,218 11.6 

 

イ 診療科目別患者数                                      （単位：人） 

年  度 内   科 小 児 科 計 

4 1,399 2,701 4,100 

5 5,682 6,273 11,955 

6 5,747 5,373 11,120 

 

② 休日当番医・夜間急病診療事業 

ア 在宅休日診療（倉敷、児島、玉島、吉備、都窪、北児島各医師会へ委託） 

（根拠 倉敷市休日夜間急病診療実施要綱 平成２年７月 23 日施行） 

＜診療時間＞ 

午前９時～午後５時（真備地区は午前９時～午後１時） 

＜診療箇所＞ 

倉敷・水島地区１か所、児島地区２か所、玉島地区１か所、真備地区１か所 

＜診療体制＞ 

在宅当番医による輪番診療 

＜診療科目＞ 

内科及び小児科、外科（児島のみ） 

＜委託料＞ 

15,357 千円（令和６年度） 
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＜患者数＞                                                   （単位：人） 

年  度 倉敷・水島 児   島 玉   島 真   備 計 

4 1,858 3,773 1,676 247 7,554 

5 2,411 4,110 2,363 379 9,263 

6 2,374 4,346 2,881 427 10,028 

 

イ 休日歯科診療 

 倉敷・水島 児島 玉島 

実施時期 昭和53年1月1日～ 昭和54年10月7日～ 昭和56年4月5日～ 

診療時間 
10:00～12:00 

13:00～15:00 

10:00～12:00 

13:00～15:00 

10:00～12:00 

13:30～15:00 

診療箇所 １か所 １か所 １か所 

診療体制 
倉敷歯科医師会による 

センター方式の歯科診療 

児島歯科医師会による 

在宅当番医の輪番歯科診療 

玉島歯科医師会による 

在宅当番医の輪番歯科診療 

 

＜患者数＞                                                   (単位：人) 

年  度 倉敷・水島 児   島 玉   島 計 

4 515 98 105 718 

5 507 100 155 762 

6 600 82 154 836 

 

ウ 在宅夜間急病診療（倉敷市連合医師会へ委託） 

(根拠 倉敷市休日夜間急病診療実施要綱 平成２年７月23日施行) 

＜目  的＞ 

夜間急病患者の救済を図り、市民の生命を守るとともに健全な生活の確保に資することを目的とする。 

＜実施時期＞ 

昭和 52 年４月１日～ 

＜診療時間＞ 

午後８時～午後 10時 

＜診療箇所＞ 

児島、玉島地区に各１か所 

＜診療体制＞ 

・ 在宅当番医による輪番診療 

内科、小児科医を中心とした在宅輪番制による応急処置とする。 

テレホンガイドによる案内（児島・玉島支所へ１か所ずつ設置、ガイド時間午後７時～午後10時） 

・ 待機医師制度 

当番医の判断で必要とする科目の待機医師(眼科・耳鼻いんこう科・小児科・産婦人科)へ連絡し、指示

を受ける。 

・ 二次病院への収容 

当番医の診断で直ちに入院治療を要する患者について、二次病院(奇数日は倉敷中央病院、偶数日

は川崎医科大学附属病院)へ必要のあるときは連絡のうえ転送する。 

＜委託料＞ 

16,761 千円（令和６年度） 
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＜患者数＞                                                      （単位：人） 

年 度 

疾患区分 
4 5 6 

内 科 ・ 小 児 科 疾 患 429 636 583 

外 科 的 疾 患 21 20 17 

産 婦 人 科 疾 患 8 11 6 

耳鼻いんこ う科疾患 8 16 11 

眼 科 疾 患 2 2 1 

そ の 他 の 疾 患 3 1 5 

計 471 686 623 

救急病院へ移送した者 12 5 9 

 

エ 小児初期救急診療（倉敷医師会・児島医師会へ委託） 

＜目  的＞ 

休日又は夜間に、小児科医による小児救急患者の診療体制を確保することを目的とする。 

＜実施時期＞ 

倉敷地区  平成 15年１月１日～ 

児島地区  平成 14年 10 月１日～ 

＜診療時間＞ 

倉敷地区  休日 午前９時～午後０時 30分、午後１時～午後５時 

児島地区  休日 午前９時～午後５時 

        夜間 午後８時～午後 10時 

＜診療場所＞ 

倉敷地区  倉敷市休日夜間急患センター 

児島地区  在宅当番医 

＜委託料＞ 

14,800 千円（令和６年度） 

＜患者数＞                                     （単位：人） 

年  度 倉      敷 児      島 計 

4 1,700 879 2,579 

5 4,032 1,076 5,108 

6 3,544 998 4,542 

 

③ 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）貸出事業 

（根拠 倉敷市自動体外式除細動器（ＡＥＤ）貸出要領 平成 21 年４月１日施行） 

＜目 的＞ 

市で開催される各種行事においてＡＥＤを貸出すことにより、心肺停止者への早期の救命手当を行うととも

に、市民へのＡＥＤの普及啓発を行い、市民の安全と安心の確保に資することを目的とする。 

＜貸出体制＞ 

平成 21年 4月 1日から事業を開始し、同日、保健所に貸出用ＡＥＤを１台設置した。平成 29年 12 月 20

日からは、本庁、児島・玉島・水島・庄・茶屋町・船穂・真備支所の８か所にも貸出用ＡＥＤを各１台増設し、貸

出窓口を合計９か所に拡大した。 

＜貸出回数＞      （単位：回） 

年  度 計 

4 28 

5 32 

6 28 
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(2) 二次救急医療体制 

岡山県南西部圏域における二次救急医療体制 

(根拠 岡山県二次救急医療体制整備実施要綱 昭和53年６月30日施行） 

 

＜目  的＞ 

休日又は夜間における重症救急患者（入院治療を必要とする患者）の医療を確保することを目的とする。 

＜二次救急医療圏域の範囲＞ 

市町村・・・倉敷市、笠岡市、井原市、総社市、浅口市、早島町、里庄町、矢掛町 

医師会・・・浅口医師会、井原医師会、笠岡医師会、吉備医師会、倉敷医師会、児島医師会、北児島医師

会、玉島医師会、都窪医師会 

保健所・・・備中保健所、備中保健所井笠支所、倉敷市保健所 

＜担当病院＞ 

病院群輪番制病院・小児救急医療支援事業実施病院・・・倉敷中央病院、川崎医科大学附属病院 

協力病院当番制病院・・・しげい病院、倉敷成人病センター、倉敷第一病院、倉敷紀念病院、倉敷平成病

院、倉敷スイートホスピタル、松田病院、水島中央病院、水島第一病院、水島協同病院、玉島

中央病院、玉島協同病院、プライムホスピタル玉島、笠岡第一病院、矢掛町国民健康保険病

院、笠岡市立市民病院、井原市立井原市民病院、金光病院 

診療体制・・・圏域内に病院群輪番制病院及び小児救急医療支援事業実施病院については１か所、協力

病院当番制病院については倉敷地区（倉敷・水島・玉島）３か所、井笠地区１か所設置し、病

院群が協同連体して輪番制方式により実施している。 

＜経費の負担＞ 

圏域内の市町が、均等割20％、人口割80％の負担割合で本事業実施に伴う経費を負担する。 

令和６年度における圏域内市町からの経費の負担金額 17,297千円 

病院群輪番制病院運営事業       圏域市町  全額負担 

小児救急医療支援事業           国 1/3  県 1/3  圏域市町 1/3 

協力病院当番制病院運営事業     圏域市町  全額負担 

＜実施時期＞ 

病院群輪番制病院運営事業・協力病院当番制病院運営事業 昭和54年３月15日～ 

小児救急医療支援事業 平成14年４月１日～ 

＜補助金＞ 

病院群輪番制病院運営事業       31,471千円 

協力病院当番制病院運営事業      4,200千円 

小児救急医療支援事業           11,604千円 
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① 病院群輪番制病院運営事業・小児救急医療支援事業患者数                 （単位：人、日） 

年

度 

 
内   科 小 児 科 外   科 そ の 他 計 

当番

日数 

4 

入

院 
3,557 （8.1) 649 （1.5) 253 （0.6) 2,249 （5.1) 6,708 （15.4) 

437 外

来 
8,838 （20.2) 5,573 （12.8) 460 （1.1) 8,773 （20.1) 23,644 （54.1) 

計 12,395 （28.4) 6,222 （14.2) 713 （1.6) 11,022 （25.2) 30,352 （69.5) 

5 

入

院 
2,863 （6.5） 623 （1.4） 174 （0.4） 1,812 （4.1） 5,472 （12.5） 

439 外

来 
10,429 （23.8） 6,224 （14.2） 119 （0.3） 7,117 （16.2） 23,889 （54.4） 

計 13,292 （30.3） 6,847 （15.6） 293 （0.7） 8,929 （20.3） 29,361 （66.9） 

6 

入

院 
2,613 （6.0） 711 （1.6） 193 （0.4） 1,546 （3.5） 5,063 （11.6） 

437 外

来 
10,387 （23.8） 5,255 （12.0） 148 （0.3） 7,546 （17.3） 23,336 （53.4） 

計 13,000 （29.7） 5,966 （13.7） 341 （0.8） 9,092 （20.8） 28,399 （65.0） 

※ その他は整形外科、脳神経外科など。 

※ （ ）は一当番日平均患者数。計は一致しない場合がある。 

※ 小児科患者数が小児救急医療支援事業患者数となる。 

 

② 協力病院当番制病院運営事業患者数                               （単位：人、日） 

年

度 

 
内   科 小 児 科 外   科 そ の 他 計 

当番

日数 

4 

入 院 142 （0.5) 1 （0.0) 74 （0.3) 163 （0.6) 380 （1.3) 

288 外 来 2,170 （7.5) 117 （0.4) 855 （3.0) 1,182 （4.1) 4,324 (15.0) 

計 2,312 （8.0) 118 （0.4) 929 （3.2) 1,345 （4.7) 4,704 (16.3) 

5 

入 院 163 （0.6） 0 （0.0） 63 （0.2） 200 （0.7） 426 （1.5） 

292 外 来 2,148 （7.4） 211 （0.7） 936 （3.2） 1,453 （5.0） 4,748 (16.3) 

計 2,311 （7.9） 211 （0.7） 999 （3.4） 1,653 （5.7） 5,174 (17.7) 

6 

入 院 181 （0.6） 0 （0.0） 55 （0.2） 240 （0.8） 476 （1.7） 

288 外 来 2,297 （8.0） 143 （0.5） 587 （2.0） 1,942 （6.7） 4,969 (17.3) 

計 2,478 （8.6） 143 （0.5） 642 （2.2） 2,182 （7.6） 5,445 (18.9) 

※ その他は、産婦人科、整形外科など。 

※ （ ）は当番日平均患者数。計は一致しない場合がある。 

 

(3) 三次救急医療体制 

＜目  的＞ 

休日又は夜間における重篤救急患者（脳卒中、心臓発作等の入院治療を必要とする患者）の医療を確保

することを目的とする。 

＜実施時期＞ 

川崎医科大学附属病院・・・昭和 54 年１月１日～ 

岡 山 赤 十 字 病 院・・・昭和 58年４月１日～ 

津 山 中 央 病 院･･･平成 11 年 12 月 19 日～ 

岡 山 大 学 病 院･･･平成 24 年４月１日～ 

倉 敷 中 央 病 院･･･平成 25 年４月 16 日～ 
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＜診療体制＞ 

岡山県下に５か所病院を指定して救命救急センターを設置し診療にあたる。 

救命救急センター・・・・・・岡山赤十字病院、倉敷中央病院、津山中央病院 

高度救命救急センター・・・岡山大学病院、川崎医科大学附属病院 

 

３ 地域医療の普及啓発 

（根拠 倉敷市地域医療普及啓発事業補助金交付要領 平成28年４月１日施行） 

＜事業概要＞ 

対話型講演会など高梁川流域連携中枢都市圏内の医療機関等と連携した取組を通じて、医療の機能分

化に対する知識を深め、適切な地域医療環境の構築を図るための啓発活動を行う団体に対して支援を行う。 

＜補助対象事業＞ 

高梁川流域連携中枢都市圏において実施する地域医療をテーマとした事業 

＜補助対象経費＞ 

補助対象事業に係る経費のうち広告宣伝費、会場使用料及び会場設営費 

＜事業実績＞ 

補助金 １団体 400 千円（令和６年度） 
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第八 生活衛生 

１ 医薬品等の安全確保対策 

（根拠法令 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 昭和 36 年２月１日施

行・毒物及び劇物取締法 昭和 25 年 12 月 28 日施行） 

＜事業概要＞ 

医薬品の安全性確保及び毒物劇物等による危害発生防止を目的として、薬局等に対し、年間を通じて立

入検査を実施するとともに、医薬品等の保管管理及び適正販売の徹底等について指導を行う。また消費者

に対し、医薬品についての正しい知識の普及啓発に努める。 

 

(1) 薬局・医薬品販売業者等に対する監視指導 

区 分 

年 度 
施設数 

新規許可 

・届出件数 

更新許可

件 数 
廃止件数 

監視指導

件 数 

行政処分

等 件 数 

4 2,183 218 134 213 659 - 

5 2,207 212 97 188 558 - 

6 2,251 172 66 128 543 - 

（内訳）       

医薬品 

薬 局 185 16 24 13 68 - 

薬局医薬品製造販売業 10 - 2 2 3 - 

薬 局 医 薬 品 製 造 業 10 - 2 2 3 - 

店 舗 販 売 業 119 7 10 4 42 - 

卸 売 販 売 業 36 4 2 3 8 - 

薬 種 商 販 売 業 - - - - - - 

特 例 販 売 業 1 - - - - - 

業 務 上 取 扱 う 施 設 - - - - - - 

医 薬 
部外品 

販 売 業 - - - - 99 - 

業 務 上 取 扱 う 施 設 - - - - - - 

化粧品 
販 売 業 - - - - 99 - 

業 務 上 取 扱 う 施 設 - - - - - - 

医 療 
 
 
 
 

機 器 

高 度 管 理 

医療機器等 

販 売 業 198 19 16 11 54 - 

貸 与 業 2 - - - - - 

販売・貸与業 89 8 10 5 20 - 

管 理 

医 療 機 器 

販 売 業 1,095 58 - 39 9 - 

貸 与 業 2 - - - - - 

販売・貸与業 504 60 - 49 138 - 

一 般 

医 療 機 器 

販 売 業 - - - - - - 

貸 与 業 - - - - - - 

販売・貸与業 - - - - - - 

業 務 上 取 扱 う 施 設 - - - - - - 
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(2) 毒物劇物営業者等に対する監視指導 

区 分 

年 度 
施 設 数 

新 規 登

録 届 出

件 数 

更 新 登

録 件 数 
廃止件数 

監 視 指

導 件 数 

行政処分 

等 件 数 

4 315 9 52 24 99 - 

5 298 14 39 31 69 - 

6 286 8 40 20 64 - 

（内訳）       

販売業 

一 般 販 売 業 228 6 37 11 54 - 

農業用品目販売業 27 1 2 9 3 - 

特 定 品 目 販 売 業 5 - 1 - 2 - 

業務上

取扱者 

電 気 め っ き 事 業 2 - - - - - 

金 属 熱 処 理 事 業 - - - - - - 

毒 物 劇 物 運 送 業 21 1 - - 1 - 

白 あ り 防 除 事 業 - - - - - - 

法第22条第５項の者 - - - - 4 - 

特 定 毒 物 使 用 者 3 - - - - - 

 

区 分 

年 度 

毒 物 劇 物 取 扱 者 試 験 願 書 受 付 件 数 

一 般 農業用品目 特 定 品 目 

4 32 - - 

5 51 - - 

6 35 5 - 

 

２ 献血の推進 

（根拠法令 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律第５条 平成 15年７月 30 日施行） 

＜事業概要＞ 

医療技術の高度化により、輸血用の血液の需要が年々増加し、これに対応するため定期献血、地区献血

を実施し、血液の確保に努めている。 

 

年度別献血者数                    (単位:人) 

年 度 
献血の種類 

200ml 献血 400ml 献血 

4 5 16,099 

5 - 15,326 

6 - 13,654 
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３ 生活衛生関係施設の安全確保 

(根拠法令 理容師法 昭和23年１月１日施行・美容師法 昭和32年9月2日施行・クリーニング業法 昭和25年

７月1日施行・旅館業法 昭和23年７月15日施行・公衆浴場法 昭和23年７月15日施行・興行場法 

昭和23年７月15日施行・水道法 昭和32年12月14日施行・温泉法 昭和23年８月９日施行・建築

物における衛生的環境の確保に関する法律 昭和45年10月13日施行・有害物質を含有する家庭

用品の規制に関する法律 昭和49年10月１日施行) 

＜事業概要＞ 

理容、美容、クリーニング業、旅館ホテル、公衆浴場等、日常生活に密着した環境衛生営業施設の衛生

水準の維持及び大規模建築物、住居衛生、飲用水、遊泳用プール、家庭用品の衛生維持向上を目的とし

て効果的、重点的な監視指導を行う。 

 

(1) 生活衛生営業関係施設立入検査 

① 生活衛生営業関係施設数及び立入検査数 

区 分 

業種  年 度 
施設数 新規件数 廃止件数 

立入検査

件 数 

行政処分

等 件 数 

興 

行 

場 

4 9 - - - - 

5 9 - - - - 

6 9 - - - - 

（内訳）      

映 画 館 1 - - - - 

ス ポ ー ツ 施 設 2 - - - - 

そ の 他 6 - - - - 

公
衆
浴
場 

4 49 3 5 14 - 

5 49 1 1 10 - 

6 48 1 2 24 - 

（内訳）      

一 般 公 衆 浴 場 3 - - 4 - 

公
衆
浴
場 

そ

の
他

の 

個 室 付 浴 場 - - - - - 

ヘルスセンター 4 - - 2 - 

サ ウ ナ 風 呂 4 1 - 1 - 

そ の 他 37 - 2 17 - 

理
容
所 

4 376 6 15 48 - 

5 378 9 7 50 - 

6 374 - 4 63 - 

美
容
所 

4 1,032 63 43 151 - 

5 1,055 60 37 177 - 

6 1,079 46 22 171 - 
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区 分 
業種   年 度 

施設数 新規件数 廃止件数 
立入検査

件 数 

行政処分

等 件 数 

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
所 

4 174 2 11 31 - 

5 172 1 3 21 - 

6 167 5 10 36 - 

（内訳）      

一 般 、 工 場 等 48 1 4 11 - 

(再掲)指定洗濯物取扱施設 10 1 - 4 - 

取 次 店 119 4 6 25 - 

旅

館 

4 167 9 10 27 - 

5 173 10 4 39 - 

6 189 18 2 56 - 

（内訳）      

旅 館 ・ ホ テ ル 営 業 135 9 1 40 - 

簡 易 宿 所 営 業 50 9 1 16 - 

下 宿 営 業 4 - - - - 

 

② 衛生講習実施状況 

区分 

年度 
実施回数 延べ時間 受講人数 対 象 者 実 施 場 所 

４ 2回 60分 50人   

5 5回 150分 142人   

6 4回 80分 146人   

（内訳）      

美 容 1回 20分 24人 美容組合児島支部員 児 島 マ リ ン プ ー ル 

美 容 1回 20分 57人 美容組合倉敷支部員 倉 敷 市 芸 文 館 

理 容 1回 20分 50人 
理容組合倉敷・児島

支部員 
水 島 愛 あ い サ ロ ン 

理 容 1回 20分 15人 理容組合玉浅支部員 玉島市民交流センター 

 

③ クリーニング師試験免許取扱件数             （単位：件） 

区 分 

年 度 
試 験 願 書 免 許 申 請 

4 6 4 

5 14 9 

6 7 3 
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(2) 建築物、水道、温泉関係施設立入検査 

① 特定建築物等施設数及び立入検査数 

区  分 

年  度 
施 設 数 新規件数 

非 該 当

件 数 

立入検査

件 数 

行政処分

等 件 数 

特 
 

 
 

定 
 

 
 

建 
 

 
 

築 
 

 
 

物 

4 135 1 3 - - 

5 135 - - 6 - 

6 136 1 - 4 - 

（内訳）      

興 行 場 7 - - - - 

百 貨 店 2 - - - - 

店 舗 48 1 - - - 

事 務 所 29 - - 1  

学 校 10 - - - - 

旅 館 27 - - 3 - 

そ の 他 用 途 13 - - - - 

(再掲 )専ら事務所 12 - - - - 

その他の 

建 築 物 

4 - - - - - 

5 - - - - - 

6 - - - - - 

 

② 水道施設数及び立入検査数（保健所所掌業務分のみ） 

区  分 

年  度 
施 設 数 新規件数 廃止件数 

立入検査

件 数 

行政処分

等 件 数 

4 544 15 5 4 - 

5 542 2 4 3 - 

6 550 13 5 1 - 

（内訳）      

専 用 水 道 14 - - - - 

簡 易 専 用 水 道 536 13 5 1 - 

小 規 模貯水槽水道 - - - - - 
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③ 温泉利用施設数及び立入検査数 

区  分 

年  度 
施 設 数 新規件数 廃止件数 

立入検査

件 数 

行政処分

等 件 数 

4 13 - 1 - - 

5 13 - - - - 

6 13 - - - - 

（内訳）      

温泉利用許可施設（浴用） 11 - - - - 

温泉利用許可施設（飲用） - - - - - 

その他の利用届出施設 2 - - - - 

 

(3) 遊泳用プール、コインランドリー関係施設立入検査 

区  分 

年  度 
施 設 数 新規件数 廃止件数 

立入検査

件 数 

行政処分

等 件 数 

遊 泳 用 プ ー ル 

4 29 - 1 10 - 

5 29 - - 5 - 

6 29 - - 8 - 

コインオペレーション

クリーニング営業施

設（コインランドリー） 

4 99 2 - 2 - 

5 100 2 1 6 - 

6 104 5 1 5 - 

（内訳）      

水洗機のみの施設 101 5 1 5 - 

ドライ機のある施設 3 - - - - 

 

(4) 家庭用品試買検査 

区 分 

年 度 
試 買 実 施 施 設 数 試買検体（繊維製品）数 行 政 処 分 等 件 数 

4 2 30 - 

5 1 30 - 

6 2 30 - 

※ 検査項目：ホルムアルデヒド 
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４ 食中毒防止対策 

(根拠法令 食品衛生法 昭和 23年１月１日施行) 

＜事業概要＞ 

ア 食品施設への立入検査 

飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止するため、倉敷市食品衛生監視指導計画に基づき食品等関

連施設に対する監視指導を実施する。 

 

イ 食品の収去検査等 

・ 収去検査…市内で製造・流通している食品及び原材料、中間製品等の収去検査を実施する。 

・ 実態調査…残留農薬・アレルギー物質・動物用医薬品等について、収去又は買い上げにより実態調査を

実施する。 

ウ 消費者等への食品衛生情報の提供 

各種衛生講習会の実施、ホームページ・広報紙等を利用した情報提供を行う。 

 

(1) 食品衛生監視指導 

① 食品関係営業許可施設数及び監視指導状況 

区  分 

 

 

 

 

 

年  度 

営

業

施

設

数 

営業許可施設 廃

業 

処 分 件 数 告発件数 監

視

施

設

数 

継

続 
新

規 

営
業
禁
止
命
令 

営
業
許
可
取
消
命
令 

営
業
停
止
命
令 

改

善

命

令 

物
品
廃
棄
命
令 

そ

の

他 

無

許

可

営

業 

そ

の

他 

4 6,202 - 1,203 999 - - - - - - - - 1,433 

5 6,028 - 1,041 1,215 - - - - - - - - 1,348 

6 6,040 - 1,050 1,038 - - 1 - - - - - 1,402 

 

② 届出を要する施設数及び監視指導状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 

 

 

 

 

 

年  度 

営

業

施

設

数 

処 分 件 数 告

発

件

数 

監

視

施

設

数 

営
業
禁
止
命
令 

営
業
停
止
命
令 

物
品
廃
棄
命
令 

そ

の

他 

4 2,385 - - - - - 58 

5 2,181 - - - - - 71 

6 2,373 - - - - - 81 
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③ 食中毒発生状況 

区分 
年度 発生年月日 施 設 摂食者数 患 者 数 原因物質 

4 令和5年3月 2日 飲 食 店 3 3 次亜塩素酸ナトリウム 

5 
令和5年4月17日 飲 食 店 8 4 クドア・セプテンプンクタータ 

令和6年3月22日 飲 食 店 121 52 不明 

6 
令和6年6月26日 飲 食 店 13 11 クドア・セプテンプンクタータ 

令和6年12月24日 飲 食 店 17 13 カンピロバクター・ジェジュニ 

 

 

④ 苦情処理状況                              （単位：件） 

年度 
苦情内容 4 5 6 

異物混入 

毛 髪 3 6 2 

金 属 片 2 7 6 

衛生害虫 6 6 2 

そ の 他 19 14 24 

カ ビ の 発 生 3 1 2 

腐 敗 ・ 変 敗 6 10 6 

食 品 の 取 扱 い 不 良 13 18 10 

不 適 正 な 表 示 25 8 7 

施 設 ・ 環 境 の 不 衛 生 14 24 15 

身 体 の 異 常 62 78 101 

そ の 他 23 15 25 

合 計 176 187 200 

 

(2) 衛生教育講習 

対象者 
年 度 営 業 者 

集団給食 
従 事 者 

消 費 者 そ の 他 計 

4 
回 数 9 - 5 1 15 

人 数 441 - 80 17 538 

5 
回 数 12 1 10 1 24 

人 数 627 117 201 11 956 

6 
回 数 15 1 9 3 28 

人 数 773 125 171 70 1,139 

  



第八 生活衛生 

123 

５ 動物の適正飼育の推進 

(1) 狂犬病予防対策 

(根拠法令 狂犬病予防法 昭和25年８月26日施行) 

＜事業概要＞ 

登録及び狂犬病予防注射の推進 

・ 定期集合注射の実施及び未登録・未注射犬の一掃 

４月に市内各会場で犬の注射及び鑑札、注射済票交付を行う。 

集合注射終了後、未注射犬飼い主に対する個別指導及び広報活動を実施する。 

・ 野犬等の捕獲 

地域住民の協力を得ながら、犬捕獲器等による捕獲を実施し、野犬等の一掃に努める。 

 

① 犬の登録頭数・注射頭数 

区分 
年度 

年度末登録頭数 
（再掲） 

新規登録頭数 
狂犬病予防注射頭数 

4 28,538 2,628 16,139 

5 25,755 2,618 16,296 

6 26,465 2,883 17,129 

 

② 野犬等の捕獲頭数、返還頭数 

区分 
年度 捕獲頭数 返還頭数 

4 306 64 

5 304 56 

6 367 41 

 

③ 苦情相談件数（野犬に関するもの） 

区分 
年度 捕獲・収容 咬傷 その他 

4 533 - 5 

5 586 - 12 

6 588 1 20 

 

(2) 動物の愛護及び管理 

(根拠法令 動物の愛護及び管理に関する法律 昭和49年４月１日施行) 

＜事業概要＞ 

・ 動物愛護に関する普及啓発 

野犬増加の原因である捨て犬の防止及び適正な犬の飼い方を啓発指導する。また、猫についても不適

切な飼い方に伴う生活環境の悪化等を防止するため、適正な飼い方を啓発指導する。 

・ 第一種動物取扱業の登録 

動物を販売するペットショップ等の施設について、動物の愛護及び管理に関する法律に基づき登録・更

新検査を行う。 

・ 危険な動物の飼養許可 

人の生命、身体又は財産に害を加えるおそれがある動物の飼養について指導及び許可を行う。 
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① 飼い犬・飼い猫の引取り頭数 

区分 
年度 犬 猫 

4 3 19 

5 2 37 

6 6 33 

 

② 飼い犬に関する相談件数 

区分 
年度 放し飼い 鳴き声・糞尿 咬  傷 その他 

4 34 59 22 67 

5 21 53 23 73 

6 10 48 28 68 

 

③ 猫に関する相談件数 

区分 
年度 不適正飼養 保護・引取り その他 

4 154 55 59 

5 154 111 64 

6 134 123 105 

 

④ 犬のしつけ方教室・動物とのふれあい教室  （単位：人） 

内容 
年度 動物とのふれあい教室 

4 - 

5 56 

6 96 

 

⑤ 第一種動物取扱業登録件数 

区分 
年度 事 業 所 件 数 登 録 件 数 

（再掲） 
新 規 登 録 数 

（再掲） 
登録の更新件数 

4 201 245 30 47 

5 211 259 32 24 

6 224 274 33 28 

 

(3) 化製場等に関する法律にかかる動物の飼養又は収容の許可 

（根拠法令 化製場等に関する法律 昭和 23 年７月 15 日施行） 

＜事業概要＞ 

牛、馬、豚、めん羊、やぎ、犬、鶏、あひる等を一定数以上、一定の地域で飼養、収容する場合において、

公衆衛生上必要な施設の基準を満たす場合、飼養又は収容を許可する。 

化製場等に関する法律にかかる動物の飼養又は収容の許可もしくは届出件数   （令和６年度末現在） 

対象動物種 総数 牛 馬 豚 
めん羊・
山羊 

犬 
鶏・ 
あひる 

その他 

件 数 45 - 2 3 - 40 - - 
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(4) 飼い主のいない猫の不妊去勢手術費の助成 

（根拠 倉敷市飼い主のいない猫の不妊去勢手術費助成金交付要綱 令和２年７月１日施行） 

＜事業概要＞ 

飼い主のいない猫のみだりな繁殖を防止し、猫に起因する諸問題の解決を図る。 

飼い主のいない猫の不妊去勢手術 1件にかかる費用のうち、10,000 円を上限として助成する。 

＜事業実績＞ 

区分 
年度 手 術 件 数 助成金額（円） 

4 109 1,000,000 

5 228 1,956,200 

6 225 1,948,341 

６ 食鳥処理施設の衛生確保 

（根拠法令 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律 平成３年４月１日施行） 

＜事業概要＞ 

食鳥処理衛生管理者の配置、確認規定の遵守状況、処理羽数の確認について監視指導を行う。 

＜事業実績＞ 

区分 
 
年度 

認 定 小 規 模 施 設 

施 設 数 確 認 羽 数 

4 1（休業中） - 

5 1（休業中） - 

6 1（休業中） - 
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第九 検査 

１ 事業概要等 

(根拠法令 食品衛生法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等) 

(1) 事業概要 

① 食品衛生検査 

倉敷市内で製造され、又は、流通している食品が食品衛生法第 13 条第１項の規定に基づく規格基準に

適合していることを確認するための検査を実施する。また、食品事業者に対する衛生面での指導及び食中

毒の未然防止のための検査を実施する。 
 

② 残留農薬検査 

倉敷市内の特産品を中心とした野菜及び果物に加え、倉敷市内に流通している加工食品を対象に残留

農薬検査を実施する。 
 

③ 食中毒・苦情検査 

食中毒発生時に、原因究明のための食品、飲料水、ふきとり、便等の検査を実施する。また、有症苦情発

生時に微生物及び理化学検査を実施する。 
 

④ 感染症検査 

感染症発生時に、感染拡大防止のための患者、接触者便等の微生物検査を実施する。 
 

⑤ 生活(環境)衛生検査 

生活(環境)衛生施設（公衆浴場、旅館等の浴場及び遊泳用プール）の監視、指導上必要な水質検査を実

施する。また、家庭用品（繊維製品）のホルムアルデヒド検査を実施する。 
 

⑥ 精度管理・調査等 

食品衛生検査施設としての検査等の信頼性を確保することを目的に、検査員の技能水準の確保等を行う。

また、第三者の行う外部精度管理調査に参加し、本市の状況を客観的に評価して改善に努める。 

 

(2) 検査実施状況 

（単位：件） 

区  分 

 

 

年  度 

食

品

衛

生

検

査 

残

留

農

薬

検

査 

食
中
毒
・
苦
情
検
査 

感

染

症

検

査 

生
活(

環
境)

衛
生
検
査 

小

計 

精
度
管
理
・
調
査
等 

合

計 

4 
検査検体数 274 4 16 62 55 411 145 556 

検査項目数 3,120 1,263 182 62 170 4,797 14,449 19,246 

5 
検査検体数 583 22 170 84 48 907 243 1,150 

検査項目数 5,182 7,576 1,777 84 133 14,752 10,282 25,034 

6 
検査検体数 644 21 149 79 52 945 483 1,428 

検査項目数 6,771 7,531 1,465 79 155 16,001 47,244 63,245 
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２ 食品衛生検査 

(1) 食品添加物・微生物検査 

                                                                   （単位：件） 

 

食品分類  

 

 

 

 

年度 

弁
当
及
び
そ
う
ざ
い 

豆
腐
及
び
そ
の
加
工
品 

菓
子
類 

漬
物 

穀
類
及
び
そ
の
加
工
品 

魚
介
類
及
び
そ
の
加
工
品 

食
肉
及
び
食
肉
製
品 

野
菜
果
実
及
び
そ
の
加
工
品 

調
味
料
及
び
ジ
ャ
ム 

清
涼
飲
料
及
び
シ
ロ
ッ
プ 

酒
精
飲
料 

飲
用
乳
・乳
製
品 

氷
菓 

冷
凍
食
品 

ふ
き
と
り 

そ
の
他 

合
計 

検

体

数 

4 122 17 21 8 - 10 14 - 17 10 2 5 - 8 40 - 274 

5 364 16 41 13 24 5 15 6 - 13 3 14 1 8 60 - 583 

6 390 16 52 10 24 15 19 12 20 16 - 20 - 8 37 5 644 

（令和６年度検査項目内訳） 

食
品
添
加
物
検
査 

       

食
品
添
加
物
検
査 

保存料 

（６項目） 
120 - 312 60 144 90 114 - 120 90 - 48 - 18 - - 1,116 

甘味料 

（３項目） 
60 - 156 30 72 45 57 - 60 45 - 24 - 9 - - 558 

着色料 

（12 項目） 
240 - 624 120 288 180 228 - 240 180 - 96 - 36 - - 2,232 

防ばい剤 

（９項目） 
- - - - - - - 45 - - - - - - - - 45 

殺菌剤 - - - - 9 - - - - - - - - - - - 9 

発色剤 - - - - - - 19 - - - - - - - - - 19 

酸化防止剤・ 

漂白剤 
4 - 3 - - - - - - - - - - - - - 7 

品質保持剤 - - - - 17 - - - - - - - - - - - 17 

微
生
物
検
査 

一般細菌数 390 16 52 5 24 - - 7 - 1 - 15 - 8 37 5 560 

大腸菌群 390 16 52 5 24 10 12 7 - 16 - 16 - 8 37 5 598 

E.coli 390 16 52 10 24 - 7 7 - - - - - - 28 5 539 

黄色 

ブドウ球菌 
390 16 52 5 24 - 7 7 - - - - - - 28 5 534 

サルモネラ 

属菌 
2 - 30 - - - 7 - - - - - - - - - 39 

カンピロバク

ター属菌 
- - - - - - 5 - - - - - - - - - 5 

腸炎ビブリオ - - - 5 - - - - - - - - - - - - 5 

セレウス菌 249 16 43 - - - - 7 - - - - - - 28 5 348 

クロストリジウ

ム属菌 
- - - - - - 13 - - - - - - - - - 13 

乳酸菌数 - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 

リステリア・モノ

サイトゲネス 
- - - - - - - - - - - 4 - - - - 4 

延べ検査項目数 2,235 80 1,376 240 626 325 469 80 420 332 - 204 - 79 158 25 6,649 
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(2) 成分等検査 

（単位：件） 

食品分類 清涼飲料 食肉製品 あん類 ミネラルウォーター類 

合計 検査項目 

年度 

重金属類 
（３項目※1） 

水分活性 シアン化合物 有害物質等 

検
体
数 

※
２ 

4 10 1 - - 11 

5 12 1 4 1 18 

6 15 1 9 1 26 

令和６年度 
延べ検査項目数 

31 1 9 44 85 

※１ ３項目（ヒ素、鉛、スズ）のうちスズは、規格が定められている金属容器入りのものについて実施。 

※２ 検体数については、前頁(１) 食品添加物・微生物検査と重複がある。 

 

(3) 乳等命令検査 

（単位：件）     

区分 

年度 

飲用乳（牛乳・低脂肪 

牛乳・加工乳等） 

乳製品（アイスクリーム

類を除く） 

アイス 

クリーム類 
合計 

検
体
数

※ 

4 - 1 - 1 

5 4 2 3 9 

6 6 3 5 14 

（令和６年度検査項目内訳） 

比重 4 - - 4 

酸度 6 2 - 8 

無脂乳固形分 6 1 - 7 

乳脂肪分 6 2 5 13 

乳固形分 - - 5 5 

延べ検査項目数 22 5 10 37 

※ 検体数については、前頁（１）食品添加物・微生物検査と重複がある。 

 

３ 残留農薬検査 

(1) 農産物残留農薬・加工食品農薬検査 

 

区分 

年度 
検体数 

延べ検査

項目数 

延べ検出

項目数 

基準値 

超過件数 

4  4 1,263 - - 

5 22 7,576 22 - 

6 21 7,531 28 - 

（令和６年度検査対象物内訳） 

農産物（市内産） 

sinai 

18 6,475 28 

 

- 

- 加工食品（冷凍食品）  3 1,056 - 

 

- 

 農 産 物：ごぼう、もも、ぶどう 

加工食品：冷凍とうもろこし 
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４ 食中毒・苦情検査 
（単位：件） 

検体分類  

年度 
食品・水 ふきとり 便 合計 

検体数 

4  1  9  6  16 

5 39 51 80 170 

6 12 80 57 149 

（令和６年度検査項目内訳） 

黄色ブドウ球菌 12 70 43 125 

腸管出血性大腸菌Ｏ157 12 70 43 125 

腸管出血性大腸菌 12 70 43 125 

病原大腸菌 12 70 43 125 

サルモネラ属菌 12 70 43 125 

カンピロバクター属菌 12 70 43 125 

腸炎ビブリオ 12 70 43 125 

セレウス菌 12 70 43 125 

ウェルシュ菌 12 70 43 125 

エルシニア属菌 12 70 43 125 

赤痢菌 12 70 43 125 

ノロウイルス - 30 47  77 

クドア・セプテンプンクタータ  3 - 10  13 

延べ検査項目数 135 800 530 1,465 

 

５ 感染症検査 

（単位：件） 

年度 

検査項目 
4 5 6 

腸管出血性大腸菌（O157）   41(11)   59(4)   52(8) 

腸管出血性大腸菌（O26） 7 -    7(1) 

腸管出血性大腸菌（O157・O26 以外） 6  14(1) 20 

赤痢菌 -  11(4) - 

チフス - - - 

ノロウイルス   8(2) - - 

延べ検査項目数   62(13)  84(9)  79(9) 

※ ( )内は陽性検体数 
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６ 生活（環境）衛生検査 

(1) 公衆浴場、旅館等浴場及び遊泳用プールの水質検査 

（単位：件） 

   区分 

年度 

浴場水 

プール水 合計 
公衆浴場 旅館等 

公衆浴場・ 

旅館等 

検
体
数 

4 3 12（4） - 10 25（4） 

5   4（1） 7（5） 5（2） 5（2） 18（5） 

6   8（1） 5 2 7 22（1） 

（令和６年度検査項目内訳）  

理
化
学
検
査 

ｐＨ 8 5 2 7 22 

ＫＭｎＯ4消費量 - - - 7 7 

TOC 8 5 2 - 15 

色度 8 5 2 - 15 

濁度 8 5 2 7 22 

微
生
物
検
査 

一般細菌数 - - - 7 7 

大腸菌群 8 5 2 - 15 

大腸菌 - - - 7 7 

レジオネラ属菌 8（1） 5 2 - 15（1） 

延べ検査項目数 48(1) 30 12 35 125（1） 

※ ( )は倉敷市公衆浴場法施行条例、倉敷市旅館業法施行条例、倉敷市遊泳用プール衛生指導要領  

のいずれかに規定する水質基準を超過した件数 

 

(2) 家庭用品の化学物質検査 

＜検査対象物＞おしめ等乳幼児用繊維製品              （単位：件） 

検査項目 

年度 

ホ ル ム ア ル デ ヒ ド 

検 体 数 基準超過件数 

4 30 - 

5 30 - 

6 30 - 
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７ 精度管理・調査等 

(1) 内部精度管理 

（単位：件） 

 区分  

項目 
検体数 延べ検査項目数 

理化学検査 

保存料・甘味料 - - 

漂白剤・酸化防止剤 - - 

品質保持剤 - - 

発色剤 - - 

防ばい剤 - - 

重金属類 - - 

乳等命令  3  6 

残留農薬 - - 

微生物検査 一般細菌数 36 36 

合  計 39 42 

 

(2) 検査法の妥当性評価 

（単位：件） 

区分 

項目 
検体数 延べ評価項目数 

食品添加物 210  1,346 

残留農薬 168 45,696 

重金属類（清涼飲料水）  22     66 

合計 400 47,108 

 

 

(3) 外部精度管理 

（単位：件） 

区分  

項目 
検体数 延べ検査項目数 

理化学検査 

保存料 12 12 

着色料  2  2 

残留農薬 10 60 

微生物検査 

一般細菌数  3  3 

大腸菌群  2  2 

腸内細菌科菌群  2  2 

E.coli  2  2 

黄色ブドウ球菌  2  2 

サルモネラ属菌  5  5 

レジオネラ属菌  4  4 

合  計 44 94 
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(4) 調査・研究 

① セレウリド 

・試験法：抽出-LC/MS/MS 試験法 

・研究内容：セレウス菌産生嘔吐毒素セレウリドの試験法の検討 

 

② 腸管出血性大腸菌 

・試験法：培養法 

・研究内容： 自家調製培地の使用期限についての検討 
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第十  調査・研究活動 

 

１ 調査・研究活動 

２ 保健所内研究成果報告会 
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第十 調査・研究活動 

１ 調査・研究活動 

年月日 学会名等 内  容 発表者 

令和6年7月 

岡山県・岡山市・

倉敷市食品衛生

監視員研修会 

市内大規模弁当施設に対してノロウイルス症状を

呈した体調不良者への対応及び施設の消毒体制に

ついてアンケートを実施した。また、嘔吐した時の飛

散状況の模擬実験を行い、これらの調査結果を基に

ノロウイルス対策のマニュアルを作成した。 

生活衛生課 

食品監視係 

藤野徳子 

令和6年8月 
中国地区 

公衆衛生学会 

倉敷地区の幼児健診対象時の保護者を対象に調

査を行い、子育て支援施設・団体を早期に利用する

ための障壁や効果的なアプローチを明らかにし、今

後取り組む対策について検討した。 

健康づくり課 

倉敷保健推進室 

中田果菜子 

令和6年8月 
中国地区 

公衆衛生学会 

国の通知を受け、レジオネラ属菌の検査方法を、

「冷却遠心濃縮法」から「ろ過濃縮法」に切り替えた

が、添加回収試験によりレジオネラ属菌の回収率が

低かったことから、回収率の向上を目的に検討した。 

衛生検査課 

微生物検査係 

光信 智恵 

令和6年8月 
中国地区 

公衆衛生学会 

ゲートキーパー養成研修を受講した大学生を対象

に、研修から 6 か月後の意識・行動の変化を調査分

析し、研修の効果を評価すると共に課題を明らかに

し、今後の研修実施に向けた改善点を検討した。 

保健課 

精神保健係 

髙島 春花 

 

２ 保健所内研究成果報告会 
保健衛生業務に従事している職員の知識や技術の向上を目指し研究発表の場を設けるとともに、報告会に参

加することで、他の業務についても幅広い知識や視野を養う。 

 

① 日時及び場所 

令和７年２月５日（水） 8 時 45 分～11時 30 分   倉敷市保健所 302 会議室 

② 発表者 

８人（倉敷市保健所、玉島保健福祉センター、くらしき健康福祉プラザ） 

③ 参加者 

延べ 71 人（倉敷市保健所、児島・玉島・水島各保健福祉センターほか） 

④ 発表者・発表要旨 

 

第１部  感染症・難病・精神保健 

研究代表者 

（発表者） 
テーマ 要 旨 

保健課 

感染症係 

穂崎 由佳 

介護保険施設における

ＨＩＶ感染者等の受け入

れ促進に向けた保健所

の役割 

市内の介護保険施設の職員における HIV 感染者の自施

設での受け入れの意向に関連する実態把握を行い、今後の

前向きな受け入れを促進するために必要な因子と保健所の

役割について検討した 
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保健課 

保健医療係 

天野 レミナ 

常時在宅人工呼吸器装

着患者のレスパイト入院

利用を阻害する要因の

検討 

市内で常時在宅人工呼吸器を装着している患者の介護

者を対象としたアンケートを実施し、難病患者・介護者のレス

パイト入院の利用を阻害する要因を検討した。 

保健課 

精神保健係 

田内 真代 

（北田 莉沙） 

倉敷市自殺未遂者支援

事業の有効性の検証 

 

自殺未遂者への対応歴のある市内救急告示医療機関の

医療従事者に対してアンケート調査を行い、事業の有効性

や事業協力のために必要な要件について検証した。 

 

第２部  食品衛生・微生物検査・理化学検査 

研究代表者 

（発表者） 
テーマ 要 旨 

生活衛生課 

食品衛生係 

小西 真由 

倉敷市電子申請サービ

スを活用した食中毒患者

調査フォームの検討につ

いて 

迅速かつ効率的な食中毒調査に向けて、本市で行政手続

きに導入している「倉敷市電子申請サービス」を活用した調査

フォームを作成し、その効果と課題について検討した。 

衛生検査課 

微生物検査係 

矢吹 茉里江 

自家調製培地の使用期

限についての検討 

検査頻度が高く、培地にコストのかかる感染症検査で使用

する培地を対象に、科学的根拠に基づいた使用期限の設定

について検討した。 

衛生検査課 

理化学検査係 

松原 直紀 

LC-MS/MS によるセレウ

ス菌産生嘔吐毒素セレウ

リドの試験法の検討 

 

食中毒原因判断に使用することを目的として、高速液体ク

ロマトグラフ質量分析計（LC-MS/MS）を用いたセレウス菌産

生嘔吐毒素セレウリドの試験法を検討した。 

 

 

第３部  母子保健 

研究代表者 

（発表者） 
テーマ 要 旨 

玉島保健推進室

平川 莉菜 

玉島地区における育児

の共同化に向けた父

親の役割と夫婦間の対

話の重要性 

玉島地区で行われた 1 歳 6 か月児健康診査を受診した児

の保護者に質問紙による調査を行い、玉島地区における父親

の育児行動と母親の満足度、夫婦間の対話との関連を分析

し、父親の育児の共同化を推進することを目的に検討した。 

くらしき健康 

福祉プラザ 

視能訓練室 

長尾 長彦 

３歳児健康診査における

全数屈折スクリーニング

の効果について 

倉敷市の３歳児健康診査に全数屈折検査を導入する前の

令和４年度と導入後の令和５年度に、３歳児健康診査を受診

した児の要精密検査結果を比較し、全数屈折検査の効果に

ついて検証した。 

※ 研究代表者と当日発表者が違う場合のみ、発表者を記載 
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第十一 委員会 

１ 委員会 

  

担当課

名 
会 議 ・ 委 員 会 名 

頻度又は 

日付 
委  員  数 そ  の  他 

保健課 

倉 敷 市 保 健 所 運 営 協 議 会 R6.10.17 

内 部    0 人 

外 部   19 人 

計      19 人 

別紙委員名簿参照 

保 健 所 安 全 衛 生 委 員 会 R7.3.11 11 人以内  

倉敷市予防接種健康被害調査審議会 
R6.8.21 

R7.1.24 

内 部    1 人 

外 部    5 人 

計       6 人 

別紙委員名簿参照 

倉 敷 市 感 染 症 診 査 協 議 会 毎月 2回 

内 部    0 人 

外 部   12 人 

計      12 人 

別紙委員名簿参照 

倉敷市小児慢性特定疾病審査会 毎月 1回 

内 部    0 人 

外 部    5 人 

計       5 人 

別紙委員名簿参照 

倉 敷 市 精 神 保 健 福 祉 協 議 会 
令和 6年度 

開催なし 
15 人以内  

倉敷市自殺対策基本計画審議会 
令和 6年度 

開催なし 
15 人以内  

健康 

づくり課 

倉敷市健康診査等健康被害調査審議会 
令和６年度 

開催なし 
9 人以内  

倉敷市健康増進計画・食育推進計画審議会 R6.7.25 

内 部    0 人 

外 部   20 人 

計      20 人 

別紙委員名簿参照 

生活衛

生課 
倉 敷 市 動 物 愛 護 管 理 審 議 会 

令和６年度 

開催なし 
11 人以内  
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２ 委員名簿 

(1) 倉敷市保健所運営協議会委員名簿 

    期間：令和６年７月１日から令和８年６月 30 日まで  

（令和６年度末現在）   

構 成 区 分 氏 名 役 職 等 

関係行政機関 則 安 俊 昭 岡山県備中保健所 所長 

学識経験者 
田 口 明 子 倉敷市議会 保健福祉委員会 委員長 

富 田 早 苗 川崎医療福祉大学 教授 

関係機関・団体 

森 永 博 子 倉敷市愛育委員会連合会 理事 

赤 沢 佐 代 子 倉敷市栄養改善協議会 副会長 

児 玉 賢 治 倉敷市老人クラブ連合会 理事 

友 國 和 代 倉敷市精神障がい者家族会連合会 つどいの会会長  

平 木 章 夫 岡山県病院協会 常務執行役 

荒 木 一 博 倉敷市連合医師会 会長 

大 森  潤 倉敷市内歯科医師会協議会 会長 

中 濱  崇 倉敷商工会議所 理事・事務局長 

安 本 和 善 岡山県薬剤師会 倉敷支部 支部長 

藤 岡  透 岡山県獣医師会 倉敷支部 支部長 

藤 原 勝 稔 倉敷市環境衛生協議会 副会長 

浪 尾 良 平 倉敷市食品衛生協会 副会長 

赤 木 洋 子 岡山県看護協会 倉敷支部 副支部長 

新 田 和 子 岡山県栄養士会 倉敷市支部 支部長 

宇 野 順 一 郎 連合岡山 倉敷地域連絡会 事務局長 

市 民 尾 跡 ち ひ ろ 公募委員 

 

(2) 倉敷市予防接種健康被害調査審議会委員名簿 

令和６年４月１日から令和７年３月 31日まで   

（令和６年度末現在）   

 氏      名 役 職 等 

第 1 号 

荒 木 一 博 倉敷市連合医師会 会長 

伊 木 勝 道 倉敷市連合医師会 副会長 

田 嶋 憲 一 倉敷市連合医師会 副会長 

戸 田 大 作 倉敷市連合医師会 理事 

第 2 号 中 野 貴 司 川崎医科大学附属病院 小児科 部長 

第 3 号 吉 岡 明 彦 倉敷市保健所 所長 
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(3) 倉敷市感染症診査協議会委員名簿 

令和６年４月１日から令和 7年３月 31日まで  

（令和６年度末現在）       

 氏      名 役 職 等 

第 1 号 

谷 本  安 国立病院機構南岡山医療センター 院長 

橋 本  徹 倉敷中央病院 臨床検査・感染症科 主任部長 

石 田  直 倉敷中央病院 副院長 

第 2 号 

小 橋 吉 博 川崎医科大学附属病院 呼吸器内科 副部長 

江 田 良 輔 倉敷市立市民病院 院長 

難 波 一 弘 難波医院 院長 

藤 野 光 喜 ふじの小児科医院 院長 

第 3 号 

西 田 和 弘 岡山大学 学術研究院法務学域 教授 

長 谷 川 久 子 弁護士 

滝 澤 淳 人 司法書士 

第 4 号 
山 﨑 秀 樹 人権擁護委員 

瀬 尾 浩 子 人権擁護委員 

 

(4) 倉敷市小児慢性特定疾病審査会委員名簿 

期間：令和６年４月１日から令和８年３月 31日まで   

（令和６年度末現在）    

氏   名 役   職   等 

小 田  慈 新見公立大学 副学長 

井 上 美 智 子 国立病院機構南岡山医療センター 院長 

田 中 弘 之 岡山済生会総合病院 小児科 診療顧問 

久 保 俊 英 国立病院機構岡山医療センター 名誉院長 

藤 原 充 弘 かめ山こどもクリニック 理事長 
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(5) 倉敷市健康増進計画・食育推進計画審議会委員名簿 

期間：令和６年６月 20日から令和８年３月 31日まで  

（50 音順、令和６年度末現在）   

氏 名 役   職   等 

秋 田  誠 晴れの国岡山農業協同組合 西部広域営農経済センター 次長 

井 上 靖 信 倉敷市小学校長会 

太 田 美 貴 絵 倉敷市議会 保健福祉委員会 委員 

奥 田 真 歩 倉敷市高齢者支援センター職員連絡会 会長 

小 野 寺  昇 川崎医療福祉大学 医療技術学部健康体育学科 特任教授 

国 府 お も と 倉敷市中学校長会 

小 谷 晴 美 倉敷市保育協議会 会長 

兒 山 和 子 倉敷市栄養改善協議会 会長 

田 野 美 佐 倉敷市愛育委員会連合会 理事 

戸 田 大 作 倉敷市連合医師会 理事 

中 濱  崇 倉敷商工会議所 理事・事務局長 

浪 尾 良 平 倉敷市食品衛生協会 副会長 

西 村 由 美 市民公募委員 

新 田 和 子 岡山県栄養士会 倉敷市支部 支部長 

久 本 千 佳 岡山県歯科衛生士会 会長 

藤 澤 克 彦 くらしき作陽大学 食文化学部現代食文化学科 講師 

藤 原 孝 子 岡山県薬剤師会 倉敷支部 理事 

堀 内  顕 倉敷労働基準監督署 副署長 

三 宅 理 史 倉敷市内歯科医師会協議会 理事 
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